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要約 

世界の産業界は、人工物の設計にデジタル技術が深く介在する 1990 年代から第三の構

造転換期に立った。21世紀の現在ではこれが非デジタル型産業の領域にまで急速に拡大し、

産業構造を更にビジネス・エコシステム型へと発展させる。ここから企業制度の在り方が

変わり、競争ルールが変わり、そしてビジネスモデルや知的財産のマネージメントの在り

方が変わった。競争ルールが変わるのなら競争政策も経営戦略も変わらなければならない。 

本稿は、まず第一に、産業構造の転換を人工物の設計という視点から捉え、デジタル

化と国際標準化によってグローバル市場がビジネス・エコシステム型へ発展するプロセス

を解説する。モノづくり追求という供給サイドよりも、むしろ産業構造の転換に適応した

“企業と市場の境界設計（立ち位置の決定）”と、これを起点にしたビジネスモデルや知財

マネージメントの事前設計があってはじめて、モノづくりが競争力へ結び付くのである。 

第二に、デジタルテレビ産業と LED 照明産業を取り上げ、ブラウン管テレビや電球と

の違いに焦点を当てながら我が国製造業の基本問題を論じる。産業構造転換を前提に、立

ち位置の事前設計とこれをオープンなビジネス・エコシステムの中で安定化させる知財マ

ネージメント無くして勝ちパターン設計が不可能になったことを、アップルの勝ちパター

ンと比較しながら説明する。ここでは、ラングロアの牧歌的な“消えゆく手”ではなく、

市場側をコントロールする仕組み形成という経営者の“伸びゆく手”が、ビジネス・エコ

システムの構造決定に本質的な役割を果たしている。“伸びゆく手”の形成を担うのが軍師

型人財であり、この一翼を担う知財人財の育成についても事例を交えて紹介した。  

そして第三に、日本企業の誠実なモノづくりを高度なグローバル市場文化として定着

させる政策ツール/経営ツールが、測定法の国際標準化や国際基準の設定、および国際的な

認証である、と位置付けた。測定法の標準化なら産業構造も変わらず、むしろ既存の産業

システムが強化される。21 世紀の日本企業はこの重視性を再認識すべきではないか。 

最後に、ビジネスモデルや知財マネージメントを活用した“伸び行く手”の形成とい 

う、個別の企業活動を取り込む“新たな経済モデル”の必要性にも触れた。 

 

キーワード： 産業構造転換、伸びゆく手、消えゆく手、モノづくり、知財マネージメント、 

LED 照明、測定法の標準化、基準と認証 
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１． デジタル化と国際標準化が加速する 21 世紀の産業構造転換 

 

1.1 第三の産業構造転換とその背景 

（１）デジタル型産業の構造転換 とグローバルビジネス・エコシステムの登場 

世界の産業界は、人工物の設計にデジタル技術が深く介在する 1980 年代から 1990 年

代にかけて歴史的な転換期に立った。21 世紀の現在ではこれが非デジタル型産業の領域に

まで急速に拡大し、グローバル産業構造をビジネス・エコシステム型へ発展させる。図１

で示すように、これを人類社会が経験する第三の産業構造転換と呼べば、ここから競争ル

ールが変わり、企業制度の在り方が変わり、そしてビジネスモデルや知的財産のマネージ

メントの在り方が変わった。競争ルールが変わったのであれば、競争政策も経営戦略も変

わらなければならない。 

1

図１ 第三の産業構造とのその歴史的位置付け

第一の構造転換：
狩猟
農業
工業『工業社会】
知識産業【脱工業社会】

第二の構造転換【工業社会の中で成長産業が次々に興隆】
繊維
機械
鉄道、造船
化学
自動車
電機

第三の構造転換： 同じ産業の中で競争ルールが瞬時に変わる

＊グローバルなビジネス・エコシステムの登場
＊僅か４～６年で日本企業のシェア８０％から２０％へ
＊ビジネスモデルも知財マネージメントも全て変わる

1900年

18世紀後半 1990年代
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が成立する

 

                                                   
1 本稿は同じ Web へ３月末に投稿した論文に加筆し、９月 10 日に再投稿したものである。加筆

の文字数が 3月末の 2.5 倍に増えてしまった。主な加筆個所は脚注の充実および１章１．１と

２章２．３の加筆である。しかし基本メッセージは３月末に投稿したものと変わることが無い。 



これまで語られた産業構造の転換には、図１に示す二つの視点があった。第一の視点

は、農業から工業を経て知識/サービス産業型へ転換する構造転換であり、非常に長い時間

をかけて起きる。これを第一の産業構造転換と定義する。 
第二の視点は、製造業でいえば、素材産業から組立型産業への転換であり、あるいは

繊維産業から造船や鉄鋼産業、自動車、産業機械、電機、ICT などへの構造転換である。

この転換は第一の転換よりも速く、しかも工業の中で別の新たな産業領域/セクターが次々

に生まれるケースである。これを、第二の産業構造転換と呼ぶ。 

1970s 1980s 1990s 2000s 2010s

乗用車

太陽光発電・蓄電池

環境・エネルギー分野

ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、複合機

ブラウン管テレビ

携帯電話

光通信

ＤＶＤ

ビジネスモデルや
知財マネージメント
が主役になる市場

ＶＴＲ

アナログ型、ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ型
医薬品、素材、部品、ﾃﾞｼﾞｶﾒ、

産業機械、ｲﾝﾌﾗ型産業

デジタル型、ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｴｺｼｽﾃﾑ型
デジタル家電，蓄電池、ＬＥＤ照明
スマ－トグリッド、電気自動車、

半導体
ビジネス・エコシステム

比較優位の国際分業
モノづくり追求で
日本が勝てる
・ものづくりが
競争力に直結

・特許の数が
競争力に直結

図２産業構造の転換が同じ製品の中で起きて目に見えない
ー市場もビジネス・エコシステム型になって競争ルールが一変するー

デジタルテレビ

 
 
しかしながら本稿が取り上げるのは、同じ産業領域/同じ製品の中で４年から６年とい

う非常に短い期間に（例えば図３）、しかも目に見えるモノの変化ではなく、図２で示すよ

うに製品の内部で起きる目に見えない構造転換である。本稿ではこれを第三の産業構造転

換と呼び、第一、第二と比較しながら図１にその歴史的な位置付けを示した。 
ダニエル・ベル(1975,原著 1973 年)は、前工業社会(農業、漁業、林業、鉱業なおの第

一次産業)、工業社会（製造業）、脱工業社会（情報、サ-ビス、流通など）という構図の中

で、コンピュータ普及とこれがもたらす情報化社会の到来やサービス経済への変化を描き

だした。 
この著書が出版された 1973 年は、マイクロプロセッサー(1971 年)がアメリカの片隅で

産声をあげたばかりであって世に知られず、パソコンもアイデアの試作段階に留まってい

たに過ぎない。またインターネットも、その基本技術であるパケット通信の実証実験(1970
年)がアメリカ国防省高等研究計画局によってハワーで行われた直後であって、ごく一部の



専門家を除いて誰もインターネットを知らない時期であった。したがってダニエル・ベル

が取り上げ脱工業化は、社会が変化していく姿をデータで示してはいるものの、いわゆる

社会科学者特有の極めて概念的な指摘に終始している。 
一方、本稿が語る第三の構造転換とは、デジタル技術（マイクロプロセッサー）の人

工物の設計への介在やオープン標準化によってもたらされたものであり、これが技術伝播

スピードを 10 倍から 30 倍も加速させてグローバル市場へ瞬時に伝わり、競争ルールを変

え、そして先進工業国の伝統的な企業制度を崩壊させた。これらが結び付くことによって

はじめて 1990 年代以降のアジア諸国が経済成長の軌道に乗り、現在の意味でのグローバル

化が顕在化したのである。この意味で本稿の主張は、ダニエル・ベルの脱工業社会は似て

非なるものである。2  
この意味で、本稿が焦点を当てる第三の産業構造転換がビジネス・エコシステム型の

産業構造をグローバル市場に創り出した。この産業構造転換がデジタル化やオープンな標

準化によって生まれるが、現在では非デジタル型の産業領域への急拡大している。 

これまでのグローバル化やグローバル経済という言葉は、圧倒的な軍事力や政治的な

影響力に焦点を当てて語られるのが普通であり、例えば近年のグローバル化は、1989 年の

冷戦崩壊以降のアメリカの突出した軍事力・影響力を起点として語られている。3 あるい

はアイデア、情報、人、資金、財、サービスが前代未聞の速度で国境を越える状況をグロ

ーバリゼーションと定義している。4 しかしながらなぜ前代未聞の速度になったのかに全

く触れず、グローバル化とマクロな政治経済や社会構造に記述に終始しているに過ぎない。   

一部に、インターネットなど、情報通信システムの進歩の必然的な帰結としてグロー

バリゼーションを捉える考えもあるが、5 すべてこれを自明として無条件に受け入れ、情

報通信技術が、なぜどのようなメカニズムでグローバリゼーションをもたらすかは、これ

らを論じる人々の興味の対象から外れている。 

 

グローバル化を象徴する出来事が途上国、特に東アジア諸国の経済成長である。グロ

ーバル化が世界経済の重心をアジア太平洋地域へ急速にシフトさせている。この経済成長

                                                   
2 ダニエル・ベルは、例えば下巻の 656 ページや上巻 44 ページで、“財貨生産の経済からサー

ビス生産の経済への移行は「自然と人間の間のゲーム」から「人間と人間の間のゲーム」へ変

化」・・”などという記述を見るとき、ダニエル・ベルが示す方向の延長に本稿が位置付けら

れると思わざるを得ない。当時はその具体的な内容について殆ど分かっていなかったようだが、

本稿の基本メッセージや本稿の１章 1.2 節（２）のアップルの事例などは、ダニエル・ベルの

主張を具体的に示す好例ではないか。    

筆者が第三の構造転換を思いついたのは 2004 年から 2006 年のことであり、これを第三の

産業構造転換として文章化したのは、2012 年の３月であった。当然のことながらその時点で

筆者はダニエル・ベルを知らず、知ったのはアンソニー・キデンズ、渡辺聡子(2009)を読ん

だ 2012 年の 10 月であった。 
3 例えば秋田(2012)の、はじめに、。 
4 例えばイアン・ブレーマー(2011)の１章。 
5 例えばアンソニー・キエンズ、渡部聡子(2011)の２章。 



を加速したのが図１に示す第三の産業構造転換であり、アジア諸国と先進工業国がグロー

バルなビジネス・エコシステムを介して共に成長する経済環境になった。これが本稿の主

張である。軍事的・政治的な影響力よりも先に来るのが経済成長であり、アジアの経済成

長を牽引した第三の産業構造転換が、人工物設計と普及に深く介在したデジタル化や標準

化によってもたらされた（小川、2010c, 2011c）。これが本稿を支える基本的な視点となっ

ている。 

 

（２）第三の産業構造転換が日本のモノづくりに与えた影響 

1980 年代（欧米）から 1990 年代後半（日本）に、同じ産業/セクタ－の内部で起きた

この構造転換は、まず第一に、人工物の設計にデジタル技術が介在して起きる製品アーキ

テクチャのダイナミックな転換によって引き起こされた。そして第二に、人工物を構成す

る基幹技術モジュールにオープン標準化が介在することで起きるインタフェース情報の公

開と結合許容公差の公開によって引き起こされた。この二つが重畳することによって技術

の伝播/着床スピードが 10 倍から 30 倍に加速し、グローバル市場の競争ルールを一瞬にし

て変える。したがって企業の組織能力がこれに対応できず、図３に示す日本のエレクトロ

ニクス産業の事例に見るように、必ず市場撤退への道を歩む。6   
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図３ 市場撤退を繰り返す日本のエレクトロニクス産業

 
このような特徴を持つ第三の転換が 21世紀のグローバル経済に極めて大きな影響を与

                                                   
6 図３は、小川(2009e)の１章、図 1.1 にリチュームイオン電池と液晶テレビのデータを追加し

たものである。液晶テレビの市場データは東京大学：新宅純二郎教授から教えて頂いた。 



ようになった。トータルなビジネスコストが技術以外の経営オペレーションや国のビジネ

ス制度設計によって大きな影響を受けるようになるからである。7  その背後にあるのが第

三の転換を加速なせた技術の伝播スピードであった。 

第三の構造転換が非常に短期間で起きるために、その兆候を察知するのさえ困難であ

り、例え察知してもそれが既存の競争ルールや勝ちパターンにどのような影響を与えるの

かを理解するは極めて困難であった。また例え理解したとしても、その転換が余りにも短

期間に起きるので、企業の組織能力や人材も、そして国の制度設計もこの構造転換に対応

できず、既存の競争優位性を支える基盤が一瞬にして崩壊する。日本のエレクトロニクス

産業が市場撤退への道を歩む図３の背後がここにあった。8 
本稿では、21 世紀の日本企業が直面する諸問題を、このような特徴を持つ第三期の産

業構造転換、という視点から分析する。 
 

最近になって、日本型モノづくりに対する疑念を語る人が多くなった。途上国企業の

台頭を見て、製造業が日本を滅ぼすという主張さえある。一方では、モノづくりこそが日

本を支えると語り続ける人が多いのも事実である。しかしながら何れの場合も、図１に示

す第三のグローバル産業構造転換、という 21 世紀の現実に正面から向き合っていない。 
21 世紀を特徴付ける第三の構造転換がごく最近になって顕在化したこともあり（例え

ば図３）、企業人にも行政担当者にも、そしてアカデミアにも、まだその本質が理解されて

いないためではないか。モノづくりに疑念を持つ人は図２の右側に位置取りされる産業を

語っているのであり、モノづくりを重視する人は、図２の左側から日本の競争優位を語っ

ているに過ぎない。 
産業構造が一変したのであれば、変わる前の経営環境で蓄積された膨大な知識体系、

特に競争理論や企業制度論、そして経済理論が拠り所にした多くの前提が崩れる。この意

味で、21世紀の我々が目にする現実を内在的に説明する新たな知的体系が必要となった。 

本稿は、我が国が直面する上記の混乱を、同じ産業/同じ製品の中で瞬時に起きる第三

の構造転換、という新たなフレームワークの中で整理統合し、我が国および我が国企業の

新たな方向性を提案することを目的とする。 

モノづくりとしての人工物（製品）の設計・製造は、9 相互関係が錯綜している複合技

                                                   
7 技術やモノづくり、知財以外の要因によって競争力が決まる姿は、小川(2010b)の２章 2.3 節

を参照のこと。 
8 第三の構造転換に直面した伝統的な企業が市場撤退への道を歩むのは、1980 年代後半のアメ

リカ IBM 社のパソコンや 1990 年代後半のヨーロッパ Philips’と Siemens のデジタル携帯電

話でも同じであった。類似の事例が欧米諸国に多数あるという意味で、これは日本企業の固有

の問題では決してない。 
9 日本では、“モノづくり”で無く“ものづくり”と表記され、包括的で広い定義が存在する（た

とえば藤本(2011)）。しかしながら、藤本らが広い意味のモノづくり論を展開しても(藤本

2011),昨年（平成 23 年）までのものづくり白書では、狭い意味のモノづくりや匠の技のモノ

づくりが基本思想になっている。しかもここには、モノづくりの成果をグローバル競争力へ転



術を要素技術モジュールの単純組合せへ転換させる一連の行為である。10 ごく最近までな

らこれを、それぞれの専門部門からなる分業型の組織で、経験的なノウハウと実験および

数学モデルを活用した理論的な分析などによって行われたが、コンピュータと設計ソフト

の飛躍的な進化によって、この一部が、場合によっては大部分が、コンピュータで代行で

きるようになった。 

技術モジュールの単純組合せへ転換させる作業を、人がやるにせよコンピュータがや

るにせよ、例え高度の擦り合わせを必要とする製品であっても、製造工程を個別工程の単

純組み合せ型へ転換することによってはじめて、分業とルーチン化による低コスト・大量

生産が可能になる。 

分業とルーチン化には、まず設計の段階で技術モジュールの結合インタフェースが暗

黙知から形式知へ転換されて組織に共有化され、同時に結合公差も、単純組合せと製品品

質との同時実現を可能にする適度なレベルへ拡大され、共有化されていなければならない。

ここで標準化が大きな役割を担う。 
 

日本のモノづくりが語り継いだ標準化とは、技術モジュールの仕様やモジュール相互

の結合インタフェースと結合公差の許容値規定、そしてまた分業化された生産工程の一つ

ひとつに許容される組立バラツキ公差の規定、そしてこれらを起点にした作業工程の標準

化を意味した。11 組立時の許容公差が非常に狭いのであれば、生産技術と製造技術のノウ

ハウを駆使して作業標準を決めないと、品質の良い製品を低コストで大量生産するができ

                                                                                                                                                     
換させる経営ツールとしての知財マネージメント、についての言及もない。21 世紀のモノづ

くりに欠かせない組み込みシステムについても、その本質が語られていない。そもそも日本肩

のモノづくりは、トヨタ生産システム（TPS）に代表されるように工場を起点とした思想体系

であり、ここに市場変化や経営環境の変化に適応する為の思想体系が非常に弱い。 

この意味で本稿では、普通の人々が“モノづくり”で最初に思い浮かべる“設計および製

造”、すなわち藤本が言う狭義の定義を前提にして論じる。特に量産工場に焦点を当てる場合

は、工場のモノづくり、という表現を使う。なお日本の“ものづくり白書”は、今年(平成 24

年度)から基本思想が大きく変わり、日本型からグローバルものづくりへの転換に向けた第一

歩を踏み出そうとしている。 
10 設計と製造が共に擦り合わせ型なのは、日本の匠の技や工芸品に多い。しかしこれが国の雇

用や成長に貢献するのは限定的である。アップルが日本の部品を調達する事実を強調して擦り

合わせを美化する論者もいるが、これらの部品を低コスト量産するのは、技術モジュールの組

合せに転換された後の、分業による製造工程である。 
11 公差については付録-1 を参照。 

作業プロセスの標準化とは、技術モジュールの単純組合せで完成品を組み立てるそれぞれの

工程で、作業の手順および組立バラツキの許容公差を管理パラメータという形式知へ転換さ

せ、そして共有することである。ここで許容値とは、その許容値（バラツキ）の範囲であればアウ

トプットとしての製品の機能・性能・品質が設計目標の範囲に入る、ということを意味する。許容され

る公差の範囲であれば他の工程との相互依存性が排除されて分業組立が可能になり、専業

化・ルーチン化が進んで生産効率が飛躍的に向上する。さらに、組立時の許容公差が最初か

ら広ければ、例え特別の技能を持たない人であっても品質の良い製品を低コストで大量生産

することが可能になる。この意味で設計公差の許容値と製造公差の許容値は、企業内に閉じ

た重要ノウハウとなる。 



ない。この意味で日本のモノづくりが語り継いだ標準化とは、人工物の設計や製造を含む

トータルな技術システムが流通せず、企業内へ留まることを前提にした企業内標準だった

のである。 

一方、21 世紀を特徴付けるビジネス・エコシステム型の産業構造では、人工物の設計

にデジタル技術、すなわち組み込みシステムが深く介在し、12  技術モジュールの結合イン

タフェースが暗黙知から形式知へ自動的に転換される。13 さらにデジタル化は、この結合

公差を拡大してモジュールの単純組み合せによる人工物の量産を可能にする。14 特にコン

ピュータの活用による完成品の設計では、製品を構成する基幹技術モジュールとインタフ

ェースおよび結合公差が、製品という全体最適の中で自動的に最適化される。 
ここで国際標準とは、人工物を構成する技術モジュールの相互インタフェースはもと

より、モジュール相互の結合許容公差をも外部へ公開することを意味する。また国際標準

化は市場利用コストを劇的に下げて市場参入障壁を排除する作用を基本的に持つ。15 した

がって例え技術蓄積の少ない途上国企業であっても、最先端の製品市場へ参入することが

可能になった。16 このような特徴を内包する産業領域/セクターが、ビジネス・エコシス

テム型へ進化するのである。国際標準化は、比較優位の国際分業をオープンなビジネス・

エコシステム型の産業構造へ転換させる役割を持つようになった。 
 

ビジネス・エコシステムとは、直接財を扱う企業だけでなく、補完財のビジネスを担

う企業群が、ネットワークを介して取り引きするプロセスで、互いに協業しながら成長し

ていく産業形態をいう。この意味で国際標準化が創るネットワーク外部性やプラットフォ

ーム形成が、需要の拡大と競争力強化を同時実現する上で大きな役割を果たす。 

ビジネス・エコシステムに関する詳しい説明は付録-2で述べるが、17 本稿では、技術

の伝播スピードの違いがもたらす先進国と途上国との間の比較優位の国際分業も、ビジネ

ス・エコシステム型の産業構造、と定義して論じる。プラットフォームの形成などによっ

て、技術蓄積の少ないキャッチアップ型企業であっても簡単に市場参入できるようになり、

18 先進国と途上国との間でそれぞれの国の得意領域を持ち寄る比較優位のオープン国際

                                                   
12 組み込みシステムとはマイコン（あるいは DSP: Digital Signal Processor）とこれを動か

す組み込みソフトウエアで構成される。 
13 たとえば小川(2009)の１章 5.2 節。 
14 たとえば、インタフェースがオープン標準化されたパソコンの技術モジュールでは、インタ

フェース規約さえ守れば、技術モジュールの単純結合で高品質の完成品を量産できることを意

味する（例えば小川、2009 の５章）。したがって設計と製造の分離が可能になり、低コスト量

産の専業工場としての EMS 型が興隆する。そして技術蓄積の少ない途上国企業であっても、市

場参入か可能になる（例えば小川、2009 の３章）。 
15 付録-1 で説明するように、結合時の許容公差が非常に狭く暗黙知が多いアナログ型の技術体

系であれば、21 世紀の現在でも技術の伝播/着床スピードが非常に遅い。 
16 たとえば小川(2009)の２章、３章。 
17 ビジネス・エコシステムについては付録-2 と例えば立本(2011)を参照。 
18 例えば小川(2008d), 高梨他(2011)。 



分業が、ビジネス・エコシステムへ進化するからである。 

プロダクトライフサイクルの初期のステージでなら、確かに経済学や経営学が高度１

万メートルの視点で語る牧歌的なエコシステムに見える。しかしながら市場の前線に陣取

る企業人から見る実ビジネスの背後で必ず、目に見えない仕掛けが事前に設計されており、

市場が拡大するステージになると、エコシステムに参加する企業群がそれぞれの位置取り

を求めて競争を繰り返す。 

まず自社の立ち位置を確保し、次の段階で、自社の付加価値領域からエコシステムに

向かう“伸び行く手”を形成してオープン市場へ強い影響力を持たせる仕組みを作る。こ

れが、ビジネス・エコシステムの中で経営者が担うべき最も重要な役割となっているので

ある。19 

 
欧米でもアジアでも、そして日本でもこれが最初に現れたのが、デジタル技術が介在

し易いエレクトロニクス産業であった。デジタル化と国際標準化が基幹技術モジュール（部

品・部材・設備）の大量流通を加速し、比較優位の国際分業を最初にグローバル市場で顕

在化させたのがエレクトロニクス産業であった。20 その代表的な事例が、図１に示すパソ

コン産業や半導体、インターネット、ＤＶＤ，デジタルテレビ、そして携帯電話/スマート

フォン産業である。21 
 
（３）非デジタル型産業の構造転換（その１）設備主導型の機能素材 

1990 年代の途上国企業は、比較優位の国際分業を政策的に構築し易いデジタル型の産

業からビジネスチャンスを掴んで成功した。22 したがって、例えリチュームイオン電池の

ような非デジタル型の製品であっても、市場参入する場合はまずデジタル型で体験した行

動を選ぼうとする。 
これが我が国で最も大規模に現れたのが 1990 年代中期以降の半導体産業であり、1990

年代中期から 2000 年代初期の光デスク産業（記録型 CD-R デスク媒体と記録型 DVD デス

ク媒体など）であり、また 2000 年代初期の液晶パネル産業、そして 2000 年代中期の太陽

光発電やリチュームイオン電池であった。その様子も模式的に図１に示すが、23 いずれも

Turn Key Solution 型の製造装置や専門人材が、先進国からキャッチアップ型の途上国企業

                                                   
19 “伸びゆく手”については１章１．２節を参照。経営者が繰り出す“伸びゆく手”の束が 21

世紀の産業構造や経済性チュに大きな影響を与えている。この意味で４章にスケッチした“経

営者が主役になる経済モデル”が必要となった。 
20 デジタル技術や国際標準化が介在し易いエレクトロニクス産業が国際的な分業型へ転換する

プロセスについては、小川(2009)の１章の 5節 5.2 と 5 章を、また比較優位の国際分業が現れ

るメカニズムについては小川(2009)の２章、３章を参照のこと。 
21 たとえば小川(2009)の５章、６章、７章、９章を参照のこと。実は据え置き型 VTR も、製品

設計にマイコンが介在する 1980 年代後半から、すでに類似の経営環境が顕在化していた（小

川,2009,１章）。 
22 例えば小川(2011c)。 
23 図１の基本コンセプトとその背景は、小川(2009)の１章を参照のこと。 



へ伝播（流通・移転）することによって現れたのである。 
非デジタル型の産業であっても、比較優位の国際分業が進み、ビジネス・プラットフ

ォームが形成され、ネットワーク外部性が生まれてビジネス・エコシステム型へ転換する

背景がここにあった。例えば日本企業が圧倒的に強かったセラミックコンデンサーでも、

2005 年ころまでせいぜい 6~7％だった韓国企業が 2011 年には第二位のシェア（約 18%）

を占めて急成長している。2010 年代になるとこれが、環境エネルギー分野の重要技術であ

る蓄電池でも、そして機能材料にさえ顕在化するなど、他の多くの産業構造へ急拡大して

いる。この背後に韓国政府の強力な産業政策があったのは言うまでもない。24 
 
非デジタル型では技術モジュールの結合公差が非常に狭く擦り合わせ要素が多いので、

確かに初期の段階でなら完成品としての太陽光発電や電池の性能も品質も劣るが、徐々に

日本企業のレベルに近づく。25 そしてこのタイミングから、日本企業がグローバル市場か

ら撤退への道を歩む。  
性能や品質など、技術の領域で大きな差がないのであれば、国家によるビジネス制度

設計や為替政策、および個別企業による経営オペレーションの工夫（特にオーバーヘッド

やスピード、ビジネスモデル、知財マネージメント、）など、テクノロジー以外の要因でト

ータル・ビジネスコストが決まってしまうからである。26 アジア諸国は、この勝ちパター

                                                   
24 韓国政府は 2001 年に部品素材特別諸地法を制定して先端分野の国産化を進めた。また 2005

年ころからこれを、ファインセラミックスなどの先端機能材料まで拡大した。典型的な非デジ

タル型産業なので確かに技術の伝播/着床スピードが非常に遅いものの、遠からず液晶パネル

やリチュームイオン電池と同じ状況に日本企業が追い込まれるはずである。東レは炭素繊維を、

住友化学はタッチパネルを、そして帝人もリチュームイオン電池の絶縁材料を、またＪＸ日鉱

日石エネルギー社がリチュームイオン電池向けの負極材料を、韓国に工場を作って製造するこ

とを決めた。 

これは一技術者の問題でも一企業の問題でもなく、為替や税制、FTA/TPP を含む国のビジネス

制度設計の問題である。技術者や企業自身は、国の全体最適に向けた方向性を論じることは

できても、決めることはできない。一方、国も、全体最適に向けた方向性を決める行政機能

を持っていない。一見、持っているように見えても形式的であって全体最適に向けては決し

て機能しない。日本の行政組織が全体最適を主導する構造になっていないという意味で、唯

一の望みを政治家に託さざるを得ないが、これらの諸問題を処理できる政治家が非常に少な

い。また全体最適を学問として方向付ける役割のアカデミアも機能していない。これらを論

じるツールとしての社会科学の大部分が、輸入学問に頼っているからではないか。 
25 初期のステージでは基幹部品が先進国企業によって供給されるが、徐々に技術知識が伝播し

て途上国企業も供給できるようになる。しかしながら途上国企業が供給する非デジタル型の技

術モジュールが、先進国企業が主導するデジタル型技術モジュールのコントロール下に組みこ

まれると、基幹部品を統合制御する組み込みシステム自身の中にあるデジタルフィードバック

制御によって、部品の機能・性能などの品質バラツキを吸収できるようになる。ここから付加

価値が先進国企業へシフトし、途上国が担う非デジタル型部材は低い付加価値に据え置かれて

しまう。我々の身近な例では、蓄電池システムのセルとバッテリー・マネージメントシステム

との関係がこれである。日本企業の電池セルは、2010 年ころからグローバル市場の優位性が

危なくなった。市場への出口に陣取るバッテリー・マネージメントシステムの組み込みソフト

ウエアに、セル側を支配するメカニズムがビルトインされているからである。 
26 アジア諸国が完成させた比較優位の産業政策、およびトータルなビジネスコストで日本企業



ンを 1990 年代末に完成させた。 
一方、初期の段階でコア技術（特に機能材料などの基本技術）を主導した日本などの

先進国企業は、量産工程のそれぞれの製造装置にコアテクノロジーとしての材料技術を刷

り込んで相互依存性を強めるビジネスモデルを完成させた。装置と材料を融合させて相互

依存性それ自身がブラックボックス化されているので、製造設備が流通すればするほど日

本の材料技術が高い付加価値となって途上国へ流通する。27  
これが Full Turn Key Solution 型の製造プラットフォームであり、製造プラットフォ

ームを介して先進国企業と途上国企業とのビジネス・エコシステムが、非デジタル型の素

材産業でも形成されるようになった。28 
 
（４）非デジタル型産業の構造転換（その２） 

機械的な特性が中核になる巨大技術体系の完成品 

 

1990 年代になると、例え機械的/アナログ的な技術体系からなる製品でも、ビジネス・

エコシステム型の産業構造を自社優位に創り出す企業群が現れるようになった。29 これら

の企業では、人工物としての製品の設計ルールや組立製造ルールを予め組織全体で共有し、

技術モジュールの結合インタフェースも形式知として内部で共有し、更に技術モジュール

の結合許容公差までが形式知になって企業内で共有する仕組みが、企業の組織構造の中に

ビルトインされている。   
その目的は、Open & Close 戦略によって自社と調達市場の境界を自社優位に設計し、

ここからグローバルなエコシステムを介して調達市場へ“伸びゆく手”、すなわち市場をコ

ントロールする目に見えない仕組みを形成することにある。30 オープン・インタフェース

で繋がるデジタル型の製品ではこれが自然発生的に生まれたが、非デジタル型では自社の

製品を最適なモジュールの組み合わせへ転換することから始めなければならない。非デジ

タル型であってしかも人智を越えた巨大な技術体系の製品をモジュールの組み合わせへ転

換させるには、スーパーコンピュータなど、高性能コンピュータを必要とする。ここから

“モノを作らないモノづくり”というコンセプトが生まれたのである。 
 
                                                                                                                                                     

が勝てなくなるメカニズムについては、立本(2009)および小川(2010)を参照 
27 日本企業で製造プラットフォームを理想的な姿に完成させたのが、記録型 DVD デスクに見る

三菱化学である（小川、2009 の９章） 
28 ビジネス・プラットフォームが先進国と途上国の経済を共に活性化する事例については、 

小川(2008)を参照 
29 欧米の航空機産業は既に 1970 年ころからエコシステム型へ転換している。また日本の自動車

産業も非常に早い 1960 年代に、系列と呼ばれるエコシステムが形成されているが、いずれも

クローズドであって 21 世紀のＩＣＴ産業を特徴付けるオープン・エコシステムではない。な

お日本の自動車産業を分析したアメリカの学者は、日本の系列取引をネットワーク型と呼んだ。

ビジネス・エコシステムという表現は 2000 年代になって使われはじめた。 
30 “伸びゆく手”については、1 章の 1.2 節を参照のこと。 



＜“モノを作らないモノづくり”による経済合理性の追求＞ 

一般に、機械的な特性が中心になる製品であって、しかも複合的な技術体系で構成さ

れるケースでは、最適なモジュールの切り出しや個々の結合インタフェースおよび個々の

結合許容公差を製品の全体最適の中で最適設計する作業が、人智を遥かに越えて人間の手

に負えない。31 これまで我々が語り継いだ、古典的な製造主体のモノづくりでは、このよ

うな複合型の巨大技術体系に全く対応できないのである。 
これを可能にするのが、スーパーコンピュータによるシミュレーション技術や設計技

術である。その背後に、スーパーコンピュータ性能が 10 年で 1000 倍（30 年で 10 億倍）

も向上した事実があった 。32 この恩恵を、研究者だけでなく企業の製品設計にも気軽に

                                                   
31 パソコンや携帯電話は、人智を越えた複雑性を、オープン環境で標準化される技術モジュー

ルの単純組合せへ転換させて解決している。しかしながら機械的な特性を多用する自動車や建

設機械、産業機械、航空機などは、オープン標準化によるモジュール化には限界があり、個別

企業の内部で独自の企業内標準モジュールによって複雑性に対応してきた。スーパーコンピュ

ータは、この企業内モジュール化を、常に製品としての全体最適と整合性を取りながら事前設

計し、分業とルーチン化による経済合理性を追求する、“モノづくり経営ツール”と位置付け

られる。 
32 これまで DSP やパソコン用のインテル CPU データから、30 年間に 100 万倍の性能向上(10 年

で 100 倍)と言われていたが、スーパーコンピュータのデータを見ると 10 年で 1000 倍、30 年

で 10 億倍も性能が向上している。 

インテルのＰＣクラスターと称するスーパーコンピュータは、これまで１つのチップに８

個の CPU コアを入れ、これを多数並べる並列コンピュータであった。2012 年になって発表さ

れた次世代 PC クラスターは１つのチップに 100 個の CPU コアを入れるという。１つのチップ

それ自身が超並列コンピュータになっている。さらにこのチップを多数並べれば、世界最高

速と絶賛された日本のスーパーコンピュータ、京、とほぼ同等の性能を実現できるという。 

 これまで、スーパーコンピュータのアプリケーションとして世界で最も普及しているソフ

トウエアは、その大部分がインテルの高性能 IA サーバやインテル製ＰＣクラスターを使って

開発されたものであった。したがって、クレーのスーパーコンピュータの一部を除き、イン

テルの IA サーバか、あるいはＰＣクラスター以外では動かない。当然のことながら今回発表

された次世代ＰＣプラスターでは問題無く動く。 

インテルはハードウエア性能よりもユーザが作るソフトウエアの資産を使ってネットワ

ーク外部性を形成し、すなわちユーザが膨大なコストを掛けて開発したユーザ資産を徹底し

て守ることによって、自社以外のスーパーコンピュータを普及させないビジネスモデルを追

求してきたのである。1980 年代後半のマイクロソフトの MS-DOS と IBM の OS/2 との関係で起

きた、ユーザ資産を守るか否かの戦略が、ここでもそのまま再現されている。圧倒的な機能・

性能を誇る IBM の OS/2 が、技術的に劣勢だったマイクロソフトの MD-DOS に勝てなかったの

は、ユーザが開発したアプリケーションソフトが OS/2 の上で使えなかったからであった。 

この意味で日本を含む世界のスーパーコンピュータは、1995 年ころのデスクトップＰＣや

1997 年ころのノートＰＣ，さらには 1998 年ころの IA サーバと同じ道を辿り、少なくとも実

ビジネスではインテルの軍門の下るのではないか。なぜインテルだけが同じ勝ちパターンを

繰り返せるのだろうか。なぜ日本企業は、パソコンやネットワーク、携帯電話で経験した失

敗から学べないのだろうか。なぜ、勝ちパターン構築の仕組み作りを優先させる開発プロジ

ェクトを、事前に起案できないのだろうか。 

スーパーコンピュータ、京、の開発に 1,500 億円もの費用が必要（国の出資が約 1,000 億

円）。一方、ＰＣクラスターのアーキテクチャならその１/５で済むともいわれる。我々アカ

デミアは、巨額投資と技術者の頑張りを経済的な価値へ転換させるための仕組み作りを、学

問として提供できていたのだろうか。 



活用できるようになる 21 世紀になると、例え巨大な複合型の技術体系であっても、CAD
やコンピュータ・シミュレーションによる技術モジュールの最適切り出しと、これらを最

適に結合して完成品を設計する、いわゆる編集設計が可能になった。33 コンピュータの力

によって、モジュールの単純組み合わせだけでも製品としての最適設計が可能になった、

と言い換えてもよい。 
 
その代表的な事例を自動車産業や航空機産業に見ることができる。34 自動車産業で例

車の試作をする時、最も費用がかかるのが金型つくりであり、試作回数を減らすことが設

計コストと設計期間を短縮する上で最も効果的であった。最近では組立ラインの設計をも、

車の設計段階でスーパーコンピュータで可能にしようとしている。 
自動車設計へのコンピュータに活用が進んだ背景にこのような経済合理性があったが、

現在では最終金型を作る前にコンピュ－タ上での設計が可能になって、試作をせずに直接

                                                                                                                                                     
いずれにせよ、日本がこのまま包括的なソフトウエア体系を開発すること無く、あるいは

世界中で使われるソフトウエアが使えないままに放置するのなら、そしてハードウエア中心

の性能競争に特化した開発競争を続け、プレ処理、ポスト処理、チューニング技術などの共

有ソフトウエア・プラットフォームの開発に注力しないのであれば、誰もが、京、を使える

ようにするための環境が整わない。したがって日本のスーパーコンピュータは、政府の強力

な支援無くしてビジネスが成り立たないであろう。数学モデルベースの各種アプリケーショ

ンとプレ処理やポスト処理（可視化）を含む、スーパコンを多くの産業用途で使いやすくす

るためのソフトウエア・プラットフォーム開発に、日本は産学官の総力を注力しなければな

らない。 

   一般にスーパーコンピュータのアプリケーションはフォートランやＣ言語で書かれる。し

かしながら日本が生んだ独創的な言語、Ruby によるプログラミングはこれらの言語の５倍か

ら 10 倍も効率が良い。これまで課題だった性能も、東大の平木先生のチームが開発した HPC 

Ruby によって 100 倍になり、Ｃ言語の実行速度の 90%に達するという。日本のスーパコンピュ 

ータ、京、がインテルのＩＡアーキテクチャ/ＰＣクラスターが構築した巨大なインストール

ド・ベースに対抗するには世界に通用するアプリケーションソフトを充実させなければなら

ない。 

例えば HPC Ruby を、スーパーコンピュータのアプリケーション開発へ積極的に導入し、世

界中の人々に公開しながら日本のスーパコンピュータへ多種多様なアプリケーションソフト

を集めるようにすべきではないか。このためにも、数学モデルベースの各種アプリケーショ

ンとプレ処理やポスト処理（可視化）を含む、スーパーコンピュータを多くの産業用途で使

いやすくするためのソフトウエア・プラットフォームの整備・拡張が必須なのである。 

  なお Ruby を使って iPhone、アンドロイド（スマートフォン）、などのアプリケーションを

簡単に開発できる環境が、モトローラなど、アメリカ企業によって提供されるまでになった。 

 日本発の独創的なプログラム言語 Ruby が世界中の人に使われる機運が出てきた。 
33 事前に準備された技術モジュールを棚から選んで組み合わせ設計する編集型の設計手法が日

産から紹介されている（たとえば、“NISSAN 新世代車両システム設計技術 ―日産 CMF:4+1 ビ

ッグモジュールー”、WWW.Nissan-global.com）。ここでは事前にモジュール化を進めるプロセ

スで大部分の擦り合わせ要素が排除されているが、これを可能にするのがコンピュータを活用

したＣＡＤや計算科学（解析）である。 
34 コンピュータによる航空機の部分設計は既に 1970 年代から試みられているが、スーパーコン

ピュータ性能の驚異的な向上によって、現在では自動車はもとより航空機でさえ、全体設計も

可能になっている。 



工場へ展開が出来るまでになっている。しかしながら、自動車産業に見るこのような“モ

ノを作らないモノづくり”は、これまでは同じ車種だけでのみ可能であったが、現在では、

これが車種を越え、ブランドさえも越えて可能になっている。 
 
１車種であれば普通の高性能コンピュータでもやれるかもしれないが、車種を跨ぎ、

ブランドを跨いで部品の互換性を追求するには、同じ車種内では無く、多種多様な車種を

跨ぎいで共有化できるように、基幹部品（基幹技術モジュール）の最適設計をしなければ

ならない。したがってコンピュータの性能が飛躍的に向上する２１世紀になってはじめて

これが可能になった。35 
スーパーコンピュータによる最適モジュールの設計、およびこれらの編集組合せ設計

が、いわゆる人を介した設計・製造の緊密な擦り合わせ協業を不要にするという意味で、“モ

ノを作らないモノづくり”によって開発期間が大幅に短縮され（自動車の場合は半分以下）、 
また企業内部の調整コストや管理コストも激減する（自動車の場合は、設計から製造に至

るコストが２０～３０％低減）。これまで営々と努力して下げるコストが、せいぜい１年で

１～２％程度（自動車産業）であることを思えば、“モノを作らないモノづくり”が如何に

大きな効用をもたらすかも、ここか理解されるであろう。 
 
しかしながらスーパーコンピュータによるモジュール化・部品の共有化には、上記の

経済合理の追求だけではなく、自動車ビジネスのグローバル化にともなう本質的な課題を

解決する、という経営ツールとしての役割が非常に大きい。例えば、世界のそれぞれの国

が持つ固有のライフスタイルに合わせた適地良品・適地適価の製品を、同じモジュールの

組合せ組み合わせによって自由自在に設計できるようになる。36 これはモジュール化や部

品共有化無くして不可能であり、しかも人や投資をさほど増やさず、これを可能にするの

である。ここから労働生産性が上がり、国の GDP 増加へ大きく貢献する。 
更には、本国の設計陣では無く、それぞれに国の技術者がコンピュータ上で図面を変

更しながら適地良品の自動車を設計する権利、すなわち図面の改廃権を市場の近くにいる

設計者へ委譲するという、日本企業がこれまで手を付けられなかった製造イノベーション

にまで発展させることすら可能になる。図面の改廃権は日本のモノづくりがグローバル・

モノづくりへ進化・発展させる上の最も困難な課題であり、全ての経営者の頭痛の種であ

                                                   
35航空機や自動車などのような巨大な技術システムで構成され（自動車は３万点以上の部品で構

成され、試験項目も 500 以上に及ぶ）、その上で更に非常に短時間で起きる衝突のシミュレー

ションなどでは、超高速スーパーコンピュータが必須となる。しかしながら部品点数が少ない

製品あるいは技術体系がシンプルな製品であれば高性能パソコンで十分。 
36 これらの詳細は別稿に譲るが、モジュールの組み合わせで作れる完成品で差別化/差異化を担

うのが、技術それ自身ではなく、技術以外のビジネスモデル,知財マネージメント、コア技術

に絞った技術イノベーション、トータル・ビジネスコスト、多様性/ダイバーシティーへの対

応、およびブランド/販売チャネルとなる。いわゆるこれまで語り継がれた日本型のモノづく

りではない。 



った。 
この意味で、コンピュータによる設計を起点にしたモジュール化は、グローバル市場

の多様性への対応と組織肥大化の防止、モジュールの単純組合せと良い車づくり、および

低コスト設計と高品質の同時実現など、企業人が直面する多くの課題を解決する。したが

って、決して技術としてではなく、高度な経営ツールとしてモジュール化を捉えなければ

ならない。 
当然のことながらモジュール化の前に、これが必要になる経営環境が企業内で共有さ

れ、モジュール化によってどんな課題を解決しようとするかの意識が共有され、これを具

体的に実行する仕組みも組織構造の中に組み込まれていなければならない。そして同時に、

モジュール化がもたらす副作用を事前に予測し、その対応策も、組織構造の中に組み込ま

れなければならない。この意味でもきわめて高度なトップ・マネージメントが必要となる

のである。 
 
＜フォルクスワーゲンの取り組み＞ 

フォルクスワーゲンの Modular Toolkit Strategy(ドイツ語表記の頭文字をとって

MQB)思想は、途上国市場の興隆によって顕在化した多くの課題、特にグローバル市場の多

様性への対応と組織肥大化の防止の同時実現、モジュールの単純組合せと良い車つくりの

同時実現、低コスト設計と高品質、などを解決するための経営イノベーションであった。37  

                                                   
37 設計ルールを共有し、基幹技術相互の依存性をできるだけ排除しながらモジュール化を追求

する事例が、21 世紀の自動車産業にも現れた。例えば、技術モジュールをグループ内の（ブ

ランドを跨ぐ）キットとして共有し、互換性を持たせ、必要に応じて取り出しながら自動車を

組み立てるフォルクスワーゲン・グループの Modular Toolkit Strategy(MQB)が、その先駆的

な取り組みである。 

MQB は、インタフェースと公差がグループ企業の内部に留まるクローズド・モジュールで

ある。また機械的な技術体系を象徴する乗用車のモノづくりであっても、“良い車作り”に日

本型の擦り合わせを必ずしも必要としない。彼らは、“モジュール化では良い車が作れない”

という俗論を高度な設計ルールの設定によって排しただけでは決して無い。ポルシェ、アウ

ディ、フォルクスワーゲン、シコダを含む多くのブランド相互で技術モジュールに互換性を

持たせながら、擦り合わせが無くてもフォルクスワーゲンとしての“良い車が生まれる”仕

組みを、組織構造の中にビルドインさせている。 

ブランドを跨ぐ互換性追求の目的は、非常に少ない数の部品モジュールを組合せながら、

多様なブランド車を作れるようにすることである。また、世界のそれぞれの設計・製造・販

売拠点が、モジュールを組み合わせながら、“適地良品の車”を自主設計する環境、すなわち

世界各地の人々に適した車を自由に作る自律分散型の商品イノベーション（結果的に車種が

急拡大するが部品の種類は増えない）環境も、ブランドを跨ぐ互換性が保たれれば、コスト

アップ無しの経済合理性を維持して提供される。 

これがフォルクスワーゲン・グループの組織能力にビルドインされているという意味で、

世界各国のフォルクスワーゲン・グループが、それぞれの市場変化に自ら適応できるための

自由度を持つ仕組みまでをも、MQB というコンセプトによって提供していることになる。技術

モジュールの互換性（部品コストと管理コストが共に低減）と車種の急拡大（ライフスタイ

ルがそれぞれ異なる途上国市場の急拡大）とを同時実現させる仕組作りを目指しているとい

う意味で、フォルクスワーゲン・グループは、非常に高い利益率を保ちながら年間 1,000 万



MQB は、パソコンや携帯電話などと違って、グループ内に閉じたクローズド・モジュ

ールである。モジュール化とブランドを跨ぐ部品の共有化（低コスト化、擦り合わせ調整

の簡素化）とが徹底されているが、これらは全て、Module Toolkit がスーパーコンピュー

タによって最適化されて初めて可能になった。 
またブランドに対するユーザの期待には、Module Toolkit の中のコア技術に絞ったボ

トムアップ型の技術イノベーションシステム、および全ての地域で全ての車種に対するト

ップ主導の評価システムとを、共に組織構造の中へビルドインすることによって応えてい

る。 
 

これまで自動車のモノ作り現場では、“モジュールの組合せでは車らしい車が作れない”

と言い続けてきた。アカデミアも、自動車設計と自動車生産の違いを考慮しない議論を展

開し、また事業の拡大に伴って進む企業組織の分業化・細分化、および局所最適の進化に

                                                                                                                                                     
台の出荷を、トヨタに劣らず非常に早く達成するのではないか。 

リーマンショック、アメリカ市場での品質問題、東日本大震災、そしてタイの洪水とい

う苦難を乗り越えたトヨタが、2012 年度から新たな攻勢に転じ、世界で最も早く 1000 万台出

荷を実現する機運にある。しかし利益率は決定的に違う。少なくとも 2011 年から 2012 年度

のトヨタは、モジュール思想が徹底された ASEAN 向け IMV モデルと中国市場の大型高級車で

しか利益を出せなくなっている。いわゆる擦りわせ型を象徴するモノコック方式では、レク

サスなどの一部の高級車以外は利益を出せていない。ハイフリッド車も全く利益を出せてい

ない。 

このなかでトヨタの利益を稼ぎ出す途上国モデルの IMV は、いわゆるトヨタの象徴とし

て語られることの多い擦り合わせ型のモノコック方式でなく、技術モジュールの組み合わせ

を設計思想の根底に据えたフレーム方式である事実に、我々は注目しなければならない。フ

レーム方式の IMV アーキテクチャの原型はトヨタ自工でなく、当時のトヨタ自販が推進して

開発されたものであった。これらの詳細は別稿に譲るが、フレーム方式は一般に車台が重い

という意味で、今後の省エネ環境車としては多くの課題を残している。 

二重らせんの DNA では,主鎖が“らせん”と“シート”の基本構造を担い、この基本構造

がらせんの繰り返し構造を決定する。一方、生命体としての多様性をもたらす遺伝子全体の

型は、側鎖側の相互作用が決定している。堅牢ならせん構造を支える主鎖が長期に渡る安定

性を担い、側鎖が多様性を担う。この安定性と多様性への対応という役割の分業が、地球環

境の変化に対する適応を繰り返しながら 20億年もの長期に渡って生命を繋いできたのである。 

フォルクスワーゲンでは、ドイツ本社が世界共通のスタンダードとしてコックピット・

モジュールを決定し、これを全ての車で共通に使わせる。一方、完成車としてのコンセプト

決定やコックピット・モジュール以外の設計では、それぞれの地域が MQB Module Handbook

から Module Kit を選び、ブランドやユーザが住む地域のライフスタイルによって Module の

組み合わ編集を行う。この選択・編集設計の自由度が、MQB の本質であるという意味で、MQB

には、安全性確保の堅牢な構造を支える基本 Module と、多様性を可能にするその他の Module 

Kit との分業に、あたかも生命体の DNA と同じ思想体系を見ることができる。 

 DNA は非常に長い時間をかけて二重構造を完成させた。一方、フォルクスワーゲンや日産は、 

スーパーコンピュータを活用しながら僅か 10 年の時間でこれをやり遂げた。 

フォルクスワーゲンの取り組みのその先に、グローバル製品の設計・製造で、大規模な思

想転換が起きるように思えてならない。MQB の思想がビジネス・エコシステム型の産業構造、

競争ルール、企業制度にどのような影響を与えるか、そしてこれがグローバル経済モデルを

どの方向へ転換させるかについては、別稿に譲りたい。 



よって生まれる副作用としての擦り合わせ作業、などを論考せずにこの主張を支持した。 
しかしながら日本の大手自動車メーカ(OEM)は、1970 年代から海外生産・海外販売の

急増に直面し、これを組織の細分化・専業化、すなわち分業による経済合理性を追求する

ことによって対応していたのであり、このような企業内分業による組織の細分化は必然的

にモジュール化の設計思想を生み出すことになる。個別モジュールの組み合わせに移行し

ないと、人も投資も、そして内部調整コストも、幾何学級数的に拡大してしまうからであ

る。 
しかしながら分業の細分化は1990年代になって深刻な副作用をもたらすようになった。

例えば、分業化された開発組織で育った技術者が、自動車ビジネスと自動車の設計・製造

を俯瞰的に捉える経験をすることのないままで、チーフエンジニアの職につくようになっ

たからである。特に 1990 年代の後半以降になると、海外生産・海外販売が急増して分業組

織が更に細かく細分化され、チーフエンジニアはもとより、これをサポートする技術幹部

の誰もが全てを知ることのできない状況に、車の設計者と開発組織が追い込まれていった。

38  
このような状況になると、車を構成する技術モジュールとしてのエンジンやパワート

レーンは、車としての全体最適よりもその技術部門が自ら思い描く技術ロードマップによ

って開発した個別の局所最適になっている。またチーフエンジニアは、自ら開発する車に

搭載するエンジンやパワートレーンも、新規の車に最適のものを新たに設計するのでは決

して無く、それぞれの専門技術部門が開発したものから選んで使わなければならない。す

なわち車としての全体最適では無く、局所最適を追求して開発された部品を採用せざるを

得ない。 
このように多くの企業は、市場の多様化や売上の急増によって誰もが全てを知ること

のできない巨大な分業組織へ必ずシフトする。ここから全体最適と局所最適とが一致しな

くなり、例え車作りであっても、実質的に個別に局所最適化された技術モジュールの採用

を最優先せざるを得ない。そしてチーフエンジニアの大部分の時間が、内部調整に費やす

る事態へ追い込まれていく。 
それぞれの専門チームが独自に進化させた技術モジュールであるが故に、新たな自動

車設計という全体最適へ適応させるための内部調整コスト（擦り合わせコスト）が膨大に

なり、結果的に開発コストが高くなり、開発時間も非常に長くなってしまう。39 企業内分

業によって経済合理性を追求することによって生じる副作用が“擦り合わせ”を必要とし

た、と言い換えてもよい。この意味で擦り合わせは、決して良い面だけでなく、必要悪と

いうマイナスの副作用をも内包していたのである。 
 

                                                   
38現在でも名車と言われるブランド車、すなわち車らしい車は、これ以前に多く生まれていたが、

1970 年代以前であれば車作りの組織がまだ細分化されてなく、チーフエンジニアが技術の全

体系を俯瞰できて全体最適と個別最適を一致させ易かったからである。 
39この問題を生産技術の追求でカバーしてきたのが、日本の自動車産業であった。 



世界の自動車産業は、1990 年代からこのような組織上の課題に直面し、いわゆるモジ

ュール化やプラットフォーム化に向けた取り組みを模索する。40 これを自社組織へ定着さ

せて圧倒的な利益率（他社の２～３倍）を実現させた代表的な自動車メーカが、スーエデ

ンのトラック・メーカ、スカニア社であったが、フォルクスワーゲンが 2002 年ころからス

カニアに資本参加して 2008 年に買収し、スカニアの組織ノウハウをフォルクスワーゲン・

グループの全てのブランドへ大規模に取り込んだ。 
 
ＭＱＢの設計思想はこのような経緯を経て生まれたものである。世界のそれぞれの拠

点がフォルクスワーゲン・グループの共有 Toolkit として準備された技術モジュールを組み

合わせ、これによって“適地良品の車”を自主設計する環境、すなわち世界各地の人々に

適した車を自由に作る環境も、MQB によって提供される。再度繰り返すが、これらも全て

車種やブランドを跨ぐ Module Toolkit がコンピュータによって事前に最適化されているか

ら可能になるのである。 
国や地域の文化およびライフスタイルが異なる途上国の人々に適した多種多様な車を

設計・提供する場合であっても、適地適価のコスト実現とサプライチェーンの経済合理性

を維持できるようにするのがＭＱＢの基本設計思想になっている。 
 
類似の自動車設計思想が日産自動車によって大規模に展開されている。ここでは明確

に、コンピュータによるシミュレーション技術、そして、事前に共有されたCommon Module 
Family を組み合わせて車を作る編集設計が、基盤技術に位置付けられている。41 その背

後に持つ問題意識と課題解決に向けた自動車設計思想も、フォルクスワーゲンのそれと全

く同じではないか。ここでフォルクスワーゲンも日産も、擦り合わせ協業が非常に少なく

なったのは言うまでもない。 
 
＜自動車産業のオープン・モジュール化＞ 

スーパーコンピュータによる設計以外に我々は留意すべきもうひとつの点は、自動車

設計の深部に組み込みシステム（デジタル技術）が深く広く介在し、自動車設計の内部か

                                                   
40フォルクスワーゲンは、ピエヒ CEO の 1993 年から 2002 年にかけてプラットフォーム戦略を推

進し、モジュール設計を開始している。ピシェツリーダが CEO へ就任する 2002 年から 2007

年に７つのウラットフォーム共用計画を推進し、2007 年に CEO へ就任したヴィンターコルン

CEO の時代になって MLB(2007 年、縦置きエンジン用)と MQB（2012 年、横置きエンジン用）が

発表された。これらの背後にあるのが、従来のアーキテクチャを統合して、NSF,MQB,MLB,MSB

の４つアーキテクチャへ統合しようとする経営戦略である。MQB はその一つである。この意味

で MQB は、ピエヒ CEO の時代から 15 年以上の歳月を費やして進化させ、組織へ定着させてき

たことになる。なお MQB 推進の立役者、ヴィンターコルン CEO は、完成品 OEM ではなくボッシ

ュというサプライヤーの出身である。 
41 先進国のＯＥＭは乗用車を嗜好品として位置づけ、ブランドによって高度な市場文化を守っ

てきたので、先進国では完成品としての乗用車ＯＥＭが全面的にオープンなビジネス・エコシ

ステム型へ転換することはない。 



らモジュール化が急速に進む、という設計環境の到来である。更には、組み込みシステム

の Basic Software がオープン標準化される、という経営環境の到来である。 
電気自動車の普及を待つまでも無く、例え内燃機関車であっても、ここに Autosar が

主導する Basic Software のオープン標準化が取り込まれると、クローズド・モジュール化

のその延長でオープン・モジュール化が急速に進む。したがって、オープンなビジネス・

エコシステム型の産業構造へ、自動車産業も転換する可能性が非常に高い。すでに途上国

の自動車産業にはその兆候がはっきり見えてきた。42 
 
分業による設計・製造が自社の内部に留まっていた、すなわちフルセット垂直統合型

で経済合理性を追求した IBM のメインフレーム・コンピュータは、IBM という企業の中に

閉じたクローズド・モジュールのアーキテクチャであった。しかしながら企業内部に閉じ

て追求するモジュール化の経済合理性は限定的である。事実、オープン化されたビジネス・

エコシステムの中で自律分散型イノベーションを追求するミニコン、ワークステーション、

そしてパソコンの技術進歩によって、IBM のメーンフレームは 1990 年ころから急速にニ

ッチ市場へ追い込まれていった。これが我々の目にする現実であった。 
 
しかしながら機械的な特性からなる技術モジュールが中心の航空機産業は、スーパー

コンピュータを駆使した設計によってクローズド・モジュール化を追求したものの、２１

世紀の現在でもオープン・モジュール化へは転換していない。したがって、最適なモジュ

ール構造の在り方、モジュールの最適な切り方、モジュールの組合せで航空機を製造する

編集設計、などは、全て完成品としての航空機を組み立てるメーカだけが主導してきた。 
ビジネス・エコシステムの経済合理性を完成品メーカがしっかり享受するものの、同

時に完成品メーカがグローバルなビジネス・エコシステムを支配するメカニズムを完成さ

せていた。経済合理性を追求するために必要な自社と調達市場の境界を、常に航空機とい

う完成品メーカが自社優位に設計し、完成品としての航空機メーカだけがビジネス・エコ

システムを主導できたからである。繰り返すが、この戦略を支えるのが、完成品としての

航空機メーカが主導するクローズド・モジュール化であった。完成品メーカでは無くサプ

ライヤーが主導すると、航空機産業の競争ルールも自動車産業の競争ルールも、共に一変

してしまう。 
現在では、多くの航空機メーカが、ジェットエンジンの機能・性能を左右する一部の

技術領域（たとえば高温・高圧関連）を除いて、大部分の技術モジュールをアウトソーシ

ングによって調達している。しかしながら決してオープンなエコシステムではない。した

がってサプライヤーをコントロールする“伸びゆく手”の仕掛けも、自社優位に形成して

いる。クローヅド・モジュール化を維持することによって、これが可能になっている。 

                                                   
42 2012 年 2 月 27 日に坂本執行役員によって紹介された“NISSAN 新世代車両システム設計技術 

―日産 CMF:4+1 ビッグモジュールー”、WWW.Nissan-global.com 



 
一方、先に述べたコンピュータは、本質的にデジタル型であってインタフェースがオ

ープン標準化され易い。その代表的な事例がミニコンやパソコンであった。ここから瞬時

に産業構造が変わるので、このスピードに、IBM という巨大組織が適応できない。すなわ

ち IBM は自社優位のシナリオで構造転換させることが出来ず、市場撤退への道を歩んだ。 
フルセット垂直統合型の経済合理性を追求する為の分業が、内部組織の細部に行きわ

たった巨大組織では、産業構造が変わらず競争ルールも変わらないのであれば、再分化さ

れた局所最適の組み合わせが全体最適に結び付き易い。これが 1980 年代前半までの IBM
であった。しかしながら 1980 年代後半になって競争ルールが一変すると、IBM の誰もが

全体最適の方向が分からなくなって身動き取れなくなった。 
これは現在の日本のエレクトロニクス産業も同じであり、産業構造が変わる経営環境

で常に観察されることであって、コンピュータ産業の巨人であって圧倒的な人材と技術蓄

積を持った当時の IBM であっても、決して例外ではなかった。 
 
一方、航空機は、主に機械的特性の技術モジュールで構成されていてインタフェース

がオープン標準化され難い、あるいは事業戦略としてオープン化しない。しかもモジュー

ル相互の結合公差が非常に狭いので、例え産業構造が変わるとしてもゆっくりと変化する

のであって競争ルールが瞬時に変わることは無い。したがって、例え細分化された巨大な

分業型の企業組織であっても、構造転換の中で完成品としての航空機メーカだけが常に主

導権を握ることができた。オープン・モジュール化が進むエレクトロニクス産業と、この

点が大きく異なる。 
 

21 世紀の自動車産業では、Autosar による Basic Software のオープン標準化が急速に

進んでおり、Complex Diver 経由で繋がるハードデバイスと Run Time Environment イン

タフェース経由で繋がるアプリケーションとが、一体化された技術モジュールとして流通

する可能性も出て来た。Basic Software が標準化されていれば、例え異なる機能を持つ技

術モジュールであっても（異なるサプライヤーが提供する技術モジュールであっても）、同

じプロセッサーで動かせるようになる。 
特に電気自動車では、自動車としての機能・性能を大きく左右するごく一部の技術モ

ジュールを除き、時間とともにオープン・モジュール型へ転換する可能性が非常に高いの

ではないか。電気自動車であれば、Run Time Environment インタフェースを介したアプ

リケーションソフトの流通はもとより、Complex Driver を介したハードウエアそれ自身の

流通も可能になるからである。このような経営環境が到来すると必ずビジネス・エコシス

テム型の産業構造へ転換する事例は、これまでも枚挙にいとまがない。 
このような経営環境が到来すればするほど、完成品メーカ（OEM）では、先に紹介し

たフォルクスワーゲンや日産自動車の方向性を、自ら主導して定着させることが不可欠に



なる。例えオープン・モジュ一ル型へ転換しても、乗用車が基本的に持つ “持って喜び、

乗って喜び、見せて喜ぶ嗜好品としての商品力”が競争優位性を左右するので、オープン・

モジュール化が進んだとしてもビジネス上の主導権を、車の完成品メーカ（OEM）が維持

することができるからである。途上国の OEM でも、高付加価値を目指してブランド展開を

重視するのであれば、先進国 OEM と同じ方向へ向かうであろう。 
 
しかしながらサプライヤーが担う基幹技術モジュールでは、エレクトロニクス型の思

想を背後に持つ潮流が大規模に現れはじめた。例えば世界的なメガサプライヤーであるボ

ッシュは、自らビジネス・プラットフォームを構築し、43 ネットワーク外部性も途上国市

場で形成し、自動車産業をビジネス・エコシステム型へ転換させた。途上国市場で圧倒的

な競争力と圧倒的な市場シェアを獲得したのは言うまでもない。ここでボッシュが

Complex Driver を介してエンジンブロック側へ伸びるインタフェースを、完全にコントロ

ールして形成する“伸びゆく手”の姿は、インテルが自社プラットフォームから周辺ハー

ドウエアをコントロールする“伸びゆく手”のそれと全く同じである。 
この時、パソコンや携帯電話型のように基幹技術モジュールのサプライヤーがアーキ

テクチャのコントロールを主導して技術イノベーシュンを常にリードしながら市場の主導

権を握るか（例えば後述するオートリブ社）、あるいは自動車の完成品メーカが主導権を握

る（航空機産業と同じように技術モジュールのインタフェースを徹底してオープン化しな

い）かは、極めて流動的である。しかしながら少なくとも途上国市場では、その方向性が

はっきりしてきたのではないか。インドや中国市場のボッシュは、ユーザの目にも見えな

い強力な“伸びゆく手”を張り巡らし、圧倒的な市場シェアを持っている。 
自動車産業でサプライヤーがビジネス・エコシステムを主導するもう一つの事例とし

て、オートリブ社を挙げることができる。オートリブ社は、自動車の安全・安心を支える

基幹技術としてのエアバックのメーカであり、トラックのモジュール化で圧倒的な利益率

を誇るスカニア社と同じ、スエーデンの企業である。44 ボッシュと類似の Full Turn Key 
Solution をプラットフォームとして大規模に流通させ、グローバル市場で圧倒的なシェア

を持つに至った。 
このようにサプライヤーがビジネス・エコシステムを介して飛躍する背景には、自動

車という製品設計にデジタル技術が深く介在する経営環境の到来があった。具体的には、

ECU(Electronic Control Unit)という技術モジュールにデジタル技術が介在してはじめて

可能になったものである。45 ECU がオペアンプなどのようなアナログ技術で構成されて

いた 1990 年代初期までならこれは不可能であった。あるいは組み込みシステムを重視しな

                                                   
43 その一部が高梨,立本、小川（2011）や小川、高梨、立本(2011)で紹介されている。 
44 2008 年３月にフォルクスワーゲンがスカニアを吸収合併。ここからフォルクスワーゲンの

Module Toolkit Strategy が一気に進んだ。 
45 ECU（Electronic Control Unit:電子制御ユニット）：マイクロプロセッサーと組み込みソフ

トで構成され、普通の乗用車に 20 から 60 個もの ECU が搭載される。 



いモノづくり環境では、例え２１世紀の現在であっても、企業と市場の境界設計やビジネ

ス・エコシステムが事業戦略の中心に来ることは無い。46 
エアバッグでは、分散設置されたクラッシュセンサーが衝突時に ECU へ信号を送り、

それを基に ECU が危険な衝突か否かの判断をする。47 もし重大度が規定の値を超える場

合は、エアバッグモジュール内のインフレーターへ電気信号が送られ、インフレーターの

点火装置が化学反応をスタートさせて 0.05 秒でエアバッグを完全に膨らませ、0.2～0.3 秒

でエアバッグから空気が抜けて萎むように設計されている。 
このような複雑で多様なセンサー情報を、瞬時の割り込み処理による区分け判断しな

がら、しかも超高速 Real Time で、電気的特性の技術モジュール、化学的特性の技術モジ

ュール、そして機械的特性の技術モジュールの全てを、正確にスケジュール管理・動作さ

せる機能は、高度な組み込みシステム（デジタル技術の力）がなければ不可能である。 
ボッシュはもとよりオートリブ社であっても、Full Turn Key Solution 型のビジネス・

プラットフォームをインタフェースにして自動車産業のビジネス・エコシステムに向かっ

て強力な“伸びゆく手“を形成しているのは言うまでもない。 
 
一般に言われる Open & Close 戦略は、時には Make or Buy という単純化した戦略に

置き変えられてきた。しかしながら Open & Close 戦略は、自社の Close 領域から Open 市

場に強い影響力を持たせるための、目に見えない“伸びゆく手”を、ビジネス・エコシス

テムの中に形成するビジネス戦略こそが本質なのである。その背景にデジタル化がもたら

すモジュール化の進展があった。デジタル化やモジュール化が進展することによって生ま

れる第三の構造転換（図１）があってはじめて“伸びゆく手”の形成が可能になったので

ある。 
２１世紀の現在では、それまで非デジタル型だったはずの製品であっても、製品設計

の深部に組み込みシステムが広く介在するようになり、モジュール化と基幹部品の共有化

が一気に進む。ここから自社優位にビジネス・エコシステムを形成する戦略が次々に繰り

出され、目に見えない“伸びゆく手”の形成を競う時代となった。自動車の基幹部品であ

っても例外ではなく、特に途上国市場では、“伸びゆく手”を経営ツールとして形成でき

なかったサプライヤーは、例外無く価格競争を強いられて勝ちパターン構築に失敗してい

                                                   
46 日本の自動車産業にはエレクトロニクス出身の役員が異常に少ない。ましてやデジタル化を

象徴する組み込みシステムに精通した役員は皆無でないか。しかしながら 2010 年代の現在で

は、自動車設計の 30%以上、場合によっては 50%以上が、エレクトロニクス系とソフトウエア

杯初に費やされる。このまな放置すれば、欧米企業が事前設計した目に見えない仕組みの中に

押し込まれる可能性を否定できない。 
47 エアバッグ専業メーカのオートリブ社は、世界中の自動車メーカ(OEM)から自動車完成品を調

達し、あるいは提供を受け、自社の専用設備で衝突実験を繰り返しながらエアバッグの安全性

を確保・確認する。このデータ蓄積がオートリブ社を支えているのである。オートリブ社は、

世界中にあるエアバックメーカを買収して急成長し、グローバル市場で圧倒的な競争優位を築

いた。例え中国市場であっても、先進国市場と同じ価格を維持している。この姿もまたボッシ

ュと同じである。 



る。 
 
＜経営イノベーションとしての“モノを作らないづくり”＞ 

  企業と市場の境界設計とこれを起点したビジネス・エコシステムが圧倒的な経済合理

性を持つ事実は、デジタル型の産業であっても非デジタル型産業であっても変わりが無い。

しかもエコシステム型の経営環境では競争ルールが一様ではなく、先手必勝の位置取り戦

略を先に仕掛けて競争ルールを自社優位に事前設計しなければ、“伸びゆく手”の形成競争

に勝つことができないた。 
これまで繰り返し述べたように、モジュール化と基幹部品の共有化を徹底させること無

くして自社と市場の境界設計は困難であり、したがって“伸びゆく手”の形成ができず、 

常に隷属的な経営環境に押し込まれてエコシステムが持つ経済合理性の恩恵を受けること

ができない。むしろ逆に経営オペレーションや国のビジネス制度設計という、技術以外の

領域が国際競争力を左右するようになったり、あるいは例え技術領域の競争であっても隷

属的な立場に追い込まれて付加価値を失い、国の雇用にも経済成長にも寄与できなくなり

はじめた。これが日本のエレクトロニクス産業であった。 
このような経営環境が他の多くの産業領域へ急拡大する 2010 年代の日本の製造業は、

今後どの方向に向かって走ればよいだろうか。この問題意識を背景に、まだ日本がグロー

バル市場で競争優位を持つ自動車産業と超精密機能部品および機能材料に焦点を当てなが

ら、これをスーパーコンピュータによる“モノを作らないモノづくり”という視点から考

えてみたい。 
 
コンピュータを自動車という巨大技術の設計に活用するには、まずＣＡＤ(Computer 

Added Design)による形状設計（ 外形をサブデビジョンに分割しながら有理関数形式で形

状を滑らかに表現 ）と、これをいくつも組み合わせながら、更に大きな形状をコンピュー

タ（電子データ）によって表現することが基本となる。しかしながら CAD の設計データは

単に形状を表現するだけであって機械的・物理的な特性を表現できない。 
 一方、自動車の設計には、その重さを支える強度を維持するのみならず、走る・曲

がる・止まる、の全ての使用条件で安全性を維持するために、車全体として非常に高い剛

性を持たせる設計が必要である。これを担うのがコンピュータによるシミュレーション解

析（計算科学的手法）である。 
よく使われる有限要素法では、CAD で設計された形状データを基に細かなメッシュ

( 例えば車のフェンダー形状を解析する場合は、ここだけで数千から数万に分割して形状を

表現する) に分割された領域に材料の剛性特性などを電子データとして与え、さらに想定さ

れる境界条件（部材にかかる力の大きさや方向、ならびに固定・支持条件）を与えて、変

形の大きさや発生応力を計算する。このようにして、各部材あるいは全体の強度を机上で

検討することができる。 



 特に自動車の衝突シミュレーションでは、衝突安全が車全体の設計に関わるという意

味で、車のほぼ全域を有限要素法によって細分化し、スーパーコンピュータ上のシミュレ

ーションによってチェックする。１台あたり数千万円以上となる試作車による実験回数を

減らし、かつ開発期間を短縮することが、この解析技術の進歩を一層促進するモチベーシ

ョンとなった。 
  製品としての自動車では、全体最適としての最も重要な機能が衝突安全であり、48 要

素技術モジュールとしての個別最適をこの全体最適へ正しく結び付けるのが境界条件の設

定ノウハウとなる。CAD データを如何にシミュレーション解析側へ取り込んで最適値へ近

づけるか、機械的な剛性パラメータをどう設定して 行くか、それ以前にその領域で有限要

素法のメッシュをどのように配置するか、これらの境界条件をどう設定するか、なとは数

十年のモノづくりによって蓄積されたノウハウそのものであり、境界条件をきめ細かく設

定していく作業は、設計・生産技術・製造を含む全てのモノつくりノウハウをチームとし

て身に付けている日本の技術者が最も得意とするところである。   
 

しかしながらこらは最初の第一歩に過ぎない。そのゴールは第一にモジュール化であ

り、第二にモジュール化を起点にした企業と市場の境界設計であり、第三に Open & Close
戦略による経済合理性の追求である。そして第四に市場コントロールの“伸びゆく手”の

形成であり、第五にこれらを組み合わせたグローバル経営のイノベーションである。 
多くの日本企業は、CAD 設計やシミュレーションを単に技術の領域に閉じ込めてしま

っており、モジュ－ル化を追求するその延長に経営者の姿が見えない。グローバル市場の

多様性への対応と組織肥大化の防止、モジュールの単純組合せと良い車づくり、および低

コスト設計と高品質の同時実現など、適地良品・適地適価と図面の改廃権など、企業人が

直面としてする多くの課題を解決する高度な経営ツールとして、モジュール化を捉える方

向性が未だ、経営者に理解されていない。 
再度繰り返すが、完成品メーカがＣＡＤを活用し、スーパーコンピュータを活用する

目的として、企業人が直面する多くの課題を解決する高度な経営ツールの開発こそが、ゴ

ールでなければならない。 
 
基幹部品のサプライヤーでも事情は同じである。電気自動車やハイブリッド車に使う

モータ、あるいは燃料電池車用のモータのシミュレーション解析でも、モータの形状を表

現する CAD データを取り込んでシミュレーション解析する場合に、コンピュータで表現し

                                                   
48 なお自動車で衝突安全に対して厳しい設計条件が必ずしも必要で無い場合は、設計専業の企

業が汎用プラットフォームを提供するビジネスが可能になる。例えば非常に低い制限速度（時

速 50 キロメートルなど）のケースや、電波などを駆使して絶対に衝突しない車のケース。特

に電気自動車の場合は、モータのレスポンスタイムがガソリンエンジンよる 100 倍以上も短い

ので衝突しない車を設計しやすい。この意味で電気自動車の時代になるとビジネスの競争ルー

ルが変わる。 



たモータを如何に実物のモ－タに近づけるかは、境界条件の設定ノウハウ、すなわちその

企業の技術ウハウの蓄積量で決まる。モノづくりノウハウが蓄積されていない新興国企業

は、確かにスーパーコンピュータ活用のモノつくりを理解はするが、 これを具現化するこ

とができない。数十年に及ぶモノづくりノウハウを持っていないからである。  
特に上記のモータであれば、日本企業には世界に誇る永久磁石の技術があり、これを

使うモータ設計のノウハウ蓄積も圧倒的に多い。また磁石・コイルと巻き線・モータ構造

の最適組合せやモータと燃料電池・蓄電池、およびこの統合制御など、異なる技術体系の

最適統合化などが、CAD とシミュレーション解析によって可能になり、ここから新たな付

加価値が生まれる。 
このようなモノづくりのノウハウを、スーパーコンピュータによるシミュレーション

の境界条件設定ノウハウへとして取り込めば、従来の設計と生産技術の擦り合わせ協業に

よるモノづくりでは無く、ここから“モノを作らないモノづくり”へ、日本企業だからこ

そ最も効率良く付加価値をシフトできることになる。 
しかしながら日本のサプライヤーは、ＣＡＤやシミュレーションを技術の領域に閉じ

込めてしまっている。そのゴールが、モータという基幹部品を核にしながら市場と企業の

境界を自社優位に設計することであり、モータという基幹部品を核に Full Turn Key 
Solution のプラットフォームを提供することであり、そしてここからビジネス・エコシス

テムへ向かって強力な“伸びゆく手”を形成することである、という経営者の視点がない。 
 
市場サイズと市場シェアから見た日本の製造業の位置取りを図４に示す。２章で述べ

るようにデジタル型のエレクトロニクス産業で、1990 年代の後半から日本企業が市場撤退

を繰り返した。その実態を図４の左端（Ａ）で示すが、これまで競争優位を維持していた

図４の（Ｂ）領域ですら、2000 年代の後半からオープンなビジネス・エコシステム型へ転

換する製品が急増しつつある。巨大市場を形成する（Ａ）で日本企業が全く勝てず、（Ｂ）

の産業領域すら（Ａ）へ、急速にシフトしようとしているのである。 
また最後の砦として期待される図４の右の（Ｃ）領域の部材、特に機能材料について

も、アジア諸国が 2000 年代から国家プロジェクトによって技術を蓄積しつつあり、2020
年に至る前に多くの日本企業がクロスクロスライセンスの土俵に乗らざるを得なくなるで

あろう。クロスライセンスの土俵に上がれば、現在のエレクトロニクス産業と同じように、

トータルなビジネスコストの点で日本企業は殆ど勝てなくなり、ニッチ市場へ追いこまれ

る。49 

                                                   
49 詳細は小川(2011b)を参照。 



2日本企業の市場シェア（％）

図４ グローバル市場の中の我が国製造業
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これらの詳細な論考は別稿に譲るが、途上国の成長を日本企業の成長に取り込む仕組

み作りが“モノを作らないモノ作り”にあると主張する背景がここにあった。図４の（Ｂ）

領域では上記に述べた航空機や自動車産業の事例から学び、また図４の（Ｃ）領域であれ

ば上記のモータの事例を参考にして新たな勝ちパターンを自らの手で生み出さなければな

らない。これによってはじめて、日本型のモノづくりをグローバル市場のモノづくりへ転

換させ、モノづくりを企業の国際競争力へ転換させ、雇用や経済成長へ寄与させることが

できる。 
 
1.2 産業構造の転換が顕在化させた知財マネージメントの重要性 

 

（１）既存の産業モデルが通用しない経営環境の到来 

 

＜例えばクラスター論の適用限界と地域産業の振興政策＞ 

産業構造が変わり、競争ルールも変わったのであれば、経営戦略も変わらなければな

らない。例えば M.Poter の名著とされる“競争優位の戦略”（1980 年出版）で、戦略の根

底を支えるバリューチェーン理論や位置取り戦略の理論は、ビジネス・エコシステムを前



提にした競争戦略のごく一部を担う特殊解に過ぎない。 
また 1990 年に出版された.“国の競争優位”は 、リカードによる比較優位学説の背後

に潜む仮定、すなわち比較優位は自然発生的に生まれて変わる、あるいは完全競争によっ

て均衡へ向かうなどという暗黙の仮定を否定し、その上で更にリカードの古典的な比較優

位が 20 世紀では通用しない、と主張した。そして Porter は、それぞれの国の特質・特性

を背景に、競争優位が人為的に創出され維持されると主張した。これが彼の“国の競争優

位”の立脚点である。 
 
確かに 1990 年代の DRAM, SystemLSI などの半導体産業や、CD-ROM,CD-R、DVD

などの光デスク産業、パソコン産業、および 2000 年代のデジタルテレビ産業に見るアジア

諸国の政策は、国が主導する強力な政策によって強制的にしかも極めて短期間に新たな比

較優位をまず国内産業の中に創出した。比較優位が自然発生的に生まれたのではなく人為

的に作り出されたのである。韓国・台湾・中国は、まず比較優位を国内に政策的に作り出

し、これを起点にグローバル市場の競争優位へ結び付ける仕組みを政策的に完成させて行

く。50 これがほぼ完成したのが 1990 年代末から 2000 年代の初めであった。 
自国内に比較優位を創り出す政策ツールとしての M.Porter のクラスター理論は、技術

知識がそのクラスターに集積することによって産業が生まれて行くことを主張するもので

ある。同時に、そのクラスターで生み出す技術知識がその地域に留まって他国へ伝播しな

いことが暗黙の前提になっていている。このような主張や仮定を持つ Porter の理論には、

技術を自ら生み出すというよりは、むしろ先進国から伝播してくる技術知識を政策的に集

めて集中蓄積しながら人材育成するキャッチアップ型途上国のクラスターでなら間違いな

く機能していた。51 
 
しかしながら、デジタル化（モジュール化）や Full Turn Key Solution 型プラットフ

                                                   
50台湾、韓国、および中国は、歴史な経緯で低コスト生産に比較優位を持っていたが、技術蓄積

が少なかった。したがってまず経済特区を作って低コスト量産の比較優位を海外企業に開放し

た。経済特区に海外企業を呼び込んで、あるいは海外から人材を呼び込んで技術を獲得し、自

国内で人為的に形成した特定産業の比較優位をグローバル市場の競争優位に転換させたので

ある。特に中国や台湾は、開放経済として海外企業の直接投資を制限付きで認めたこと、そし

て制限付きではあるものの自由貿易を認めた効果が、自国の成長を加速させる上で、非常に大

きかった。例えば台湾の半導体量産産業や光デスク産業、中国の組立専業産業（ＥＭＳ）やオ

ートバイ産業など、その事例は枚挙に暇がない。まずは国が国内で比較優位を政策的に作りだ

し、これをテコに技術や技術知識を先進国から獲得し、自国産業がグローバル競争優位を持つ

ように国を挙げて政策誘導していったのである。韓国も例外ではなく、この政策が 2010 年代

の現在も営々と続けられている。 
51 技術が時間的・空間的の伝播してくることを暗黙の仮定にした R.Solow（ノーベル経済学賞を

受賞）の外生的経済成長理論も、途上国の経済成長を説明できる（例えば小川(2011b)。また

途上国のクラスターは、先進国から伝播してくる技術知識と人材を結集され、技術と人材が醸

成される場になっているが、これを政策が主導しているという意味でなら、Romer の内性的経

済成長理論の正しさもここで検証される。 



ォームが流通し、そしてインターネットの発展が技術伝播スピードを 10 倍から 30 倍に加

速させる 1990 年代後半以降になると、例えクラスターの中で独自技術が生まれても海外へ

瞬時に伝播する。産業構造がビジネス・エコシステム型へ転換する時期（2000 年前後）に

スタートさせた日本の地域クラスターは、その大部分が成功していない。Porter が暗黙の

前提にした“クラスター域外への情報の拡散抑制”が、デジタル化や国際標準化によって

不可能になっているからである。52 
技術情報の拡散あるいは流出をコントロールできないのであれば、国の産業政策とし

ての地域の産業活性化を目的とするクラスターの効用が一瞬にして失われる。技術伝播の

領域をビジネス・エコシステムの中でコントロールする本稿の知財マネージメントが、21
世紀のクラスター論に取り込まなければならない。 

日本には、独自の技術が蓄積された多数の地域集団が全国の散在している。これらは

いずれも、Porter の理論と無関係に長い時間を掛けて日本国内に生まれた地域産業である。

そもそもクラスターを政策的に作ったから成功したのでは無く、成功したので結果的のク

ラスターに見えたのではないか。 
我々は輸入学問の解釈・適用というプロセスを離れてまずは日本の現実を直視し、こ

こから新たな方策を考えたい。まず日本全国に散在する地域集団を、それぞれの地域が長

い時間をかけて生み出した独自のモノづくり文化の集積地として再評価し、その延長でこ

れを 21 世紀の日本経済を支える産業集積として再評価したい。ここで育成された日本独自

の伝統的なモノづくり文化は、いわゆる非デジタル型の産業領域であって技術が伝播し難

                                                   
52 リーマンショック後の 2009 年ころから日本政府は、デジタルテレビへ 5,000 億円の税金を投

入してエコポイント制を導入した。しかしながらエコポイント制が終わった 2011 年３月時点

の決算では、ソニー、パナソニック、シャープの３社がテレビ事業だけで総計１兆 5000 億円

もの巨額赤字を計上して経営危機に陥った。確かにエコポイント制によって一時的には日本の

エレクトロニクス産業が危機を脱したが、同時にエコポイント性が始まった時期から液晶テレ

ビの輸入が急増していたのである（以上の事実は一橋大学の青島矢一教授にお教え頂いた）。

技術伝播がブラウン管テレビより 10 倍も速くなったデジタルデレビでは、政策助成が日本企

業の競争力を国内市場ですら強化することはできない。特記すべきこととして、東芝は既に

2002 年ころから液晶テレビの製造を台湾に委託する ODM 方式を採用していて巨額損失を免れ

た。1998 年ころに経験したノートパソコンの教訓を活かして、当時の西田社長が社内の多く

の反対を押し切ってこれを強行していたのである。2012 年の現在、東芝の歴章デレビは ASEAN

市場で圧倒的な存在感を持って東芝の業績に貢献している。 

一方、同じエコポイント制を採った白物家電では、エコポピントが終わっても日本国内で

は基本企業は比較的高い利益を維持して現在に至る。白物家電は機械的な特性を起点にした

技術体系で構成されているだけで無く、人間のライフスタイルと結び付いた家電製品なので

世界の標準品となる技術モジュールの部分が限られており、適地良品の製品設計が最も重要

になるためである、この意味で共通技術モジュールの伝播・流通があっても、全体最適とし

ての完成品に纏め挙げる技術ノウハウが丸ごと伝播し難い。この意味で白物家電は、自動車

と類似の製品アーキテクチャを持っているのではないか。類似の事例は、日本企業が未だ競

争力を失っていない小型の液晶パネルでも観察される（例えば小川、2007 の１章、脚注８） 

ここにも技術の伝播スピードをキーワードに据えた第三の産業構造転換（図１）がどの領域

で起きているかによって日本企業の競争力に大きな影響を与えている事実が、更に理解され

るであろう。 



いという意味でも、強力な輸出産業に育てることが可能である。53 その上で更に ICT の

活用はもとより、知財や契約に関する国際的な最新の知識を取り込み、技術伝播を政策的

にコントロールする仕組みとしての知財マネージメントを徹底させる、という視点から地

域経済政策の再構築が必要である。 
小規模企業が扱う製品は巨大な複合技術ではなく、Only One 技術であって小規模な技

術体系で構成されているケースが多い。この意味で、技術漏洩を防止する知財マネージメ

ントが機能し易い。ここで言う知財マネージメントとは、数多くの特許を出すことでは決

してない。まず第一に Only One 技術としてのコア領域を再認識し、この領域は絶対にクロ

スライセンスの対象にさせないための知財マネージメント追求である。そして第二にコア

技術を内製し、それ以外をアウトソーシングして経済合理性を追求する為の、自社と市場

の境界設計の為の知財マネージメントであり、第三にコア領域から調達市場とユーザ市場

に強力な“伸びゆく手”を形成するための知財マネージメント追求である。 
驚異的な輸出の伸びが地域の中小企業によってもたらされたドイツの例を見るまでも

無く、54 グローバル市場で圧倒的な競争力を持って輸出に貢献できるか否かは、特に日本

では、いずれもコア領域側のイノベーションとこれを起点にしたビジネスモデルや知財マ

ネージメントに左右される。 
 
＜モノづくり論の適用限界と日本の電機産業の方向性＞ 

ここからまた本論に戻るが、圧倒的な技術蓄積とモノづくり力を持ち、非常に多くの

特許を持つ日本企業が、ビジネス・エコシステム型の経営環境が興隆するタイミングで市

場撤退への道を歩んだ。技術が瞬時に日本からアジア諸国企業へ拡散したためである。 
その代表的な事例が DVD やデジタルテレビであり、太陽光発電やリチュームイオン電

池も例外ではない。規模の経済が企業内から外部のグローバル市場（図２右側）へシフト

したにも関わらず、日本企業だけが、M.Porter が暗黙の内に想定したクローズド垂直統合

型の企業制度を維持したままで（図２左側）、ビジネス戦略を考えてしまったためではない

か。付加価値を内部に取り込む仕組みとしてのフルセット垂直統合型が、ビジネス・エコ

システム型の産業構造の登場によって経済合理性を失ってしまった。 

企業の内部に焦点を当てこれを観察すると、基幹部品の結合許容公差が非常に広くて

も所期の性能・機能・品質をもつ完成品を量産できる、すなわち相互依存が無く、基幹部

品を調達するだけで完成品を作れるのであれば、製品の開発設計、生産技術開発、製造技

                                                   
53 単なる輸出助成では無く、あるいは単なる ICT 技術の活用だけではなく、適地良品の製品を 

外国人に任せて開発し、更には図面の改廃権の移転をも含めたモノづくり文化へ転換させる

モノづくり経営のイノベーションも必要。国内の地域産業でも日本型のモノづくりから脱皮

してグローバル・モノづくりへ転換しなければならない。この基本思想がグローバルな Open & 

Close 戦略であり、図面改廃権の扱いである。 
54 ドイツの輸出が無名の小規模企業によって支えられた事実は、Hermann Simon(2012)を参照。 

 ドイツの輸出は GDP の 41％を越え、日本の 15%の 2.5 倍を越える。 



術開発、部品調達、大量生産、在庫管理やサプライチェーンなど、あらゆる領域で内部の

擦り合わせ調整コストが激減する。したがって日本型競争力の源点だったはずの、いわゆ

るモノづくりから付加価値が減少する。技術が拡散するのであれば、日本型モノづくりが

日本企業の競争力に繋がらない。55 雇用にも経済成長にも寄与しない。 
 

日本では、エレクトロニクス産業からこれが大規模に顕在化した。デジタル技術が製

品設計の深部に介在し易いからである。例えば 1980 年代の VTR と 2000 年代の DVD の違

い、1980 年代のアナログ携帯電話と 2000 年代のデジタル携帯電話の違い、あるいは 1980
年代のブラウン管テレビと 2000 年代のデジタルテレビの違いを見れば、デジタル化や国際

標準化がもたらす意味も理解されるであろう。しかしながら日本のエレクトロニクス産業

は、2000 年代になっても 1980 年代のモノづくりを追求した。これがどのような結末を迎

えたかは周知の通りである。 
ここから非常に多くの産業領域で規模の経済が企業の外部へシフトしただけでなく、

日本企業が競争力の源泉とした ”自前の工場主導モノづくり“ から付加価値を奪う。こ

のとき付加価値が、全体最適を追求して統合された完成品や、販売チャネル、ブランド側

へシフトするが、シフトした付加価値領域をオープン環境で維持し、安定化させる役割を

担うのが、人間の知の営みとしての、ビジネスモデルと知財マネージメントである。 
 
デジタル化、すなわち人工物の設計に組み込みシステムが介在して始まった産業構造

の転換は、すこし遅れて非デジタル型産業の構造にも大きな影響を与えた。途上国企業が

ビジネスチャンスを求めて、デジタル型と同じ成功体験を追求しようとするからである。

確かにアジア企業に見るこの成功体験は、比較的少ない技術体系で構成されるデバイスで

や完成品では成功した。 
しかしながら巨大で複合的な技術体系で構成される製品領域、例えば産業機械、建設

機械、自動車、、航空機などとその関連産業、あるいはインターネットや携帯電話システム

等を含むネットワークシステム、クラウドや社会インフラ・社会システム型の産業では、

アジア企業が決して成功していない。長期に渡る技術蓄積とその総合的・統合的な技術体

系を必要とするからであり、例え個別技術が伝播しても全体最適の統合化が出来ないから

である。更に言えば、この分野の多くは、欧米企業が先手を打って自社/自国優位のビジネ

ス・エコシステムを 1990 年代に完成させていたからである。 
欧米企業は、まずパソコンやサーバなどデジタル・エレクトロニクス型の製品から、

そして次にデジタル型の技術体系を組み合わせ統合したネットワークシステム、あるいは

機械的な特性の基幹技術モジュールを統合して全体最適を実現する巨大な複合型システム

へとコア産業領域をシフトさせる。しかしいずれの場合でも決して自前主義を排除し、急

成長するアジア企業をビジネス・エコシステムのパートナーと位置付ける戦略を追求した。

                                                   
55 これらの一連の分析は小川(2010b)の２章と３章を参照。 



当然のことながら、自国/自社優位にビジネス・エコシステムを事前設計し、自らの意思で

自国/自社優位にグローバル市場の産業構造を変えていった。その背後にあるのが 1980 年

代から欧米企業の間で顕在した第三の産業構造転換であり、この転換をたらしたデジタル

化の進展とオープン標準化の潮流があった。 
  一方、日本の電機産業では、2001 から 202 年ころにエジタル型製品を切り捨てて社会

インフラ/社会システム市場へシフトする経営イノベーションが進められた。その代表的な

事例が三菱電機である。しかしながら当時の電機業界は政府と一体になってデジタル家電

を次世代の産業領域とする業界コンセンサスが完成しており、日立製作所と東芝がデジタ

ル型から社会インフラ/社会システム市場へ転換するには 2009 年まで待たねばならなかっ

た。それまで巨額の損失を計上したのは言うまでもない。ノートパソコンの教訓を学んで

2002 年当時からアウトソーシングに切り替えた東芝のテレビ事業は、例外中の例外だった

のである。 
 しかしながら、多くのデジタル型製品を温存させざるを得なかったソニー、パナソニッ

ク、そしてシャープは、現在まで巨額の損失を計上し続けた（シャープは 2008 年以降）。

これは 2000 年前後のヨーロッパ電機業界も同じであった。Philips も Siemens も、三菱電

機とほぼ同じ時期の2000年ころに携帯電話や液晶テレビなどのデジタル型製品をコア領域

から切り離し、社会インフラ/社会システム市場へ全リソースを集中させて安定成長の軌道

に乗った。 
 人はルーチン化されたライフスタイルを急には変えられない。企業も、その規模が大き

ければ大きいほど、ルーチン化した組織能力を変えることが出来ない。ましてや図１や図

３で示すような４年から６年で大転換する産業構造に対して、自らの力だけで適応するの

は不可能である。1990 年ころに現在の日本のデジタル家電と同じ経営環境に直面した IBM
は、約 15 万人をレイオフしたが、同時に約 5 万人は従来の IBM と異なる能力を持つ人材

を採用して IBM の組織能力を変えていった。それでの IBM が現在の成功モデルを支える

新たなルーチンを定着させるまで 5 年から７年の歳月を必要とした。 
この意味で三菱電機、Philips,Siemens,IBM の事例は、図２の右側へシフトする製品群

を自社のコア領域から切り離し、図２の左側に残る領域を更に強化するという経営側のイ

ノベーションだったのである。その背後に、人も組織も急には変えられないという現実が

あった。 
 
（２）アップルの事例に見る付加価値のシフトと“伸びゆく手”の形成、 

雇用・経済成長への貢献 

  ここで再び論点を本流に戻し、第三の構造転換を最も効果的に活用しながら大躍進し

たアップルに着目し、その勝ちパターンを分析することによって第三の構造転換がもたら

す２１世紀のグローバル経営環境や経済環境の特徴を鮮明にさせたい。 

本稿の基本メッセージとの関係で注目すべき第一の転は、いわゆる日本型のモノづく



りが競争優位の源泉で無くなったことが挙げられる。例えば iPodや iPhoneを例にとると、

量産を担う中国 EMS が工場のモノづくりで獲得した付加価値は僅か 1.7%と 1.3%(2.5%)に
過ぎない。56 しかしながら、商品コンセプトや企画・設計および販売チャネルとブランド、

およびこれらを駆使して構築されたアップル社のビジネスモデルと知財マネージメントが、

実にその 20 倍を超える 40～60%もの付加価値を生み出している。この付加価値はいわゆる

モノづくりがもたらしたのではない。57  
またアップルの主たる収益源としてコンテンツ・ビジネスを挙げる人が多いが、これ

は誤解である。2008 年ころの時点でさえ約４兆円の売り上げの内のコンテンツの売上が

2,000 億円に過ぎず（利益は 200~300 億円）、売上の 95％以上（利益も同じ）が iPod/iPhone
という完成品であった。 

我々が特に注目すべき第二の点は、この完成品の価格がビジネスモデルや知財マネー

ジメントによって維持されている、という紛れもない事実である。例えばデジタルテレビ

は毎月のように値下がりするが、iPod/iPhone/iPad の価格は世界のどの市場でも値下がり

していない。製品の背後に仕掛けられた目に見えない多層構造のビジネスモデルと、この

仕掛けをオープン市場で安定化させる知財マネージメントの存在が、競争相手の市場参入

を防ぎ、合法的な独占体制を築いで価格競争を防いでいるからである。 
値下げしなくても世界中で大量に普及する魅力的な製品コンセプトであって、その上

でさらに、価格競争を仕掛ける後追い企業の市場参入を防ぐ巧妙な知財マネージメントこ

そが、アップルの製品群に 40~60%もの粗利益を長期に渡ってもたらしているのである。毎

月のように価格が下落するデジタルテレビと比較すれば、価格維持の仕組みがもたらす意

味が理解されるであろう。 
競争相手がいないのであれば価格競争が起きず、製品価格を長期にわたって維持する

ことが可能になる。したがって普及すればするほど利益が増えて多くの雇用連鎖を生み出

す。また従業員一人当たり付加価値、すなわち労働生産性が増えて国のＧＤＰ（経済成長）

に貢献する。58  
                                                   
56 iPod:EMS の粗利が 5$,これは完成品の販売価格 299＄の 1.7％に過ぎない。iPhone:EMS の粗

利が 6.6 $,これは完成品の店頭価格 500$の 1.3%に過ぎない(例えば Xing and Detert,2010、

インターネットには異なるデータも散見されるが、多くても 2.5%程度である). 
57 再度繰り返すが、ここでいうモノ作りとは、狭い意味の“工場のものづくり”である。 
58 国の名目ＧＤＰは労働人口増加率と一人当たりの名目労働生産性の和として表現される。こ

こで労働生産性とは、労働によって生み出される付加価値であり、従業員への報酬（給与）と

余剰利益からなる。ここで付加価値には、従業員一人あたりの生産個数の増加（生産額の増加）

だけでは決してなく、その製品の売上から部品・材料などの仕入れ額と諸経費を引いた利益も

付加価値に含まれる。したがって製品の売値が下がらず大量普及するのなら、そして同時に部

品・材料の調達価格が下がるのであれば、従業員が生み出す付加価値が飛躍的に増加したと同

じ効果になる（アップルの場合はこの付加価値の方が遥かに大きい）。これら付加価値の集合

体がＧＤＰ、すなわち経済成長の貢献することになる。 

  しかしながら価格下落が激しいと、如何にモノづくりの工夫で効率よく生産量を増やしても価

格下落をコスト低減と生産量増でカバーできずに赤字となる。このような状況になれば、いわ

ゆる余剰利益がマイナスなので、例え従業員（労働者）に給与を支払って雇用できていても一



注目すべき第三の転は、ソフトウエアが持つ基本的な作用が高度のビジネスモデル構

築を可能にし、知財マネージメントが大量普及と価格維持の同時実現を可能にしている事

実である。２１世紀の現在ではハードウエアとしてのモノづくりよりも、むしろビジネス

モデルと知財マネージメントこそが、国の雇用や経済成長へ大きく貢献する時代となった、

と言い換えてもよい。再度繰り返すが、その背後にあるのが第三の構造転換がグローバル

市場で作り出すビジネス・エコシステムであった（本稿の最後にある付録‐２を参照）。 
いわゆる現在のハードウエア・テクノロジーが物理や機械的な現象の組合せという物

質的な効果を活用しているとすれば、59 ソフトウエア・テクノロジーは人間が人為的に作

った論理体系の組合せという論理効果を活用している。60 組み込みシステムがソフトウエ

アとこれを動かすマイクロプロセッサーから構成されているという意味で、人間の知恵が

人工物の設計プロセスの段階から、ソフトウエアを介してグローバル市場のビジネスモデ

ルや知財マネージメントに結び付けられるようになった。ここからはじめて経営者の意思

が、組み込みシステムを介して、後述する“伸びゆく手”へ転換されるようになったので

ある。61 ビジネス・エコシステム型へ転換した市場の全体構造を俯瞰できるようになり、

経営陣営によるトップダウン型の事業戦略が有効に機能するようになった、と言い換えて

もよい。その象徴的な事例がアップルの製品群であった。 
この意味で、アップルが世界最高レベルの高収益を維持・拡大して国の経済成長に貢

献できているのは、決して技術サイドのモノづくりで優れているからだけではない。目に

見えない知の営みとしての“伸びゆく手”の形成が、モノづくり側では決して無く、市場

サイドを起点に展開されて初めて価格が維持されている。ここから、普及すればするほど

高い収益がアップルにもたらし、アプルにも販売チャネルにも、広い意味の他のサービス

産業にも雇用が生まれ、それぞれの領域の高い事業利益（付加価値）連鎖が国の経済成長

へ貢献する。アップルによる主張ではあるが、これまで５１万人の雇用を生み出したとい

う。62  
確かにマスコミに登場する S.Jobs 氏の才能が世界の人を魅了する製品を生み出しはし

たが、これは表に現れたアップルという企業の組織能力のごく一断面に過ぎない。その背

                                                                                                                                                     
人当たりの従業員が生み出す付加価値を激減させ、結果的に国の GDP を減少させることになる。

これが現在の日本のエレクトロニクス産業、特に液晶テレビ産業、が置かれた現実である。 

 販売価格が変わらない自動車産業や素材産業でモノづくりが重視された背景、およびエレクト

ロニクス産業ではモノづくりよりもビジネスモデルと知財マネージメントが重要と主張する

本稿の背景がここにあった。 
59 W.ブライアン・アーサー(2009)の３章 
60 いわゆるスーパーコンピュータによるモジュール化や編集設計も、ソフトウエアという論理

空間を活用することによって可能になっている。 
61 “伸びゆく手”については、1 章の 1.2 節を参照のこと。 
62 2012 年３月２日にアップルが以下で公開した情報によると、アメリカだけで 51.4 万人の雇用を生み出

したという；：http://www.apple.com/about/job-creation/、筆者等の調査では iPod がようやく普及しはじ

めた 2005 年の時点で約 9000 人の雇用をアメリカに生み出し、１万 3000 人の雇用を中国に生み出して

いる。 



後で、スタッフ集団が組み立てる知の営みとしてのビジネスモデルや知財マネージメント

が、組み込みシステムを介して経営者の“伸びゆく手”を形成し、これをオープン市場で

安定化させることによってはじめて、多くの雇用と巨大な付加価値が生み出される。 
ここで事業利益（付加価値）を支える販売価格を、グローバルなビジネス・エコシス

テムの中で維持・安定化させる役割を担うのが知財マネージメントであった。巧みな知財

マネージメントの無い iPod/iPhone/iPad であったなら、例え Jobs 氏の才能が天才的であ

っても長期にわたる価格の維持が不可能であり、アップルのモデルが瞬時に崩壊する。彼

らの知の営みの実態は、19 世紀後半のドイツ参謀本部のそれと同じく、当分のあいだ表に

出ることはないであろう。63 
 
これまで多くの人々は、既存の経営理論を起点に現在の経営環境を解釈しようとした。

しかしながら我々が目にする標準的な理論の多くが1990年代までの産業構造を暗黙の前提

にしている。したがって、本稿が焦点を当てる第三のグローバル産業構造転換が取り込ま

れない。我々には、２１世紀のグローバル産業構造を記述する新たなモデルが必要である。 
新しいモデルの提案の前に筆者が本稿で強調したい第１の点は、人工物の設計にデジ

タル技術が深く介在することによってモジュール化が進み、製品を企画・設計する段階で

その産業がグローバル市場に作るビジネス・エコシステムの全体構造を、事前に俯瞰でき

るようになった、という主張である。 
そして第２に、新たな競争ルール到来を前提にした“伸びゆく手”構築のためのビジ

ネスモデルや知財マネージメントをも事前設計できるようになり、そしてこれを合理的に

実行する組織能力や企業制度をも、市場が開ける前に経営陣営の手で事前設計できるよう

になった、という主張である。64 そして第３に、ビジネス・モデルや知財マネージメント

が国の雇用や経済成長に不可欠になった、という主張である。 
これが図１の右側で生まれた 21 世紀の経営環境であった。その代表的な事例がパソコ

ンやデジタル携帯電話、スマートフォン、インターネット製品群であり、そしてアップル

の製品群だったのである。 

                                                   
63 渡部昇一氏（祥伝社新書、ドイツ参謀本部）によると、当時の欧州諸国は、連戦連勝を繰り

返すドイツの背後に、参謀本部の知の営みがあったことに気付かなかったという。同時に、参

謀本部が力を発揮するには、これを使いこなすリーダーの存在が不可欠であることも指摘して

いる。S.Jobs はリーダーとして希な才能の持ち主だったのではないか。 
64 これまでの経営理論が利用できる空間は、狭い方の限界が人間個人の行動か、せいぜいモノ

づくり工程であった。しかしここからグローバル市場に対する強い影響力のある仕掛けは生ま

れない。一方、組み込みシステムが設計の深部に介在する場合の利用空間は、技術モジュール

のインタフェースや結合公差だけでなく、人間が自由自在にコントロール可能なデジタル論理

空間におよぶ。 

ここで中心的な役割を担う組み込みシステム（デジタル論理空間としてのソフトウエア）

が、企業経営陣の意図を“伸び行く手”の仕掛けとして作り、グローバル市場へ強い影響力

を持たせることを可能にする。本稿の４章でスケッチする“企業が主役になる経済モデル”、

という主張の背景がここにあった。 



 
 
1.3  デジタルテレビの事例から見たＬＥＤ照明産業の構造転換 

 

（１）第三の産業構造転換から見た日本のモノづくり論 

最近になって、日本型モノづくりに対する疑念を語る人が多くなった。途上国企業の

台頭を見て、製造業が日本を滅ぼすという主張さえある。一方では、モノづくりこそが日

本を支えると語り続ける人が多いのも事実である。65 モノづくりを批判し、製造業不要論

を主張する人々は図１の右側の市場を見ており、モノづくり/製造業の役割を重視する人は

図２の左側の産業構造を前提にしている。 
しかしながら何れの場合も、技術が伝播し難く国内に留まり易い図２の左側の産業を

論じているのか、あるいは、技術が瞬時に海外へ伝播する図１の右側に位置取りされる産

業を論じているのかの区別がない。それ以上に、日本以外の欧米の製造業が、図２の右側

で圧倒的な市場支配力を持つ事実に対して、体系的な議論をすること無く、モノづくり不

要論や有用論を語っている。技術の伝播スピードが 10 倍から 30 倍以上に速くなって産業

構造が図１の右側へダイナミックに変わる、という 21 世紀の視点が全く欠けているのであ

る。 
我々が日本のモノづくりや製造業を語るとき、技術の伝播スピードを、そして伝播を

コントロールする知財マネージメントも同時に語らなければ、企業人の活動を雇用・成長

へ結び付けることはできない。知財マネージメントが競合企業との価格競争を防いで製品

価格を維持し、ここからもたらされる事業利益が新たな技術イノベーションと雇用の維

持・拡大に寄与するからである。また価格維持によってもたらされる事業利益（付加価値）

が国の GDP(経済成長)に直接寄与するからである。欧米企業がビジネス・エコシステムの

中で 1990 年代に完成させた市場支配のメカニズムは、伝播スピードを Open & Close の事

業戦略としてコントロールすることで大量普通と利益率アップを同時実現させる知財マネ

ージメント、によって支えられていた。高い利益率のままで大量普及すれば、企業人の活

動が雇用や国の経済成長に多大な貢献をする。 
 
例えば機能材料などのように、技術やモノづくりを追求することによってブラックボ

ックス化が可能であり、また基本的な物質特許とその関連特許で技術を完全にプロテクト

                                                   
65 疑念を語る人は、暗黙の内に狭い意味でのモノづくりを、特に工場中心の狭いモノづくりを

念頭に置いているケースが多い。そしてまた、途上国企業と同じ土俵で競争する日本企業の姿

を見ている。一方、モノづくりの素晴らしさを主張するケースでは、日本の匠の技、あるいは

半導体デバイスや液晶パネル製造などのプロセス型技術を念頭に置いて語る人から、最近のア

ップルの製品群を事例に挙げる人まで非常に幅広く、一般の人は困惑する。 

いずれにせよ産業構造が変わらず図２の左側が維持されていることを暗黙の前提にしてい

る。しかしながら、モノづくりを追求した結果としての日本の液晶テレビや DVD の現状を、

誠実に論じる人が意外と少ないのも事実である。 



できるのであれば、またキャッチアップ型企業やユーザ企業もクロスライセンスによる市

場参入が困難である。したがって技術を合法的に独占することができる。この意味で、産

業構造が図２の左に留まって右側へ伝播し難くく、伝統的な知財マネージメントが十分に

機能して技術イノベーション成果をブラックボックス化し易い。オープン環境に対する技

術伝播を自らの事業戦略としてコントロールできるので、モノづくりを追求することが日

本に大きな付加価値をもたらして経済成長を支える。 
確かに 1980 年代までなら、例えエレクトロニクス産業であってもデジタル技術が介在

し難く（アナログ技術が主役）、技術伝播が非常に遅かったという意味で、現在の機能材料

産業と同じく、ほぼ全ての製品領域でモノづくり製造業が日本の雇用を守り、経済成長を

支えた。21 世紀の現在であっても、図２の左側に留まる日本の機能材料や建設機械産業が

見せたこれまでの競争力も同じである。 

成功体験を捨てるのは至難の業である。例えば 1980 年代や 1990 年代のカムコーダの

ように、アナログ型技術や機構技術が中心の製品では、技術モジュールの結合公差が非常

に狭いので、すなわち基幹部品相互の依存性が非常に強いので、例えオープン標準化され

てもその設計と生産技術との擦り合わせ協業が必須であり、量産製造には熟練の作業員が

必須であった。この意味で、設計部門と製造部門が同じ企業内で協業し、暗黙知のモノづ

くり情報を共有できる統合型の企業だけが、歩留まり良く低コストで量産できた。66 ここ

に付加価値が宿り、雇用と経済成長をささえたのである。 

                                                   
66 ただし、これを実ビジネスの現場から言うと、生産技術部門が大きな力を持つ企業であれば、

既存の工場ラインを活用することが前提の擦り合わせ協業になり、製品設計の自由度が制限さ

れ易い。一方、商品企画や設計が主導権を持つ企業の場合は、生産技術・製造技術などの、い

わゆる工場側のモノづくりが隷属的な立場に置かれる。前者の事例は、産業構造が大きく変わ

らないという前提なら、経済合理性を持つ。後者の代表的事例が、産業構造が変わったグロー

バル市場の中のアップル製品群である。 

自動車産業にもデジタル化やモジュール化の波が押し寄せ、そして途上国市場が急拡大す

るなど、産業構造が大きく変わろうとしている。そしてそれぞれの国の文化や人々のライフ

スタイルに適応する適地良品が途上国市場に受け入れられるための（圧倒的な市場シェアを

取るための）必須要件になったとすれば、途上国の興隆がもたらす多様性に対する柔軟な対

応が不可欠である。 

多様性と管理コストの両立にはモジュール化が必須という意味で、モジュール化の思想は

エレクトロニクス産業から多くの産業領域へ波及して行く。TOTO のウォシュレットも、そし

て事務機械産業を象徴する複合機（MFP）にも、この潮流が見えはじめた、これが日本の自動

車産業でも顕在化している。その代表的な事例を上げると、トヨタグループが ASEAN 市場を

ターゲットに開発した IMV モデルが、2010 年代の ASEAN 市場の拡大と共にトヨタの収益を支

えているが、この IMV モデルはいわゆるトヨタ本体の組織能力が深く介在しない経営環境で

企画された“適地良品・適地適価”を象徴する車であることを、ここで改めて強調したい。

IMV モデルは、乗用車のモノコック方式ではなく、トラックと同じフレーム方式のアーキテク

チャ、すなわち技術モジュールの組み合わせで多種多様な車を作るアーキテクチャになって

いる。2011 年に日産が発表した中国市場のベヌーシア（ブランド名）も代表的な“適地良品”

の乗用車である（ただし中国人が設計し中国人が作る中国人の為の自動車として開発された

モノコック方式）。 



このようなケースでは、例え国際標準化されるケースであっても、図２の左側に示す

垂直統合型の企業形態が経済合理性を持つ。ブラウン管テレビや VTR で日本企業が見せた

圧倒的な競争力の原点がここにあった。この成功体験がＤＶＤでもデジタルテレビでも踏

襲されたのではないか。 

 
しかしながら、製品設計の深部にデジタル技術が介在して基幹技術モジュールの結合

インタフェースが形式知に変わり、結合公差が拡大し、その上で更にインタフェースも公

差もオープン化され易い製品であれば、あるいはオープン国際標準化が介在する製品であ

れば、産業構造が瞬時に図２の右へ転換してモノづくり自体から付加価値が大幅に減少し

て雇用が失われ、その産業の GDP も成長が止まる。67  
このような産業構造では、ビジネス・エコシステムへ転換することを前提にした、ビ

ジネスモデルや知財マネージメントを、技術力や技術情報で圧倒的に優位に立つ初期の段

階で事前に設計しなければならない。事前設計せずに従来のアナログ型あるいは自前主義

的な考えで市場展開しても、グローバル市場では勝てない。その代表的な事例が DVD や携

帯電話、スマートフォン、そしてデジタルテレビであった。 
 

21 世紀になると、例えデジタル技術が介在しなくても多くの産業領域が図２の右側に

示すビジネス・エコシステム型へ転換しはじめ、技術の全体系を持たないキャッチアップ

型の途上国企業でさえ、技術モジュールの単純組合せで市場参入するようになった。デジ

タルやオープン標準化が作る国際的な分業構造の中でビジネスチャンスを掴んだ途上国の

企業は、非デジタル型の産業であっても以前に成功体験した行動を選んで市場参入するか

らである。 
その代表的な事例として太陽光発電やリチュームイオン電池を挙げることができるが、

2010 年代の現在では自動車や建設機械にさえもその兆候が見え隠れする。LED 照明だけは

今後も例外であり続けると言えるだろうか。これをアナログ型のブラウン管テレビとデジ

タル型の液晶テレビで考えてみたい。我々は、先人が塗炭の苦しみを経て経験した教訓を

次の世代に伝えなければならない。 
 

（２）産業の構造転換から見たテレビ産業 

 

ブラウン管テレビの付加価値は、ブラウン管製造とその関連材料だけでなく、ITC 調

整にあった。ITC 調整とは、電子ビームの動きを正確にコントロールして色むら・色ずれ

を無くしながら高い画質を実現する技術にある。68 したがってキャッチアップ型の途上国

                                                   
67 再度繰り返すが、ここでは狭い意味のモノづくりを対象にしている。先に挙げたアップルの

事例は、ビジネスモデルや知財マネージメントをモノづくりと区別して使っている。 
68 小川(2009)の 3 章 2節を参照のこと 



企業が市場参入する場合は、ブラウン管単体ではなく、画質が事前に調整された偏向ヨー

クとコイル（ITC 調整用）付きの、すなわち画質調整済の Full Turn Key Solution 型のブ

ラウン管モジュールとして調達しないと、そこそこの画質のテレビすら作ることができな

かった。   
この意味で日本企業は、ブラウン管の時代にテレビ技術の移転を事業戦略としてコン

トロールできた。日本企業がグローバル市場の競争優位を長期に渡って維持できたもう一

つの背景がここにもあったのである。同時に、先進国企業が Full Turn Key Solution の技

術モジュール（プラットフォーム）を流通させる経営環境（1990 年代後半以降）で形成さ

れた成功体験、すなわちプラットフォーム化された技術モジュールを調達して市場参入す

るキャッチアップ型の途上国企業の成功体験も、このようなプロセスを経て形成された。 
しかしながらこのビジネス風景は、デジタル型のテレビになると一変する。液晶パネ

ル製造の設備が流通し、パネルのドライバーIC も市場から調達できるようになり、画質を

左右する画像エンジン LSI さえも、2000 年代の初期から調達できるようになったからであ

る。69  確かに非常に高い画質を実現するノウハウだけは日本の大手企業の画像エンジンに

蓄積されて流通しなかったが、これもすぐ LSI チップに取り込まれて大量に流通した。70 
  非デジタル型の時代に形成された途上国企業の成功体験が、日本企業のコントロール

が及ばない広い範囲で大規模に繰り広げられたのである。ここからテレビ産業までが図２

の右側に示すビジネス・エコシステム型の国際分業構造へ転換し、更に新たな途上国企業

がビジネスチャンスを掴んで市場参入する。そして、1996 年に世界のほほ 100％を誇った

日本企業の液晶パネル・シェアが、1998 年ころから急落して 2000 年に 50%を切り、2003
年には 20%まで下落した。71  

                                                   
69 筆者も、2000 年代初期に上海の大手企業が液晶テレビの画質調整している現場を見たことが

あり、その時ひどかった画質が数年後には立派なものになっていた。画像エンジンを日本や台

湾から調達したからである。 
70 ソニーで液晶テレビの開発に従事していた人々へのインタビューによれば、液晶パネルでサ

ムソンと作った合弁会社（S-LCD）経由で、ソニーが数十年に渡って蓄積した高画質ノウハウ

がサムソンへ伝播して行ったという。合弁会社はサムソンが１株多く持つサムソンの子会社で

あり、経営はサムソン主導で行われた。2004 年 4 月に設立し、2005 年 4 月から液晶パネルを

出荷しはじめたが、同じパネルをソニーとサムソンが使うので、サムソンはソニーの液晶テレ

ビの原価をほぼ正確に分析できた。一時的にソニーがトップシェアに返り咲いたとしても、ソ

ニーはその後のサムソンが仕掛ける価格攻勢によって赤字になり、市場シェアを急落させた。

一方、サムソンは、依然として黒字を維持しながらグローバル市場のシェアを急増させた。例

え液晶パネルの原価が同じであっても、あるいは例え完成品としてのテレビの工場原価に違い

が無くても、トータルなビジネスコストで圧倒的に優位のサムソンが、グローバル市場のリー

ダーになって行くのである。ソニーもサムソンの工場原価を予想できていたはずだが、販売や

オペレーション、オーバーヘッドの全てを考慮したトータルなビジネスコストで決定的な差が

ある事実を、経営の問題として理解できなかったのではないか。例え経営者が理解できても、

トータルなビジネスコストという全体最適の視点に立つ具体的な指示を、出せなかったのでは

ないか。 
71 2006 年には更にシェアが低下して 15%以下となった。液晶パネルと同じ設備主導型の産業で

日本企業がアジア諸国に負けていく理由に国のビジネス制度設計がある。その詳細は立本



 
液晶テレビは、日本企業が基幹技術と製品開発を主導した代表的な産業であった。1990

年代の末からまず国内市場で普及が始まった。ここでも CD-R や DVD と同じように、主戦

場が欧米市場(2004 年以降)やアジア市場(2006 年以降)になるタイミングから日本企業がシ

ェアを落としはじめ、2006 年には海外市場における日本企業のシェアが 25%まで急落して

いる（日本市場を含めると世界市場の 40%）。72 ビジネス・エコシステム型の国際分業が

すでに 2004 年ころから定着しており、例え技術蓄積の少ないキャッチアップ型企業であっ

てもテジタル型の液晶テレビなら、技術モジュールの単純組合せでだけでそこそこの画質

を持つテレビに組立られるからである。73 ブラウン管テレビの場合は、このようなことが

起き得なかった。 
 
しかしながら日本企業は、デジタル型へ転換した液晶テレビであってもブラウン管テ

レビと同じ発想でモノづくりを追求し、グローバル市場へ打って出た。たとえば 2006 年か

ら 2008 年にかけて筆者の研究室を訪れた大手液晶テレビや PDP テレビメーカの幹部は、

例外無くモノづくりや品質で日本が勝てると何度も繰り返し強調していた。彼らが言うモ

ノづくりとは工場主体のモノづくりだったのである。しかしながら、アップルの iPod の事

例でも明らかになったように、デジタル型の製品では工場から付加価値が瞬時に消える。 
韓国や台湾が2000年ころまでに完成させたビジネス制度設計が日本型モノづくりの競

争力に与える影響、および１章の１．２で述べたビジネス・エコシステムが工場の付加価

値を限りなく小さくする事実についても、例えば小川(2006)から小川（2008f）に至る分析

を繰り返し説明し、シャープがシンガポールや台湾で無く堺に大工場を作ったときこれで

勝ったと叫んだサムソン幹部の喜びを伝えながら、国のビジネス制度設計の効用をも含む

トータルなビジネスコストで日本が勝てない背景を繰り返し説明しても、74 彼らは耳を傾

けなかった。日本はモノづくりで勝てる、というのが彼らのいつもの反論パターンであっ

た。75 
                                                                                                                                                     

（2009）、小川(2010)参照。 
72 液晶テレビに関する市場データは、東京大学の新宅純二郎教授からご提供頂いた。 
73 有機ＥＬテレビであれば、TFT が並ぶシリコンウエア型のパネルなら、液晶パネルよりもブラ

ウン管やＰＤＰパネルに近いアーキテクチャを持っている。しかしながらパネルとコントロー

ラが Full Turn Key Solution として一体提供（流通）すれば、液晶テレビのケースと類似の

産業モデルとなる。したがって新たなビジネスモデルと知財マネージメントが伴わない有機Ｅ

Ｌパネル工場への投資は、液晶パネルと同じ市場撤退への道を歩むことになるであろう。 
74 トータル・ビジネスコストと日本企業の国際競争力については参照。その背景については立

本(2009)を参照。 
75関係者の話によれば、2004～2005 年ころから工場を国内に残す政策がとられはじめたという。

筆者も 2005 年ころの学界で CD-ROM や DVD の事例を紹介しながら、ビジネス制度設計の点で国

内に向上を作るとトータルなビジネスコストで台湾や韓国に勝てないと主張すると、会場から

“日本が国内に工場を作る政策への転換”したためではないか、という意味の質問を何度か受

けたことがある。次の巨大工場を中国に作るつもりでいたシャープとパナソニックは、結果的

に鉄鋼産業が去って残した工場の跡地に液晶パネルやプラズマデスプレー・パネルの巨大工場



2000 年代の初期から技術世論として日本型のモノづくり思想が、企業幹部の思考を、

トータルなビジネス構造では無く工場の中に閉じ込めてしまっていた。76 彼らのいうモノ

                                                                                                                                                     
を作ることになってしまった。これを知って安心したのがサムソンだったのえある。中国に作

っていれば、その後のサムソンはあれほど躍進できなかったのではないか。シャープやパナソ

ニックの巨大なパネル工場が稼働する 2009 年は、テレビに対するエコポイント制が始まった

年であった。エコポイント制で 5,000 億円の税金を使ったものの、結果としてソニー、パナソ

ニック、シャープはテレビ事業だけで合計１兆５千億円もの損失を計上する状態の追いこまれ、

事業崩壊の危機に晒されてしまった。 
76 藤本らが広い意味のモノづくり論を展開しても(藤本 2011),大部分の企業人は工場主体のモ

ノづくりから脱皮できなかった。一説には、トヨタの上級幹部が日本の製造業を復権させたい

という思いから、トヨタ生産システム（TPS）を電機業界のトップ経由で日本の電機業界へ導

入させてからこの傾向が特に強まったという。自動車では産業構造が変わっていない、すなわ

ち図１の左側に位置取りされているので、生産技術や工場の生産管理ノウハウに付加価値が蓄

積されている。しかしながら産業構造が図１の右側へ変わった電機業界では、付加価値が工場

から消えてしまったので、工場主体のモノづくり思想はむしろ逆効果であって途上国市場の興

隆に適応するのが非常に難しい。デジタル・エレクトロニクス産業で日本の競争力を悪化させ

た要因がここにもあった。 

例えば韓国のＬＧ電子は、一時トヨタの TPS 導入を試みるが、この時期に到来した巨大な

スマートフォン市場にに、工場起点を基本思想とする TPS が対応できず、サムソンの独創を

許してしまった。TPS をすぐに中止したのは言うまでもない。同じことが、TPS を導入したノ

キアでも起きてしまい、携帯電話からスマートフォンへの転換で救い難い遅れをとってしま

った。2008 年以降のノキアは市場リーダーの地位を急速に失っている。自動車産業の構造は

非常にゆっくりしたものなのでＴＰＳは現在でも機能するかもしれないが、瞬時に産業構造

が一変するデジタル型の製品では、工場起点のモノづくり思想が逆効果となるのである。 

なおその後のＬＧ電子は、トヨタと全く逆のモノづくり思想で途上国工場を稼働させてい

る。ここでは工程をできるだけ細部に分割してルーチン化し易い生産ラインへ変え、不具合

が出れば誰でもすぐに対応できるモジュール化の思想を徹底させている。すでにデジタル型

へ転換した製品では、付加価値が工場から消えてしまったので工場内の改善運動は一切させ

ず、ICT を駆使して韓国本社が海外工場の工程を直接観察・管理できるようにしていた。その

ためにも工程の細分化が必要だったのである。当然のことながらサムソンは最初から TPS の

課題を知っていてこの導入提案を拒絶していた。工場に知恵を絞っても僅かの効果しか期待

できないからである。 

非常に興味深いことに、1990 年代の後半にデルコンピュータ社のマイケル・デル CEO が自

ら TPS や FPS(船井電機のプロダクション・システム)を毎年のように学んでいるが、デルコン

ピュータ自身は工場を全く持たずにパソコンのモノづくりのコンサルに徹した。現在のアッ

プルも同じ。また 2000 年前後にノキア社がトヨタとトヨタグループへ大調査団を送って TPS

の実態を調べているが、ノキアは携帯電話の組立工場を中国に自社工場として持つものの、

工場起点では無く全てマーケテング起点の製品設計とグローバル・サプライチェーンマネー

ジメントが常に主導権持って今日に至る。ノキアの工場は企業内の EMS という位置取りにな

っている。 

トヨタは現在でも日本人しか（トヨタマンしか）TPS を具体化できないという思いで多くの

日本人を現地工場へ送り、同時に現地人を徹底して教育しながら TPS の精神を移植すること

で海外工場を稼働させている。トヨタの中国工場には日本人が非常に多い。一方、日産やフ

ォルクスワーゲンの中国工場には日本人もドイツ人も非常にすくない。 

韓国の現在自動車（ヒュンダイ）は、途上国に自動車工場を作るとき、韓国人が製造現場

の現地人マネージャーや工員を徹底して教育しなくてもそこそこの品質が実現される仕組み

を構築している。細分化されてルーチン化し易いので、短期間で量産製造を立ち上げること

ができるだけでなく、工員が辞めても影響が少なく、本国社員が出張しなくてもよいように



づくりは図２の左側で機能するのであって、図２の右側へ転換すればビジネスモデルや知

財マネージメントが主役になる、という事実を理解できなかったのである。あるいは、例

え理解しても、分業化されて個別最適が追求され続けた企業組織の中で、彼らは動けなか

ったのである。 
VTRの成功体験の再現を夢見たDVDやBlu-rayの人々も同じであった。77 さすがに2000

年代後半の Blu-ray になると、市場の前線に立つ少なからぬ人々が Open 化による普及と

Close による収益という Open & Close (Open or Close ではない)の重要性に気がついてア

ジア諸国企業とビジネス・エコシステム型の国際分業モデルを提案した事例もあったが、

“我が社はモノづくりの会社である”、という一言で全て却下されている。 
2000 年代の初期から技術世論としての日本型のモノづくり思想が、企業の経営幹部の

思考を工場の中に閉じ込めてしまっていたのである。類似のモノづくり組織文化が、現在

でも日本の製造業の至るところで見られる。我々が懸念するのは、工場から付加価値が無

くなる経営環境が他の多くの産業領域に急拡大している事実である。国の成長や雇用を担

うはずの環境・エネルギー産業はもとより、擦り合わせ型のモノづくりだから安心と言わ

れた（あるいは誤解した）産業でも、決して例外ではない。 

現在の日本に求められているのは、グローバル産業構造が図１の左から右側へ転換す

るメカニズムを理解して事前設計されるビジネスモデルと知財マネージメントであり、こ

れらが事前設計された上でのモノづくり経営である。既に紹介したように、この代表的な

事例を航空機産業のボーイング社や自動車産業のフォルクスワーゲン社に見ることができ

る。ここで共通するのは、企業と市場（特に調達市場）との境界の事前設計であり、そし

てまた境界から調達市場に繰り出す“伸びゆく手”の事前設計であった。 

 

（３）日本のＬＥＤ照明産業 

日本の照明器具産業は、これまで国内市場に閉じたビジネスであった。電球ランプや

蛍光灯に代って次世代を担う日本の LED 照明も、まだ日本市場に閉じたビジネスが中心で

ある。2009 年ころから国内で市場が立ち上がり、2010 年に 1,000 万個、2011 年には更に

2,700 万個となって大量普及の軌道に乗った。2010 年の時点で比較すれば、アメリカとヨ

ーロッパがそれぞれ 300~400 万個であり、日本市場の１/3 に過ぎない。78 この傾向は 2002

                                                                                                                                                     
なった。本国社員が対応する場合でも、遠隔カメラを使用しているので、ある程度のレベル

までは本国から遠隔で不良やトラブル品の対処ができる。このような自動車の組み立てであ

っても、現代自動車は品質でも決して先進国 OEM に劣っていない。 
77 DVD でグローバル市場から撤退を繰り返した日本企業は、その教訓を Blu-ray に反映させたも

のの、基本思想は技術の囲い込み、すなわち Close & Close 戦略の徹底であった。いわゆる

Open (普及)& Close（収益）の２重構造では無く Close & Close なので、Blu-ray は主に日本

国内でしか普及していない。 
78 LED 照明に関する市場データは社団法人日本電球工業会の竹内専務理事にご提供頂いた。 



年ころの液晶テレビと同じであり、テレビの事例を当てはめれば LED 照明ビジネスの主戦

場が 数年以内に海外市場へシフトする。 
もし LED 照明産業であっても液晶テレビと同じようにビジネス・エコシステム型（図

１右）へ転換し、材料・デバイス（サファイヤ/GaN 基板、チップ、蛍光体、パッケージ部

材）や光源要素（LED パッケージ、LED モジュール）およびこれらの量産装置などが大量

に流通するようになるのであれば、液晶テレビと類似の産業モデルがグローバル市場で形

成される可能性が非常に高い。79 
特にキャッチアップ型の途上国企業の場合は、全ての技術体系を内部に持たないので、

日本が擦り合わせブラックボックス型の技術と思う領域であっても、これを強制的にモジ

ュールの単純組合せへ転換させてから市場参入する。80 ここから LED 照明産業が必ずグ

ローバル市場でビジネス・エコシステム方へ転換する。初期のステージでは確かに LED の

性能や寿命で劣るがすぐ日本企業に追いく。そして比較優位を人為的に作り出す産業政策

に支えられながら、規模の経済がもたらす低コストを前面に出して途上国がグローバル市

場を席巻する。 
これは液晶テレビだけでなく、太陽光発電やリチュームイオン電池が辿った道でもあ

った。この教訓を活かしながら、技術で優る日本の LED 産業がグローバル市場で勝つため

に、我々はどんな仕掛けを準備しなければならないのだろうか。 
結論を先取りすれば、LED 照明産業でもビジネス・エコシステム型のグローバル市場

が必ず出現することを前提に、まず第一にフルセット自前主義を捨て、企業と市場の境界

設定という経営思想をビジネス組織の中に取り込まなければならない。 
第二に、圧倒的な技術優位性のあるセグメントを選んで差別化領域（Closed の自社領

域）を定め、これを調達市場（Open なサプライチェーン）から峻別する、という先手必勝

の位置取り戦略を徹底させなければならない。そして第三に、ビジネス・エコシステムと

いう産業構造で大量普及と高収益を同時実現させる、経営者の“伸び行く手”の仕掛けを

構築しなければならない。81  
                                                   
79有機 EL 照明のケースでは、機能材料とその製造法という日本型モノづくりが競争力の源泉に

なる。もし現時点でもなお圧倒的な技術優位性が日本に残っているのであれば、すぐに先手必

勝の位置取り戦略を事前設計し、これを支える知財マネージメントを事前設計すべきである。 

 一部の機能材料を除いてもう遅いのではないか。 
80 いわゆる擦り合わせ型といわれる製品の技術体系を、自らの力で技術モジュールの組合せへ 

転換できるのは、高度な技術知識が蓄積され、人材も育成された企業であり、現在では韓国

の大手企業がこれに当たる。韓国の大手企業であっても、1990 年代までなら、現在の台湾や

中国と同じように、ブラックボックス型の技術モジュールを日本から調達して完成品のビジ

ネスを担っていた。それ以外に市場参入のチャンスが無かったのである。高いコストの日本

製部品を使ってグローバル市場で競争力を持つには技術以外の経営オペレーションや国の制

度設計を駆使してトータルなビジネスコストを下げればよい。あるいは日本企業がいない途

上国の市場で集中すればよい。現在の韓国企業が持つグローバル市場の競争力が生まれた背

景が、ここにあった。韓国企業が現在でもこの成功体験を、他の多くの産業領域へ適用され

ている。 
81 小川(2011a)を参照。 



                                                                                                                                                     
「伸びゆく手」という表現は、牧歌的な「消えゆく手」（ラングロア、2011）への疑問として

提案している。これについては４章 4.2 の脚注でも紹介する。 

“消えゆく手”と表現されるような産業構造がアメリカで大規模に顕在化したのが 1980 年

代のパソコン産業である。 もしラングロアが IBM-PC を念頭に置いて“消えゆく手”を語っ

ているのであれば、市場に厚みが出たから“消えゆく手”へ移行した（ラングロア、2011,p.154）

のでは無い。表面的に見れは、デジタル化やオープン標準化によって手が消えたように見え

るが、手が消えたのではなく、知財マネージメントによって“伸びゆく手”へ転換させてい

たのである（小川、2009 の 5 章、14 章）。この意味で、パソコン産業が 1980 年代の後半から、

少なくとも表面的には、市場取引を通じてコーティネートされるようになった（ラングロア、

2011,p.135）ように見えるが、市場取引によるコーディネートは 1970 年代のミニコン産業で

もすでに起きていた。そしてパソコン産業にもミニコン産業にも、最初から巨大な“見える

手”が存在しなかった。 

またパソコン産業の実態を “価格メカニズムや市場取引”、という牧歌的な表現で記述す

るのは間違いである。パソコン市場では、確かに 1980 年代の中期までなら“消えゆく手”も

実市場で観察されたが、1980 年代の後半からマイクロソフトやインテルの強力な“経営者の

伸びゆく手”が価格メカニズムの機能をコントロールしていた。その背後に強力な知財マネ

ージメントがあった。この意味でもラングロアは現実の市場を理解していない。 

ラングロアは、アダム・スミスの“見えざる手”やチャンドラーの“見える手”を踏まえ

て“消えゆく手”に至ったと思うが、ラングロア的な“消えゆく手”に象徴される経営環境

が日本で最も大規模に現れたのが、DVD やデジタルテレビであるという意味で、ラングロアの

仮説は、日本のエレクトニクス産業で起きたケースでならよく当てはまるのではないか。こ

れらの企業は、1970 年代から 1980 年代のアメリカ IBM と同じフルセット垂直統合型の企業制

度を維持していたからである。“消えゆく手”と“伸びゆく手”の形成メカニズム、およびこ

れらとビジネス・エコシステムとの関係を正しく理解しなければ、日本の大手エレクトロニ

クス企業が 1980 年代後半の IBM と同じ状況に置かれている事実を理解できず、そしてまたこ

こから脱出する為の正しい方向性を見いだせない。 

なお、1980 年代後半から 1990 年代にかけて興隆するインターネット産業や携帯電話産業な 

どには、最初から経営者の“見える手”が存在しなかった。分業によって市場が拡大するそ

のプロセスで、明らかに“伸びゆく手”の形成に成功した企業が、市場経済が機能するオー

プン環境で圧倒的な競争優位を築いたのである。また 2000 年代に興隆する Apple も、明らか

に最初からビジネス・エコシステム型の産業構造を前提にし、ここで自社のブラックボック

ス領域からオープン市場へ強力な“伸びゆく手”を形成するメカニズムによって圧倒的な競

争優位を完成させている。本稿の１章 1.2 節（２）を参照。詳細は別稿に譲りたい。 

21 世紀の我々が目にするビジネス・エコシステムには、最初からその産業全体をコーデネ

ートするような、巨大な“見える手”は存在していない。ビジネス・エコシステムを構成す

る個々の企業群がネットワーク外部性やプラットフォームを介して結ばれながら、一体にな

って市場（需要）を拡大させ、同時に多種多様な“伸びゆく手”を出し合って競争する場に

なっている。ビジネス・エコシステムに参加する世界中の企業が（経営者が）、自社優位の位

置取りと自社優位の産業モデル形成を競い合っている、と言い換えてもよい。競い合うプロ

セスで、オープン環境に向けた強力な“伸びゆく手”の構築に成功した企業が、その市場の

主役となる。 

“伸びゆく手”のメカニズムは、途上国の自動車メーカを対象に構築したボッシュの Full 

Turn Key Solution プラットフォームにも見ることができる。さらには航空機の産業に見る欧

米の巨大メーカであっても、世界中のサプライヤーを相手に構築したサプライチェーン・シ

ステムの至るところに、目に見えない強力な“伸びゆく手”が隠されている。自動車産業や

航空機産業の“伸びゆく手”は、パソコンや停滞電話、液晶テレビのようなオープン環境で

は無く、自社とそのグループ企業がクローズドな経営環境の中でビジネス・エコシステムが

形成されているので、これを“擦り合わせ型”と誤解する人もいるようである。 



例えば、自社の差別化領域を起点にしたプラットフォーム形成やネットワーク外部性

の形成が特に重要である。そして最後に、圧倒的に優位な知財を武器にして、自社優位の

位置取りと“伸びゆく手”をオープンなグローバル市場で安定化させるための知財マネー

ジメントを、事前設計しなければならない。82 

  
2 ビジネス・エコシステムを前提にしたビジネスモデル・知財マネージメント 

デジタル化と国際標準化が生み出すビジネス・エコシステム型の産業構造になると、日 
本企業が何度も市場撤退を繰り返すことは先に述べた。新たなビジネスモデルや知財マネ

ージメントが他国によって先に仕組まれたためである。国際標準化は、巨大市場を瞬時に

生み出して世界経済を活性化させる。したがって世界中の国々が、国際標準化を競争政策

の基本ツールに据えて推進し、国際標準化をビジネスモデルの中心に据える企業が急増し

ている。 
我々は、ビジネス・エコシステム型の産業構造が海外企業によって先に構築される現

実を放置せず、先手必勝の位置取り戦略を、技術力やモノづくり力と知財を武器に事前設

計しなければならない。日本の LED 照明産業も、デジタルテレビの教訓を踏まえながら、

LED の技術イノベーション成果がグローバル市場の競争優位へ転換される仕掛けを、自ら

の手で創り出さなければならない。これがあって初めて、日本の誠実なモノづくりが LED
産業を介して、グローバル市場の経済的な価値へ転換され、雇用な経済成長に結びつく。 

リニアーモデルを暗黙の内に仮定した供給サイドのモノづくり、すなわち低コストで

歩留まりの良い生産を追求する生産技術や高品質を追求する工場主導型のモノつくり思想

は、単なる必要条件に過ぎなくなった。需要サイド、すなわち市場サイドに立つビジネス

思想としての“伸びゆく手”の仕掛けを形成する為のビジネスモデルや知財マネージメン

トを、モノづくりと同等以上に重視しなければならない。 
再度繰り返すが、図２の右側へ瞬時にシフトする産業では、“伸びゆく手”の形成の無

くしてモノづくりの成果が雇用にも経済成長にも寄与しない。 
 
実は欧米企業だけでなく、日本企業の中にも国際標準化中で Open と Close を事前設計

し（Open or Close ではない）、巨大市場の興隆を自社の収益に結び付ける“伸びゆく手”

の仕掛け作りに成功した企業がたくさんあった。以下に、成功した企業に共通する位置取

り戦略を、第一モデルおよび第二モデルとして紹介したい。 
 

２．１ 第一ビジネスモデル  

境界設計と境界の設定にオープンな国際標準化を経営ツールとして活用する場合は、

                                                   
82 もし固体の LED 照明で圧倒的な技術優位性が既に崩れているのであれば、ブラックボックス

的な製造技術が非常に多いフレッキシブル型の LED 照明産業に技術と知財を集中させるべき

である。フレッキシブル型なら技術伝播を日本企業の手でコントロール可能であるという意味

で、日本の技術優位を活かすビジネス・エコシステムを事前設計し易い。 



これを標準化第一モデルと呼ぶ。83 その起点は自社（自国）と市場の境界を事前に設計す

ることである。実ビジネスで機能するビジネスモデルとして事前設計すべき時期は、圧倒

的な技術優位性・情報優位性が維持されている時点でなければならない。 
もし現在の日本が LED 技術で圧倒的な技術的優位性を持ち、技術とその産業構造に関

する情報が国内に留まっているのであれば、オープンなビジネス・エコシステムの中の特

定セグメントを他国よりも先に選択しなければならない。そして、その前提としてのビジ

ネス・エコシステムの構造さえも、グローバル市場で日本企業に有利になる方向へ、事前

設計しなければならない。これが先手必勝の位置取り戦略であり、図５で標準化第一モデ

ルとして要約した。 

図５ 第一モデル

１．自社/自国のイノベーションが生み出す付加価値
（ﾌﾞﾗｯｸﾎﾞｯｸｽ）領域を、以下のプロセスで大量普及

させる経営ツール/政策ツールである：
１）技術優位と知財を起点に自社のブラックボックス領域と市場

の境界を事前設計し、
２）ブラックボックスの外部ｲﾝﾀﾌｪｰｽ（仕様）だけをオープン化

して誰でも簡単に使える汎用品に転換させ、 and/or 
３）性能/機能/品質/安全性などの、測定法・評価法だけを

自国（自社）の技術・知財の枠組みでｵｰﾌﾟﾝ標準化しながら
公開するが、知財権は堅持し、

４）性能/機能/品質/安全性の認証機関を主導することによって
付加価値を高く維持したまま大量普及させる

２．技術進化を常に主導してブラック・ボックス領域の
維持・拡大を図る経営ツール/政策ツールである。

  
逆に、もしこれまでと同じ伝統的なビジネスモデルに固執しているあいだに LED 照明 

ビジネスの主戦場が海外市場へシフトし、産業モデルが他国企業によって先に形成されて

しまうのであれば、日本優位に位置取りし直すことは不可能である。一旦、産業モデルが

グローバル市場に形成されてしまえば、10 年から 20 年に渡って維持されるのがこれまでの

通例だからである。このようなケースでは、これまでの事例と同じように隷属的な価格競

争を強いられ、何度もガラパゴス島へ引き返すことになるであろう。 
 

２．２ 第二ビジネスモデル：84 伸びゆく手の形成メカニズム 

先に紹介した第一モデルは、単に自社優位の市場セグメントを選んで集中するとい 

                                                   
83 標準化第一モデルの体系と事例は小川（2009）の４章を参照 
84 第二モデルの体系と事例は小川（2009）の４章および５章から 10章までの多くの事例を参照。 



う守りの位置取り戦略であった。例え日本企業が国際標準化を主導してブラックボック

ス領域（自社）とオープン領域（市場）を事前設計しても、図５のモデルだけで大量普

及と高収益の同時実現が必ずしも可能にならない。例え可能であっても、受け身の姿勢

で位置取りなので、利益率は非常に低い。 

同時実現を可能にするのは、標準化によって生まれるオープンなビジネス・エコシス 
テムに対して、自社のブラックボックス領域から強い影響力を持たせる攻めの仕掛け作り

である。この仕掛けが経営者（企業）による“伸びゆく手”の形成であり、“伸びゆく手”

の事前設計を、第二モデルとして図６に要約し、図７で一般化した。85 
 

  3

１．基幹部品・材料を核にブラックボックス型の
１）Turn-Key-Solutionを構築し、特に技術蓄積の少ない途上国

企業へビジネスチャンスを与え、比較優位の国際分業によって
２）自らも成長する仕掛け作りの経営ツール

２．ブラックボックス領域の内部から技術モジュールとの
インタフェース（外部仕様）の進化の方向を主導し、
知財マネージメントと組み合わせながら、
１）標準化された領域の市場をコントロールする仕掛けを作って、
２）大量普及と高収益を同時実現させる経営ツール

３）ブラックボックス領域内の技術優位性を、技術革新に
よって常に維持し
１）常に産業全体の市場拡大を主導してエコシステムを維持拡大

させる経営ツール

図６ 第二モデル

大量普及と市場独占・高収益の同時実現
 

 
これをインテルのモデルで解説したのが図７である。図７の左上が、技術開発の成果

として生まれる技術知識をブラックボックス化する領域であり、右下が国際標準化によっ

て瞬時に技術が伝播して生まれたオープン環境の巨大市場である。ブラックボックス領域

からオープン市場に、すなわちインテルの事例で言えばパソコンというオープンで巨大な

完成品市場に強い影響力を持たせる“伸びゆく手”の仕掛けが、図７の中央部に位置取り

される。 
これを LED 産業に翻訳すれば、経営者がビジネス・エコシステムをコントロールする

仕組みとしての“伸びゆく手”が形成されてはじめて、日本の技術力・モノづくり力（７

５の左上）が付加価値の詰ったブラックボックス型技術のままで（高い利益率を維持して）

オープン市場（図７の右下）へ大量普及させ、その産業の雇用と成長（GDP）に寄与させ

                                                   
85 固体 LED 照明は既にビジネスが大規模にはじまっており、しかも日本の２社を含む世界の大

手５社が重要特許の 80％を握ってライセンスしている。 また技術モジュールのインタフェ

ースがオープン標準化される機運にない。したがって、ここで記述するビジネスモデルをその

まま適用するには、相当のパワーと仕掛けが必要である。この意味え本節では、一般論として

のビジネスモデルを紹介する。 



ることができる。 
今後の LED 照明産業は、①材料・デバイス（サファイヤ基板/GaN 基板、チップ、蛍

光体、パッケージ部材）、②光源要素（LED パッケージ、LED モジュール）、③これらの量

産装置、④光源（ライトエンジン、ランプなど）、⑤照明機器、⑥サービス（販売チャネル、

LED 特有の照明ソリューション）へとビジネス・エコシステムが広がって行く。86 した

がってそれぞれの企業がサプライチェーンのどの位置にいるかによって、ブラックボック

スに位置付ける技術モジュールも変わり、経営者が担う“伸びゆく手”の仕組みも全く変

わる。 
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もし①の機能材料で圧倒的な競争力を持ちたいのであれば、DVD デスクの記録材料に

おける三菱化学のモデルや半導体のHighK材料(ハフニューム合金)に見る IBMのモデルが、

日本企業にとって最も参考になるであろう。③の製造装置であれば、半導体製造装置の東

京エレクトロンや半導体露光機の ASML 社が完成させたモデルが参考になる。 
もし④のライトエンジン型のビジネスに集中する企業であれば、パソコンにおけるイ

ンテルのモデルや DVD プレイヤーにおける三洋電機のモデル、そして帯電話におけるクア

ルコムやメディアテックのモデルから、多くの定石を見つけることができる。 
もし⑥であれば、iPod/iPhone/iPad の Apple モデルや携帯電話のノキアのモデルが,

ブラックボックス構築や“伸びゆく手”形成の定石を考える上で極めて重要である。特に

                                                   
86 ここでは固体照明としての LED のケースを記述しているが、有機 EL 照明産業のケースであっ

ても,①から⑥の細部は異なるものの、基本的な考え方は同じである。 



Apple 型の多層レイヤーに跨る価値形成のメカニズムは、LED 特有のサービス・ビジネス

を将来のグローバル市場に展開する上で不可欠ではないか。87 
 

ここで改めて強調したいのは、ビジネス上の仕掛けを事前設計するには、独自技術あ

るいは技術情報で、圧倒的な優位性・情報優位を維持できる段階であって、しかもビジネ

ス・エコシステム型産業の将来構造を俯瞰できる軍師的な人財が必要になる、という点で

ある。しかしながら天才的な大軍師が必須というわけではない。身近な人財を小軍師集団

へ養成することから始めればよい。 
それにはまず、上記に挙げた勝ちパターン形成の定石を学び、ビジネス・エコシス

テムで自社の位置取りを（自社と市場の境界を）定めながら、図７左上のブラックボッ

クス領域を選択しなければならない。その上で更に図７の中央部に位置取りされた“伸

びゆく手”の仕掛けを事前設計しなければならない。この事前設計を、たとえば国際標準

化を境界設計/境界設定ツ－ルと位置付け、主導する経験を何度も繰り返すことによっ

て、はじめて軍師集団が養成され、大量普及と高収益の同時実現に向けた第一歩を踏み

出すことができる。 

 
２．３ ビジネス・エコシステムの中の知財マネージメントおよび、“伸びゆく手”形成を

担う軍師型知財人財の育成  88 

 

（１）技術やモノづくりを市場価値へ転換させる知財マネージメント時代の登場 

グローバル市場でコモディティー化すればするほど大量普及と高収益を同時実現させ

るのが、企業のブラックボックス側（Close）から Open 市場側に対して強い影響力を持た

せる、経営者の“伸びゆく手”形成であることは先に述べた。知財マネージメントは、こ

の仕掛けをオープンなグローバル市場で安定化させる役割を担う。国際標準化が必ずビジ

ネス・エコシステム型の産業を作るという意味で、“伸びゆく手”を支える知財マネージメ

ントは、国際標準化と表裏一体になって使う経営ツールでなければならない。 
優れた知財マネージメントが伴わないままでビジネス・エコシステム型の産業構造に

遭遇すると、例え技術や知財で、そしてモノづくりで優る巨大企業であっても市場撤退へ

の道を歩む事例は、特に伝統的な企業で数多く観察された。 例えば DVD は、技術で圧倒

的な優位に立ち、そして国際標準化だけを見れば完全な成功事例ではあったが、知財マネ

ージメントの混乱がグローバルビジネスとしての DVD 事業を失墜させた。89 

                                                   
87 これらの一部が、小川(2008)、および小川(2009)の３章（三洋電機）、４章（インテルル）、

７章と１３章（ノキア）および９章（三菱化学）、で紹介されている。東京エレクトロンや ASML,

およびアップルを含む他のモデルについては別稿で紹介する。 
88 知財マネージメントの体系の概要については、小川(2011b)を参照のこと。 
89 VTR は基本的にアナログ技術が中心であり、そしてまた日本企業同士の競争である。一方、デ

ジタル型製品である DVD の場合は、流通する技術モジュールが瞬時に伝播/着床するので、日



また VTR でソニーのベータ方式が劣勢に立った主たる要因は、後になって松下電器

が繰り返し主張した技術力にあったのでは決してない。技術以前の知財マネージメントに

あったのである。当時のソニーが VTR ビジネスで知財マネージメントによって劣勢に立つ

姿は、IBM がパソコンで市場シェアを急速に落とした知財マネージメントの失敗と同じだ

ったのである。90 
2010 年代の日本では、このような経営環境がリチュームイオン電池や太陽光発電セル

という非デジタル型のデバイスでも顕在化している。知財は、特許の数や質では決して無

く、その使い方こそが実ビジネスの成否を左右する。産業構造が図２の右側へ瞬時に変わ

る製品領域では、知財マネージメントが伴ってはじめて技術イノベーションの成果やモノ

づくり力をグローバル市場の付加価値へ転換させることができる。すなわちその産業が国

の雇用や成長に寄与できるのである。これを改めて強調したい。 
 

（２）軍師型知財人財の育成に向けて 

それでは、LED 照明産業を念頭に置いた知財マネージメント人財を、どのようにして育

成すればよいであろうか。まず LED 照明とその関連事業に携わる知財スタッフは、２章の

２．２で繰り返し述べたように、図２の左側に位置取りされる製品の伝統的な知財マネー

ジメントと、図２の右側に位置取りされるビジネス・エコシステム環境での知財マネージ

メントを峻別しなければならない。 

                                                                                                                                                     
本企業とキャッチアップ型アジア企業との競争となる。 

しかしながら DVD の基幹技術モジュール（LSI Chipset や光ピックアップ、ディスクの製造

装置など）に DVD フォーマットと関連付ける特許や著作権が刷り込まれていなかった。そし

て基幹部品の流通をコントロールする仕組みはもとより、基幹部品側の技術イノベーション

を完成品としての DVD側からコントロールするメカニズムが最初から考慮されていなかった。

知財に関するポリスファンクションも、実ビジネスで機能するものでなかった。 

VTR と DVD の違いを論じるにあたって、技術の伝播スピードはもとより、クロスライセンス

がトータルなビジネスコストに与える影響も、また日本とアジア諸国とのビジネス制度設計

の違いも、アジア企業とのコスト競争という視点から議論された形跡がない。逆にアナログ

時代の VTR の成功体験がそのままデジタル時代を象徴する DVDに、そのまま踏襲されていた。

この教訓を今後に活かすために、後知恵との批判を覚悟でここに私見を述べたい。 
90 小川(2011b)を参照。ソニーは自社方式を普及させるために重要特を 1970 年代中期にビクタ

ーなどへ公開しており、VHS 方式の基本技術にもこの特許が取り込待てていた。日本ビクター

はこれによって自社の独自技術を、完成品としての VTR 事業に結びつけることができた。完成

品としての VTR は多種多様な特許で構成されているが、日本ビクターは VHS 方式の基本特許は

もつものの、これだけでは完成品ビジネスへ参入できない。ソニーから公開された多数の特許

を使わなければならなかったのである。この意味でソニーは、VHS 陣営から得る特許収入とい

う視点では少なからぬ恩恵を受けている。 

これらの詳細は別稿に譲るが、日本ビクターなどへ知財を公開した行為そのものが結果的

にソニーを VTR という巨大ビジネスから敗退させる主因だった。当時のソニーとビクターの

関係は、2000 年代の日本企業と韓国企業の関係にそのまま当てはまる。過去２０年以上に渡

る韓国企業の知財戦略は徹底したクロスライセンス追求であったが、これは戦後のアメリカ

企業と日本企業の関係も同じであった。日本企業が基本特許を持っていなかったからである。 



その上で更に、２章２．２節の①、②、③、④、⑤、⑥に至るセグメントの中から自

社が集中すべき領域（あるいは領域群）を選択し、自社にとって差別化（Close）すべき技

術領域と普及（Open）させるべき技術領域をリストアップしなければならない。 

このような Open and Close（Open or Close ではない）の戦略策定では、トータルな

ビジネス構造を俯瞰しながら議論しなければならないので、知財や契約を担うチームが、

製品開発、事業企画、モノづくり企画、国際標準化や認証および販売企画のチームと、組

織横断型のタスクフォースを作り、専門的な知恵を出し合いながら LED 照明ビジネスの知

財マネージメントを共有しなければならない。 

例えばタスクフォースは、以下の視点から議論をはじめると知財マネージメントが事

業戦略として共有され易く、軍師型の人財が効果的に育成されるのではないか。 

 

１． そもそもなぜ日本企業が、なぜ海外企業が？ 

１）日本企業は、なぜ数多くの特許を取っても勝てないのか  

     そもそもなぜ日本企業は多量の特許を出願するのか？ 

トータルなビジネス構造の中に特許の役割が正しく位置付けられているのか。 

事業で勝つためではなく,知財の知財による知財のための知財管理になっていない 

か。これを皆でもう一度議論しよう。  

２）中国も韓国もなぜ特許を増産しているのか、1970 年代までの日本と同じ状況に置かれ 

ているのではないか。 

もしそうなら、当時の我々が考えたことをもう一度整理し、中国企業や韓国の企業に 

どう対峙すればよいかを、皆で議論しよう。 

３） ところでアップルは毎年 100～200 件くらいしか特許を登録してこなかった。 

非常に少ない特許数でグローバル市場を合法的に独占できている。 

なぜアップルにできて日本企業にできないのか、 

またアップルは携帯電話関連の特許を全くもっていないのに、iPhone やスマー 

トフォンのビジネスに参入して圧倒的な市場シェアを持つ。パテント・トロールや 

競争相手に訴えられてはいるが、アップル優位が崩れそうにない。 

なぜアップルでこれが可能なんなろうか。このメカニズムをぜひ理解して我が社も

活用し、新規市場へ参入したい。これを皆で議論しよう。 

４） アメリカでなぜ特許の価格が急上昇するのか。多くの日本企業は決算期になると特許

を売りに出し、結果的に安売りをしている。 

特許を売りに出す価格は、長期の累積研究開発投資から下限を決めるべき。すくなく

ともコア事業以外の特許は、決算期ではなく、特許本来の価値を見直して戦略的に売

りにだしたい。どうすればよいか、皆で考えよう。 

 

２．我が社の立ち位置と方向性の確認 



１）我が社は常に図２の左側でないと勝てない。例え右側へシフトする可能性があって

も、その兆候をとらえて常に左側へ引き戻す仕組みを構築したい。具体的にどうす

ればよいかを皆で議論しよう。日本のデジタルカメラ産業 91 やコンデンサーなどの

部品や素材産業 92 が参考になるのではないか。これらの事例を我が社の製品に応用

してみよう。 

２）我が社の製品の位置取りが図１の左側なのかあるいは右側なのか。現在のところ左

側であっても、すぐに右側へシフトする可能性が高いのであれば、これをどんな兆

候を見て判断すればよいだろうか。 

もし他社に先んじて兆候を見つけることができれば、我が社が先手を取って右側

へシフトさせ、他社に先んじてビジネス・エコシステムの効用を活用し、普及と高

収益を同時に実現させる仕組みを自社優位に構築したい。具体的にどうすればよい

か、皆で議論しよう。ここに知財をどのように活用すればよいかも、皆で議論しよ

う。 

３）我が社の製品は、自動車と同じように、機械的な特性を使う技術モジュールを複合

的に組合せた、いわゆる擦り合わせ型の巨大な技術体系で構築されていと信じてい

た。しかしながら多くの途上国企業がコストを武器に市場参入し、我が社のシェア

が毎年落ちてきた。93 その行く末は見えているので先手を打とう。 

擦り合わせ型と思いこんでいた自社製品を自らの手でモジュール化し、途上国の

低コスト部品を使いながら、我が社が蓄積したモノづくりのノウハウを、全体最適

としての完成品の付加価値アップへつなげたい。94 

それにはコンピュータによるシミュレーション技術を使って最適モジュールを設

計し、モジュールの組合せだけで適地良品や適地適価の完成品を作りたい。どうす

ればよいか皆で考えよう。スーパーコンピュータを活用したモノづくりは、フォル

クスワーゲンや日産、あるいは航空機産業のボーイング社の取り組みが参考になる。 

彼らは例外無く、製品機能・性能・安全性・品質を左右するごく僅かのコア技術

だけを徹底して内製するが、他の大部分を他社と共同開発するかあるいは市場から

調達する。調達時の知財マネージメントはアップルの事例が参考になる。我々はど

こまでやれるかを皆で考えてみよう。 

 

３．我が社と市場の境界設計 

                                                   
91 小川(2009)の２章２節および８章 
92 小川(2009)の４章３．１節 
93 金型や工作機械はもとより、Ａ４型複合機やエアコン（特に中国市場）で、日本企業が 2007

年ころから急速にシェアを下げはじめた。エアコンでダイキンだけが唯一大躍進している。 
94 たとえば,2000 年ころから中国の低コストインフラを徹底活用したホンダのオートバイや、Ａ

ASEAN の低コストインフラを使うトヨタの自動車（2006 年以降の IMV）,そして中国の低コス

トインフラを徹底して活用するダイキン工業のエアコン（2009 年以降）が、その代表的な成

功事例である。 



１）必ず図２の右側へすぐシフトするのなら、あるいは国際標準化が介在するのなら、 

グローバル市場にオープンなビジネス・エコシステム型の産業構造を作るのだから、

我が社と市場の境界を事前に設計しなければならない。 

技術、知財、組織能力、チャネル、ブランド、そして日本という国のビジネス制

度を勘案すると、トータルなビジネス構造の中のどこを我が社の境界にすべきなの

か、これを皆で議論しよう。こでは欧州の携帯電話産業 95 や日本のデジタルカメラ

産業が、そして日本のオートバイ産業（特にホンダ）が参考になるのではないか。 

 ２）我が社のこの製品も必ずオープンなビジネス・エコシステム型へ転換し、自前主義

が通用しなくなる。これが分かっているのだから、 我が社の技術ノウハウや特許が

集中している領域だけは徹底したブラックボックスにして守りたい。この視点から

考えて、欠けている特許がないかどうかを特許マップでチェックし、ここへどんな

特許を新たに出願すればよいか、あるいは出願すべきでないかを皆で議論しよう 

３）我が社のコア技術が機能材料なので物質特許としての基本特許は持つが、もう５年

すれば特許権が切れる。切れても技術力を高めて新規の応用市場を自ら提案すれば、

ここで新規参入者に差別化できる。しかしそれだけでは不十分であり、基本特許と

相互依存性を持つ周辺特許を万遍なく取って複合化したプラットフォームを形成し、

我が社と市場の境界を拡大したい。 

そうすれば更に大きな付加価値を我が社に取り込むことさえできる。また相互依

存性を持たせれば周辺特許の方からコア技術を守ることも可能になる。どんな特許

をどこに集中して出せばよいか、皆で考えよう。インテルの知財マネージメントが

参考になるのではないか。 

４）我が社のこの製品を、技術ノウハウや知財が集中している領域を徹底した  

  ブラックボックスにして守りたい。  

  ・まずは３ＰＬ Advisors のツールで、自社と競合企業の重要特許を見える化  

   しよう。  

   ・次に自社と市場の境界を設計する上で欠けている特許がないかどうかを  

   特許マップでチェックし、境界拡張の為にどんな特許を新たに出願すべきか  

   あるいは出願すべきでないかを皆で議論しよう。  

 

４．Open & Close 戦略を駆使した我が社の“伸びゆく手”形成 

１）我が社の独自技術（ブラックボックス領域）と相手側の技術をオープンなインタフ 

ェースで繋ぐ仕組みに市場支配のメカニズムが生まれるのだから、ブラックボック 

スの外部インタフェースおよび、インタフェースを介して繋ぐ仕組みへ特許を集中 

させ、ビジネス・エコシステムの中の“伸びゆく手”を形成したい。どんな特許 

が考えられるか皆で議論しよう。 

                                                   
95 小川(2009)の７章、１４章 



クローズド・インタフェースでは航空機産業や自動車、オートバイ産業が、またオー

プン・インタフェースであれば、ヨーロッパ携帯電話のノキアやインターネットのシ

スコシステムズの事例、96  そして特にこれがソフトウエアであれば、アドビ PDF の

事例が参考になるのではないか。97 

２）我が社のコア技術は機能材料だが材料単体では売上も利益も小さい。原価は 1000 円だ

がこれを 10,000 円以上で売りたい。そのためには、この材料が必須となる製品を作る

製造プラントの主要工程にこの材料を刷り込んで相互依存性を持たせ、製造レシピと

一体にした Full Turn Key Solution の製造プラットフォームを構築したい。 

製造プラットフォームができればアジア諸国企業へ向けた強力な“伸びゆく手”

を形成できるはず。どうすればよいかを皆で考えよう。三菱化学の事例が参考にな

るのではないか。98 

 

５．世界の知恵を我が社へ引き寄せる 

１）産業構造がオープンなビジネス・エコシステム型になれば、世界中のいたるとこ ろ

で自律分散型のイノベーションが起きる。世界中のイノベーション成果を我が社の

ビジネス領域に引き寄せるには、我が社の技術領域をプラットフォーム化してネッ

トワーク外部性の力を発揮させなければならない。それにはプラットフォームの外

部インタフェースとその関連技術を世界中の人々へ公開したい。 

また同時に、インタフェースに刷り込んだ知財権を放棄しないで技術進化（ロー

ドマップ）の方向性を主導し、自社が決定的に優位になるように“伸びゆく手”を

安定化させたい。そのためにはどの技術領域でどのような契約マネージメントにす

ればよいかを皆で考えよう。パソコン産業 やインターネット、携帯電話に多数の事

例がある。99 

 

６．世界のモノづくり工場を我が社のバーチャル工場にする 

１）自社と調達市場の境界に知財を集中させながら知恵を絞れば、世界中のサプライヤ

ーをあたかも自社の専用工場のように位置付け、オープン環境の垂直統合モデルを

作り出せる。それにはどんな知財マネージメントや契約マネージメントが必要にな

るか、さらにはどんな認証マネージメントが必要かを、皆で考えよう。100 

アップルの事例が最も参考になるのではないか。 

２）現在アップルとサムソンが、欧州をはじめ多くの地域で差し止め訴訟を繰り返して

いる。例えばここで、もしアップルの訴えが退かれてサムソンがクロスライセンス

                                                   
96 小川(2009)の６章、１４章 
97 小川(2009)の４章３．１節 
98 小川(2009)の９章 
99 小川(2009)の５章、１４章 
100 認証マネージメントについては本稿の３章に纏めた。 



に持ち込めるようになると、アップル型のオープン垂直統合モデルがどのように変

わり、アップルにどんな影響を与えるか、皆んなで考えよう。 

そして、なぜサムソンが過去２０年以上に渡ってクロスライセンス戦略を徹底して

きたのかを、皆で考えよう。ここに日本のエレクトロニクス産業が韓国に勝てなく

なった理由があるのだから。 

 

７．商品企画や開発の段階から先手必勝の位置取り戦略を考える 

１）ところで上記のいずれも我が社が技術と知財で圧倒的に優位にたっているのなら、

グローバル市場で自社優位のビジネス・エコシステム構造と勝ちパターンを、自由

自在に事前設計できる。さらにトータルなビジネス情報で圧倒的な非対象な状況に

あるのなら、エコシステムの中の自社の位置取りを（自社とオープン市場の境界を）、

国際的な標準化を主導して合法的に設定することができる。101 これに成功すれば

大量普及と高収益の同時実現が可能になるはず。 

まず自社が圧倒的に優位に立つ技術や製品を、皆で身近な事例からリストアップし、

ここからどんな位置取り戦略を先手必勝でやれるかを皆得考えてみよう。 

次にこれをさっさと決めてしまうために、国際的な標準化機関の場でどのように交

渉を主導すればよいか、皆で考えよう。 

２）技術や技術知識の優位性を自らの手で生み出すのは研究所であり、商品企画部門であ

る。102 我々が考えた方向性を研究所の幹部や商品企画の幹部へ提案し、グローバル市

場で大量普及と高収益の同時実現に向けたタスクフォースをスタートさせたい。具体

的にどうすればよいか、幹部の誰に相談すればよいか、皆で考えよう。 

 

以上は単に一例に過ぎず、それぞれの会社は複数のビジネスモデルを想定しながら独

自の設問を設定しなければならない。議論の経緯と結論がデータベースとして蓄積され、

実ビジネスで検証され、そして次のビジネスにフィードバックされる仕組みが出来上がれ

ば、“伸びゆく手”の仕掛けをグローバル市場で安定化させる知財マネージメント人財が、

軍師集団として育成される。 
したがって設問設定はもとより、タスクフォースの組み方やオペレーションも企業ノ

ウハウとなる。特に日本はトップランナーの仲間になったのだから、同じ産業（同業者）

よりも、むしろ異業種の成功モデルを学んで自社へ翻訳できる軍師が必ず必要。 

 

もし日本の LED 照明に携わる企業が２章 2.2 節の①や②が中心の企業であれば、現在

の組織能力の延長で多くの小軍師を養成することが可能であり、技術や知財を武器に第二

                                                   
101 デジタル型以外の製品では、インタフェース（境界）をオープン化しない事例が非常に多い。

基幹技術モジュールの結合インタフェースそのものが完成品設計と市場コントロール（伸びゆ

く手）形成のノウハウだからである。 
102 例えば、小川(2011d) 



モデルを展開しやすい。しかしながら、①から⑥までの多くを内部に持つフルセット統合

型企業の場合は、ビジネス・エコシステムや企業と市場の境界設計、という考え方が受け

入れ難い組織能力を持つ。したがって経営者が主導するトップダウン型の強力なマネージ

メント無くして第二モデルを具体化するのは困難である。103 
いずれにせよビジネス・エコシステムを構成するセグメントの何れかで、自社優位の

位置取り戦略を自ら実行しなければ、例えモノづくりや技術と知財で優っていても、勝ち

パターンを海外市場に構築することはできない。 
技術イノベーションも、モノづくりも、21 世紀を特徴付けるビジネス・エコシステム

型の産業構造では、企業と市場の境界設計と、これを起点にした知財マネージメントがあ

って初めて経済的な価値へ転換できるのである。また企業と市場の境界を設計することと

同義語の国際標準化も、契約マネージメントを含む統合的な知財マネージメント、そして

統合的な認証マネージメントが事前設計されなければ、経済的価値に結びつかない。事前

設計の無い国際標準化は牧歌的であって、国や企業の付加価値を瞬時に失しない。雇用が

失われるし国の経済成長に寄与しない。これがエレクトロニクス産業の教訓である。 
企業と市場の境界設計、知財マネージメント、契約マネージメント、そして次の３章

で紹介する認証マネージメントは、ハードパワーとしての日本のモノづくり技術体系をグ

ローバルなビジネス・エコシステムの中の市場の付加価値へ転換するソフトパワーなので

ある。 
 
3 試験法の国際標準化と認証が国や企業の競争優位に与える影響 

試験法の国際標準化は、度量衡のケースのように、これまで人間社会の共通ルールを

決める社会的な貢献という側面から語られてきた。しかしながら途上国の企業が先進技術

市場へ参入するようになる 21 世紀になると、試験法の国際標準化およびその結果を活用し

た国際基準の設定と認証システムが、国の競争政策や企業の競争戦略を考える上で非常に

重要な意味を持つようになった。 
認証とは、具体的な製品やサービスが特定の標準に適合していることを第三者が証明

することを言い、日本企業の誠実なモノつくりがグローバル市場のユーザから正当な評価

を得るための政策ツールや経営ツールとして、極めて重要な役割を担うようになった。104 
 

事例（１）：リチュームイオン電池 

例えば携帯電話に使われるリチュームイオン電池は、2002 年ころまで高い信頼性を誇

る日本製が圧倒的な市場シェアを持っていたが、アメリカ携帯電話の大手メーカがこれを

低価格の途上国製に切り替えためにシェアが急落した。しかしながら信頼性の試験法が標

                                                   
103 その代表的な事例が記録型 DVDデスクにおける三菱化学のモデルである（小川、2009の 9章）。 
104 野間口(2012)を参照のこと。 



準化されていなかったために品質管理が不完全となり、途上国の電池を使う携帯電話で危

険な事故が頻発した。 
ユーザの携帯電話離れを恐れたアメリカの携帯電話オペレータが、危険防止の為に信

頼性の試験方法と安全基準を IEEE の規格として定めると、途上国の製品が排除され、安

全性に優れた日本製品がアメリカで再び採用されるようになった。105 試験法を公的な標

準にすることによって高度な市場文化がアメリカに定着し、日本企業が営々と蓄積したモ

ノづくり力が市場価値へ転換されたのである。 
一方、非常に高い信頼性が要求される人工衛星用のリチュームイオン電池では、最初

から信頼性の試験法が開発されて製品寿命に関する高い基準が定められているので、日本

企業が追求する信頼性や品質が公的機関に評価されて市場価値に結びつき、世界で最も高

いシェアを維持している。106 
 
事例（２）：光触媒 

日本の TOTO が商品化した光触媒のケースでも、類似品が出て技術開発投資の成果が

企業収益に結びつかなくなる事態に直面した。光触媒は材料技術が中心であり、基本技術

はもとより、機能や性能を実現する技術も知財で守り易い。したがって後から追いかける

企業はこの技術を使わないで商品化せざるを得ないので、TOTO の光触媒に比べて機能・

性能・品質で劣る。放置すれば粗悪品が光触媒の市場文化を破壊する恐れがあった。107 
そこで TOTO が中心になって性能評価の為の試験法を提案し、これを国際標準にした。

しかしながら技術的に劣勢の多くの類似品メーカが高い性能基準の設定に強く反対し、高

度の市場文化を形成できない。この事態を打開する目的で、TOTO は光触媒の技術を世界

中の企業へライセンスして普及させ、ライセンシーと一体になりながら高い性能基準をデ

ファクト・スタンダードにして定着させせた。認証機関を作り、性能や品質を保証するロ

ゴマークを設定したのは言うまでもない。 
これによって粗悪品が排除されただけでなく、光触媒という新規技術に対する信頼感

が生まれて応用市場が拡大した。試験法の国際標準化、およびこれを用いた高い基準の設

定とその認証が、ここでも高度な市場文化を定着させる役割を担い、技術イノベーション

の成果が企業収益へ直結するようになった。性能や品質という目に見えない誠実なモノつ

くり技術へ市場価値を与えたのである。108 

                                                   
105 ただしその数年後には、途上国企業が新規の信頼性基準を満たせるようになっている。初期

の 1990 年代末までに日本企業が主導して測定法や基準・認証を国際ルールにしておくべきだ

ったのである。 
106 携帯電話の事例や宇宙衛星用の事例は、社団法人電池工業会の飯塚国際担当部長にお教え頂

いた。 
107 初期のころは、この多くが日本企業であった。TOTO が知財で技術をプロテクトできなかった

ら、国内で熾烈な価格競争が起き、TOTO のビジネスが自滅していた可能性もある。 
108 測定法の標準化が競争政策や事業戦略に大きな影響を与える背景は、野間口（2011）と(2012)

から引用した。 



  一般に、いかなる技術/製品であっても、その標準化に参加するのは、市場で競争しあ

う企業であり、国内市場でさえ合意形成が非常に難しい。この意味で TOTO の標準化事業

戦略、すなわちライセンス政策とリンクさせながらグローバル市場に定着なせた高い基準

のデファクトスタンダード戦略は、特記に値する。技術と知財で圧倒的に優位に立っては

じめてこのような知財マネージメントが可能になるという意味で、技術と知財で優る日本

企業が採るグローバル・ビジネス展開の方向性がここにあるのではないか。 
TOTO は他の多くの製品領域で類似の戦略を強化して、高い利益率を誇っている。技術

者のガンバリが、高度な知財マネージメントによって報いられた代表的な事例と言ってよ

い。 
 
事例（３）：太陽光発電 

しかしながら太陽光発電システムの場合は、日本企業の誠実なモノづくり技術が市場

価値に転換され難くなっている。 例えば日本の大手メーカの保証期間が 10 年と表示され

ているが、途上国から輸入されたものが 25 年であって、しかも価格が安い。  
試験法については既に IEC などで標準化されているが、これは最初の１０００時間程

度、すなわち初期故障を防ぐ機能しか持っていない。多くの研究者のＤＨ試験によれば、

性能が劣化し始めるのが３０００時間以降であった。 
信頼性の高い発電システム（特にモジュール）を正当に評価する試験法がまだ開発さ

れて無く、製品寿命の判定基準についてもまだ未整備なのである。信頼性を保証するため

の試験法が無く、公的な認証もないのであれば、品質や安全・安心に対して誠実に対応す

る日本企業の姿勢をエンドユーザに理解してもらえず、日本の誠実なモノづくりが市場価

値へ転換されない。悪貨が良貨を駆逐する故事を引用するまでもなく、国内市場ですら途

上国企業にシェアを奪われはじめた背景に上記の実態もあるのではないか。109   
 

事例（４）：ＬＥＤ照明 

 以上の視点で LED 照明器具を見ると、アメリカ市場に出回る製品では発光効率の実

測値がカタログ表示の 40％～70％しかない製品が多いと言われる（従来の蛍光灯ではカタ

ログ値と実測値が殆ど同じ）。また日本の国内市場に出荷された製品ですら、非常に多くの

ケースで実測値が公的な表示値に満たない。このまま放置すれば、国内市場においてすら

                                                   
109 日本の電気安全環境研究所(JET)が、太陽光発電システムの品質保証に関する認証事業を今年

の６月からはじめる。電力会社の全量買い取り制度が７月から始まるからである。ここでは品

質保証に関するＪＩＳ規格に基づいて認証する。設計から製造に至るまでの品質管理体制を調

べる立ち入り検査も行うという。ＪＩＳ規格は今年の２月に制定されたが、これは初期故障の

発生を防ぐ役割としてなら機能するものの、日本企業の誠実なモノづくりを市場価値へ転換す

るための試験法ではない。 



日本企業の技術力が市場価値に結び付かない状況が続き、数年後に立ちあがる海外市場で、

日本企業の競争力に大きな影響を与えるのではないか。110  
 
測定法と安全基準を国際標準にし,そして認証機関を持ちながら自国に優位の市場文化

を形成する動きが、特に欧米諸国で強力に推進されてきた。111 自国に巨大市場を持つアメ

リカやＥＵの場合は、自国市場と住民の安全を守るのが第一の目的であるものの、その背

景に自ら制定した測定法と安全基準を途上国に移転し、自国企業の途上国市場への参入を

容易にする狙いもある。このような事例が数多く観察されるようになった。試験法や公的

基準の設定と認証が、国の競争政策で極めて重要な役割を担いはじめたのである。 
日本企業の場合は、国内市場よりもむしろ海外において、技術力とモノづくりを市場

価値へ転換させる手段としての測定法や基準・認証が特に重要となる。したがってこれま

での社会的な貢献という視点だけでなく、政府の競争政策として、また企業の事業戦略と

いう視点から基準・認証が理解されなければならない。特にデジュール規格としての試験

法や高い安全基準・品質基準の国際標準化を主導し、その上で更に認証機関を持つことは、

日本のモノづくり力が提供する高度な市場文化を世界の隅々に定着させる上で、極めて重

要である。これを再度強調したい。 
 
本稿の１章と２章で筆者は、デジタル化と国際標準化が産業構造を一変させ、伝統的

な大手企業が市場撤退を繰り返す事実を紹介した。ここで新たなビジネスモデルや知財マ

ネージメントが必須になったのは、産業構造が変わってしまうからである。 
しかしながらこの３章で取り上げた測定法の国際標準化では、産業構造そのものが大

きく変わることは無い。むしろ多様な技術蓄積を内部に持つ伝統的な企業だからこそ標準

化を主導することができ、これがそのままグローバル市場の競争優位に結び付く。測定法

の標準化や高度な基準の設定が、結果的に既存の産業構造を強化することになるからであ

る。 
この意味で測定法の国際標準化と基準・認証は、日本企業に適した政策ツールであり

経営ツールではないか。標準化された測定法を起点に高度な市場文化を形成するための基

準を定め、そしてこれを維持する公的機関としての認証の重要性を、我々は改めて確認し

たい。 
 
4 企業と企業人が主役となる新たな経済モデルの構築に向けて 

 

4.1 新たな経済モデルを必要とする時代背景 
                                                   
110 測定法や安全基準の国際標準化を主導して認証機関へ繋げる一連の活動は、経産省・情報通

信機器課や製品評価技術基盤機構（NITE）と日本の LED 関連企業が連携しあい、1EA 4E SSL

アネックスの場で行われている。我々はこの活動に期待したい。 
111 世界の大手認証機関である TuV の売上は、年間 1,500 億円に及ぶ。 



  本稿はいろいろな視点から、デジタル化と国際標準化が国の競争政策や事業戦略に及

ぼす影響について述べた。その結論を一言でいえば、国際標準化とは決して規格作りでは

なかった。デジタル化とは決して技術のことではなかった。産業構造をビジネス・エコシ

ステム型へ転換させて巨大なグローバル市場を瞬時に作り出し、競争ルールを変え、企業

制度の在り方も、そしてモノづくりの価値の在り方さえも一変させてしまうのが、デジタ

ル化であり、国際標準化だったのである。これを本稿では第三の産業構造転換と呼んだ。 
国際標準化を規格作りと捉え、デジタル化を技術として捉え、産業構造の大転換と捉

えなかった多くの企業は、例え技術やモノづくりに優れ、そして圧倒的な特許の数を誇っ

ても、例外無く市場撤退を繰り返した。図２の左側から右側へ瞬時に変わるので、左側の

組織能力を右側へ適応させる時間的余裕が全くなかったからである。 
例えば液晶パネルや DVD は、日本企業の市場シェアが 80%から 20%へ激減する時間

が僅か４～５年であった。デジタル型の薄型デレビは６年、リチュームイオン電池でもほ

ぼ同じである。このような経営環境は既に 1990 年代の光デスク産業（CD-ROM、CD-R な

ど）でも起きており、僅か４年で市場シェアが 20%以下になっていた。デジタル携帯電話

でも全く同じである。我々は 1990 年代の日本にみる光ディスク産業の事例を経営環境の歴

史的転換と捉え、112 後知恵ではあるが、これを経営の現場に活かすべきだった。しかし

ながら活用された形跡はない。113  
まず我々は、これら一連の構造転換の背後で、デジタル化と国際標準化が技術伝播を

10 倍から 30 倍に加速させる事実を冷静に受け入れなければならない。そして瞬時の技術伝

播が生み出すグローバル産業構造の転換を前提に、先手必勝の位置取り戦略としての“自

社と市場の境界”を自社優位に事前設計し、自社から市場に強い影響力を及ぼす“伸びゆ

く手”を経営者の意思として事前設計し、これを支える統合型の知財マネージメントも事

前設計しなければならない。 
全てが自社と市場との境界設計からはじまる。第三章で述べた試験法の標準化や品

質・安全基準の設定と認証による高度な市場文化の形成が、位置取り戦略や“伸びゆく手”

形成の一環であるのは言うまでもない。 
 

従って、日本型モノづくりに疑念を持つ人も賞賛する人も、モノづくりを語るその前

に産業構造のダイナミックな変化、すなわち図１に示す第三の産業構造転換を語り、その

上で更に、モノづくりをグローバル市場の競争力へ結び付けるために必要な一連のメカニ

                                                   
112 例えば参考文献にリストアップした小川(2006 年から 2009 年)に至る一連の論文参照。 
113 例えば当時の Blu-ray Disc を念頭に松下電器の社内誌、Panasonic Technical Journal、へ

掲載した小川(2008b)の論文が、パナソニック社内で活用された形跡が全くなかったようであ

る。本稿が扱う領域は明らかに実践の学問であり、市場の実態はもとより市場の前線に陣取る

企業人の目線から現実感と具体性をもって基本問題に取り組む姿勢が、常に求められている。

しかしながら企業人と同じ時代環境に筆者が生きていても、日本企業が直面する基本問題にた

いして、我々アカデミアは本当に企業人の目線から正しく接近できていたのだろうか。 



ズムを、トータルなビジネス構造の中で語らなければならない。 

LED 照明も決して例外ではない。まず産業構造がビジネス・エコシステム型へ転換する

ことを経営者の目で冷静に受け入れる。そしてモノづくり領域を図４の左上に位置取り、

これをビジネス・エコシステム型の巨大市場で付加価値へ展開させる仕掛けとしての第一

モデル、あるいは第二モデルを事前設計しなければならない。 

現在の日本に求められているのは、グローバル産業構造の転換メカニズムを理解し、

これをグローバル市場の競争力に結び付ける、“経営者の、経営者による、事業戦略として

の”ビジネスモデルと知財マネージメントである。専門化された知財村の知財人による知

財村のための知財マネージメントでは決してない。 

 
これまでの標準的な経営理論が利用できる空間は、狭い方の限界が人間個人の行動範

囲か、せいぜいモノづくり工程であった。しかしながら、ここから目に見えない“伸びゆ

く手”でグローバル市場をコントロールするという仕掛けが生まれることはない。一方、

デジタル化、すなわち組み込みシステムが設計の深部に介在する場合の利用空間は、技術

モジュールの結合インタフェースや許容公差という製品設計の細部に及ぶだけでなく、組

み込みシステムの介在による製品アーキテクチャの転換メカニズムにおよび、その上でさ

らに人間が自由自在にコントロール可能な“デジタル論理空間”にまで、その影響が及ぶ。

デジタル論理空間は人間の目に見えないない。したがって伝統的なモノづくり思想の延長

からデジタル化の本質を語ることは困難である。 
一方、21 世紀のモノづくりにデジタル技術が介在しない事例は、いわゆる伝統工芸や

匠の技、素材産業や受動型部品など、非常に限られてきた。製品設計に組み込みシステム

が深く介在する産業領域が急拡大しているのである。スマートフォンはもとより、携帯電

話や液晶テレビ、DVDでは製品設計工数の60%以上が組み込みソフトの開発に費やされる。

しかし日本のモノづくり現場ではこれを単に製品開発の工数という視点からのみ捉え、“伸

びゆく手”の仕掛けを考えることはなかった。そもそも自社と市場の境界設計という基本

思想を積極的に取り込んだ形跡はない。 
一方、欧米企業のビジネスモデルには、例外なく“伸びゆく手”の仕掛けが後に隠れ

ていた。この違いがデジタル型産業における日本企業と欧米企業の競争力へ大きな影響を

与え、1990 年代以降の欧米企業が形成した目に見えない“伸びゆく手”がグローバル市場

へ強い影響力を持たせて日本のモノづくりを従属的な立場へ追い込んでいる。 
 
ビジネス・エコシステムがデジタル化の進展やオープンな国際標準化が介在する市場

環境で生まれたこと、そしてデジタル化によって企業人の“伸びゆく手”が論理空間を介

してグローバル市場に大きな影響を及ぼすまでになっていたという意味で、21 世紀になっ

てから企業と企業人が主役になる新たな経済モデルの必要性が現在化してきた。しかし



ながら同時にこれは、今後の日本企業の国際競争力を考える上で極めて大きな課題とな

ったのである。 
 

 

 

4.2 デジタル化やオープン国際標準化から見た伝統的な経済理論の適用限界 

標準的な経済理論の中で、個別企業の姿はもとより、企業人が知恵を競いあう姿を見

ることはできない。アダム・スミスは、製品価格が変化して（価格が下がって）均衡に向

かう途中の非均衡論と、需要と供給が一致する均衡状態の２つのケースを国富論で論じた

が、国富論を批判的に論じたその後のリカードや J.S.ミルの国際貿易理論では、非均衡論が

排除され、均衡分析によって理論が基礎付けられていた。114  現実よりも理論体系の構築

が優先されたのである。理論が扱う均衡状態では企業利益がゼロであり、ここから GDP の

増加を論じることはできない。 
現在の主流派経済学を基礎付けるワルラスの数学モデルも、需要と供給が均等するこ

とを前提にしており、アダム・スミスの重要な貢献である「企業が主役になる」分業、あ

るいは「企業活動が作り出す」非均衡、115 すなわち製品を生み出して普及させ、雇用を生

み出し、利益を生み出してＧＤＰ（国の経済成長）に貢献する企業/企業人の役割が、その

後の主流派経済学（たとえば新古典派）から消えてしまった。116  現実よりも、理論その

ものが自己目的になっていたのではないか。 

                                                   
114 根岸（2011）の４章参照。 
115 これが 1910 年代のシュンペータが主張したイノベーションに対応する。 
116 1970 年代になると、チャンドラーと信奉者が、専門的経営者のマネージメント、すなわち“見

える手”による経済活動の調整と資源の最適配分が、いわゆる市場調整メカニズムという神の

“見えざる手”、にとって代った、と主張しはじめた。この意味でなら、経済人の活動が経済

モデルに取り込まれていた。 

またチャンドラーよりも遥か前の 1912 年に、シュンペータが、次々に新たな産業を生み出

す新結合の担い手に企業者を据え、経済人の役割を経済発展の中核に据えた。また 1942 年に

シュンペータが“資本主義の成功によって大規模な単位（組織/企業）が市場を支配する”姿

を必要悪として認め（シュンペータ,1977,p.192）,更には“大規模な単位（組織/企業）が技

術イノベーションの担い手である”主張している（シュンペータ,1998,P.76）。この意味でも、

欧米諸国では、均衡分析をベースにした経済モデルと、大規模単位（組織/企業）を管理/経

営する専門家の“見える手”を中核に据えた経済モデルが、全く相いれない姿で共存してい

たことになる。 

しかしながら“見える手”を起点に分析の対象とした 1970 年代までの産業構造や企業制

度は、チャンドラーによる“経営者の時代”（1977 年）が出版された 1970 年代の後半から崩

壊の兆しが出ており、少なくともアメリカでは、1980 年代後半までに多くの産業領域でチャ

ンドラー的な企業制度が経済合理性を失う。その背後にあったのが、デジタル化や国際標準

化が生み出すオープン環境、すなわち市場経済が機能してもたらされた経営環境の経済合理

性、だったのである。シュンペータが主張した“資本主義から社会主義への移行する必然性”

がここから崩壊し、さらには“大規模単位がイノベーションの担い手になる”という主張も、

ここから崩壊への道を歩む。しかしながらこの崩壊と均衡分析を起点にした経済モデルとを

統合する視点はない。経済学と経営学は全く別物であると、企業人なら違和感を覚える発言



21 世紀のグローバル産業を特徴付ける人工物（製品）の設計や個々の企業のダイナミ

ックな経済活動を担う主役が企業人であるという意味で、企業人の活動を取り込む新たな

経済モデル、すなわち企業人が追求する自社製品の競争力強化、市場拡大、利益の獲得な

どに代表される個別最適を、ビジネス・エコシステムを介して雇用や経済成長という国全

体の最適化へ結び付ける経済モデル、すなわち企業人の経済活動に立脚した経済モデルが

必要になった。 
 
アダム・スミスが国富論で主張した「分業が市場の大きさに依存する」という命題も、

デジタル化や国際標準化が創るグローバルな分業の発展を説明できない。我々が目にする

21 世紀の分業は、これまで言われた市場の大きさ、（貨幣を介した）交換の力、あるいは人

口の規模やその人口の購買力などによって決まるのでは無く、117 まず当該製品の内部構造

（アーキテクチャ）が、オープン環境で分業し易い構造になっているか、すなわち技術モ

ジュールの結合インタフェースがオープン標準化され、許容公差が広い否か（結合容易性

が制限されていないか）、そしてまた、技術モジュールが互いに結合し易い構造に置かれて

いるか（互いに独立した自律分散イノベーションの成果が結合し易いか）、などによって分

業が左右され、市場の拡大スピードと市場規模が左右される。これが第三の構造転換を当

該産業にもたらすか否かを左右する。 
まずは設計現場の技術者が主役となる人工物設計の在り方、すなわち基幹技術モジュ

ールの結合の在り方によって、次に、企業の事業戦略としての国際標準化、すなわち結合

インタフェースの公開や許容公差の公開の在り方、さらには企業と市場の境界設計の在り

                                                                                                                                                     
がアカデミアで多い背景も、ここにあった。 

チャンドラーは、市場と技術というキーワードで近代企業を描き出しているが、本稿で

筆者は、デジタル化とオープン標準化および 1980 年代の欧米諸国による産業政策というキー

ワードで、チャンドラー的近代企業の崩壊を描いている（例えば、小川,2010 の２章）。これ

が第三の産業構造転換であり、この延長に到来するのがビジネス・エコシステム型の産業構

造えある。 

チャンドラー的企業制度の崩壊を踏まえて、本稿が新たに提案する“伸びゆく手”とは、

“手が消えた”というラングロアの牧歌的な主張ではなく、専門的経営者の“見える手”が、

市場調整メカニズムが機能するオープン市場に向かって、しっかり伸びている、という主張

である。神の“見えざる手”が機能する市場へ向かって、経営者の“見える手”がしっかり

と伸びている。これが第三の構造転換を特徴づける“伸びゆく手”の基本的な考え方である。

これについては、１章 1.3 の(3)の脚注でも述べた。伝統的な経済学と実ビジネスを扱う経営

学との繋がりをここに求めれば、均衡分析をベースにした経済モデルの中へ企業や企業人の

経済活動が、正当に取り込まれるのではないか。 
117アダム・スミスが言う「市場の大きさ」に対して、本書は、斎藤修(斎藤,2008)による優れ著

作“比較経済発展論”の２章 44 ページにある解説を使う。斎藤は、「分業を引き起こすのが交

換による力にあるように、分業の度合いもその力の程度によって、いいかえれば市場の大きさ

によって、つねに制限されざるをえない」、とアダム・スミスの言葉を引用している。これを

踏まえて斎藤は、「市場の大きさは究極的には人口の規模とその人口の購買力に依存する」、と

解説している。 



方によって、グローバル市場の分業構造が決まり、分業の進展が左右される。118 これが

21 世紀の我々が目にする現実である。 
特に、分業を前提にした Full Turn Key Solution 型の伸びゆく手の形成が、分業を巨

大なグローバル市場へスムースに拡大する上で重要な役割を担う。119 グローバル市場で

瞬時に生まれるビジネス・エコシステム型分業構造の事前設計と、これを前提にして形成

される“伸びゆく手”の事前設計が、先進国と途上国との分業、すなわち先進国と途上国

が互いの協業によって成長するという新たな経済モデルの形成で、重要な役割を担うので

ある。企業および企業人が追求する個別最適の追求を全体最適としての経済モデルに取り

込む必要性がここにあった。 
 
本稿で何度も繰り返したように、デジタル化と国際標準化は、産業構造をビジネス・

エコシステム型への転換を加速させて途上国の躍進をもたらし、同時に途上国と共に歩む

先進国の経済をも活性化させた。120 我々がここで当たり前のように目にするのは、個別最

適を追求する企業人の姿であり、これを追求する企業人の知恵の結集が“不均衡”な市場

の集まりを生み出し、技術情報の“非対称性”を生み出す事実である。更には、企業人が

個別最適を追求する結果として生まれる“非均衡や非対称性”をビジネス・エコシステム

の中で安定化させる知財マネージメントであった。“非均衡や非対称性”が生み出す自社製

品の差異化とここから生まれる利益、普及と利益を同時実現させるビジネスモデル、そし

てこれを長期にわたって安定化させる知財マネージメントが、雇用とＧＤＰ増（経済成長）

に寄与している。 
 
２１世紀の経済分析や経済発展の理論を再構築する上で、これまで経済学者が指標と

して使った研究開発投資への優遇政策はもとより、企業が知得を絞る特許・技術開発・モ

ノづくりなどの供給サイドの指標は、図２の左側でしか機能しない。図の左側でなら必要

にして十分な条件が在る程度成立するが、図１の右側では単に必要条件に過ぎなくなった。

また技術進歩を経済成長へ結び付ける需要創出型の成長理論も, 121 図２の左側でしか通用

ぜず、図２の右側では必要条件でしか無くなったのである。 
必要条件でしか無くなった産業領域（図２の右）がグローバル市場に急拡大している。

このような産業構造の歴史的転換期に立つ２１世紀のグローバル市場では、企業人が知得

を競い合うビジネスモデルとこれをオープンなグローバル市場で強化・維持する知財マネ

ージメントがあってはじめて雇用と経済成長に結びつく。 

                                                   
118 付録-２の IoTH の事例を参照 
119 小川(2008)参照。 

120 小川(2011c)参照 

121 たとえば吉川(2000), 吉川(2003)、吉川(2009) 



その背後にあるのが、マイクロプロセッサーやソフトウエアの技術革新が反映された

組み込みシステムの人工物（製品）設計への介在であり、そして人工物の内部構造に介在

するオープン国際標準化であった。122 さらには、人工物としての完成品を構成する技術モ

ジュールの最適設計(CAD 設計や構造解析)プロセスに対するスーパーコンピュータの介在

であった。グローバル市場に出現した巨大なビジネス・エコシステム型産業構造、すなわ

ち第三の産業構造転換には、人類社会がこれまで経験し得なかった上記の背景があったの

である。 
図１に示す第三の産業構造転換が急拡大する 21 世紀のグローバル市場を、伝統的な経

済理論の延長からも、そしてアダム・スミスの分業論からも論じることが困難になってき

た。技術イノベーションの成果を国の産業競争力や企業の競争力へ結び付ける、という視

点からとらえる人工物の設計論やビジネスモデルと知財マネージメントなど、世界中の企

業人が絶え間なく生み出す知の力を取り込む経済モデルが、新たに必要になった。この意

味でも、日本の産業構造が歴史的な転換期に立っていることを再度強調して本稿を終えた

い。 
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付録-1: 人工物の設計と技術モジュールの結合許容公差 

 許容公差とは、完成品を構成する技術モジュール（部品）の性能や形状寸法などの、

設計中心値からのバラツキ許容値を意味する。製品の量産で一つひとつの工程に許容され

るバラツキの許容値は工程公差と呼ばれる。これが材料・部品の製造であれば、製造工程

に投入する原材料の組成や特性のバラツキ許容値も、本書では許容公差と呼ぶ。ここで許

容値とは、その許容値（バラツキ）の範囲であればアウトプットとしての製品の機能・性

能・品質が設計目標の範囲に入る、ということを意味する。 

完成品を構成する部品の許容公差が広ければ相互依存性が小さい。したがって、部品

の単純組合せによって完成品を低コスト量産できる。許容値が広くても製品の機能・性能・

品質が設計目標の範囲に入るのであれば、生産技術や製造技術の役割が相対的に小さくな

り、工場のモノづくりから付加価値が減少する。 

パソコンのように、技術モジュ－ル（部品）の結合インタフェースや結合の許容公差

もオープン標準化（規格化）され、部品がグローバル市場で流通するのであれば、これを

調達して組合せるだけで完成品としてのパソコンを量産できる。したがって技術蓄積の少

ない途上国の企業であっても市場参入できる。123 これがグローバル市場の前線に陣取る企

業人の視点から見た“モジュール化であり、この意味で”モジュラー型“の製品なら技術

の伝播/着床スピードが非常に速い。 

一方、許容公差が非常に狭ければ、技術モジュールの相互依存性が強い。したがって

モノづくり側、すなわち生産技術・製造技術へ多くの付加価値が残る。例え部品を調達で

きても、設計目標としての機能・性能・品質を満足する完成品が作れない。したがって自

国/自社の、技術開発投資とモノづくりの追求が市場競争力に直結し易い。124 企業人の視

点で見た“擦り合わせ型”の定義がこれであり、擦り合わせ型であれば技術の伝播/着床ス

ピードが非常に遅い。擦り合わせ型、すなわち技術の伝播/着床スピードが非常に遅い産業

領域でなら、これまでと同じようリニアーモデルが成立する。 

21 世紀になると、巨大な技術体系からなる自動車や航空機であっても、スーパーコン

                                                   
123 1980 年代後期の据え置き型ＶＴＲ、および 1990 年代中期以降の光デスク産業（CD-ROM

や CD-R）、2000 年代初期のテレビ産業は、いずれもデジタル型へ転換するタイミングで日本

企業がグローバル市場から撤退を繰り返した。その背後にアジア諸国企業が市場参入し易くな

っていたのである。 

124 但し結合公差の許容値が狭くても、当該製品の専門家が技術知識を持って移動すれば技術知

識の蓄積が少ないキャッチアップ型企業であっても市場参入が可能である。これが 1990 年代

以降の日本とアジア諸国の間に起きたことである。 



ピュータを活用することによって最適モジュールの組み合わせ型へ転換させることも可能

になった。技術モジュールのインタフェースはもとより最適な許容公差さえも、製品とし

ての全体最適の視点から決定することが可能になっている。これがクローズド・モジュー

ル化である。1980 年代までなら、これはデジタル型を象徴するコンピュータ、例えば IBM

のメインフレーム・コンピュータ、を特徴付けるものであったが、21 世紀の現在では例え

機械的な特性を核にする製品であっても、クローズド・モジュール化が観察されるように

なった。 

その背後にあるのが擦り合わせを排したモジュール化による経済合理性の追求である。

デジタル化、すなわち製品設計の深部への組み込みシステム（デジタル化）介在やコンピ

ュータによる製品設計が、非デジタル型製品のモノづくりの現場を大きく変えようとして

いる。 

 

 

付録-２：デジタル化が進む 21 世紀のグローバル市場とビジネス・エコシステム 

「立本(2011)の拡張」 

これまで語られたビジネス・エコシステムとは、直接財を扱う企業だけでなく、補完

財のビジネスを担う企業群が、ネットワークを介して取り引きする産業形態をいう。例え

ば 1970 年代後半から 1980 年代の据え置き型 VTR と映画コンテンツ, 1980 年代の CD プレ

イヤーと音楽コンテンツ、1990 年代後半の DVD プレイヤーと映像コンテンツ、1970 年代か

ら 1980 年代のミニコンと自動化システム、1980 年代以降のパソコンとアプリケーションソ

フトの関係、などが代表的な事例である。自動車とガソリンの関係もこの中に入れてもよ

いであろう。 

これらに共通するのは、直接財の企業と補完財の企業が互いに協調的に活動して業界

全体で収益構造を維持発展させて行く、ビジネス・エコシステム型になっているという点

である。1980 年に M.Porter によって提唱されたバリューチェーン論では、他社の影響力を

減らして自社の付加価値を挙げることが暗黙の前提になっている。一方、ビジネス・エコ

システムでは、自社も他社も共に付加価値を増やす取引となる。したがって国際標準化に

よって生まれ易いネットワーク外部性やプラットフォーム形成が、ビジネス・エコシステ

ムを介した協業を可能にする。 

 

しかしこれらの定義は、例えビジネス・エコシステムであっても、いずれも完成品と

その補完財とのエコシステムを記述するものであり、完成品を構成する基幹技術モジュー

ル相互のビジネス・エコシステムを表現できていない。さらに言えば、21 世紀のグローバ

ル市場を特徴づける比較優位の国際分業が明示的に取り込まれていない。 

例えば CD-ROM でも DVD でも、パソコンでも携帯電話でも、液晶テレビでも、そして途

上国市場の自動車でも、直接財としての完成品では、デジタル技術の介入によって完成品



を構成する技術モジュールがグローバル市場で大量に流通し、比較優位の国際分業が瞬時

に生まれる。ここに国際標準化が重畳すれば比較優位のオープン国際分業となる。この分

業構造の内部が、21 世紀のグローバル市場を特徴付ける“同じ産業、同じ製品の中で生じ

る”ビジネス・エコシステム、になっているのである。 

例えば、オープンなデジタル型産業として最初に現れた 1970 年代後半のミニコン産業

では、ハードデスクのインタフェースがＳＭＤとしてオープン標準化された時点から、ア

メリカと日本との間でオープンなビジネス・エコシステムが出現した。互いに得意な技術

モジュール（日本企業はハードデスク）を持ち寄ってミニコン産業を発展させ、アメリカ

企業（当時はベンチャー企業）と日本企業（当時も大手企業）が互いに付加価値を急増さ

せた。付加価値（事業利益）が日本にもアメリカにも新たな雇用を生み、そしてそれぞれ

の国のＧＤＰ成長（経済成長）に寄与したのである。 

この意味で、デジタル化や国際標準化が広範囲に広がる 21世紀のグローバル市場で語

るビジネス・エコシステムでは、伝統的な表現としての直接財と補完財という表現で市場

の実態を正しく表現できない。むしろ、先進国と途上国が互いの比較優位/競争優位を活か

しながら協調的に活動し、当該業界とその関連業界全体で新たな需要を生み出し、当該産

業の市場を広げ、付加価値を増加させる姿が、グローバル市場のビジネス・エコシステム

である。この意味で、経済学でいう“比較優位の国際分業”によって先進国と途上国が共

に経済成長する経済モデルがグローバルなビジネス・エコシステムそのものではないか。 

ビジネス・エコシステムが、企業が互いに協調的に活動して業界全体で収益構造を維

持発展させて行く“共創と競争の場”であるとすれば、国際標準化や協創・協業のプラッ

トフォーム形成などによって新規市場を共に創造して行くケース、あるいは新しい成長領

域へ市場の中心をシフトさせるケース、更には所得水準の向上に呼応した高度の市場文化

を途上国市場で形成するケースなどに、グローバルなビジネス・エコシステム型の産業構

造が生まれ易い。 

上記の協創・協業が、先進国と途上国の間に生まれて互いの比較優位を持ち寄りなが

ら当該産業の市場を発展させ、付加価値を飛躍的に増加させながら先進国と途上国の雇用

も経済成長をも同時に実現させる経済モデルが、至る所で顕在化してきた。例え非デジタ

ル型の産業であっても、これが既に広範囲で顕在化している。その代表的な事例が自動車

産業であり、建設機械産業であり、事務機械産業であり、蓄電池や太陽光発システムであ

る。航空機産業でさえ例外ではない。 

その背後にあるのが、まず第一にデジタル化、すなわち製品設計の深部への組み込み

システム（デジタル化）介在やコンピュータによる製品設計であり、第二にオープンな国

際標準化の製品設計への介在であり、第三にこれら二つを起点にして生まれたインターネ

ット、あるいはクラウドなどによって情報が瞬時に伝播し、技術知識も瞬時に繋がるとい

う、自律分散型イノベーション・システムの到来があった。そして第四に、例え蓄電池な

どの非デジタル型の産業であっても、デジタル型産業で体験した成功パターン行動を選ぼ



うとする途上国企業の行動がある。これら４つを統合的に、そしてグローバルに語るコン

セプトが、モノとサービスのネットワーク化と言われる(IoTH: Internet of Things)では

ないか。 

 

なお IoTH では、様々なビジネス・エコシステムがインターネット/クラウドを介して繋

がるので、多様で複合的な産業が更に巨大なビジネス・エコシステムへと成長していく。

ここで繋がりをコントロールする結合インタフェースの標準化やビジネス・プラットフォ

ームのインタフェース公開が、異なる産業領域の繋がりを容易にし、新たなサービス・ビ

ジネスとしてのビジネス・エコシステムを次々に生み出す。 

これが２１世紀の産業構造を更にダイナミックに変えているのである。18 世紀後半のア

ダム・スミスはもとより、1930 年代のケインズも,1950 年代のハイエクや 1970 年代のミル

トン・フリードマンも、そして 1980 年代のマイケル・ポーターさえも想像し得なかった産

業構造を、現在の我々が目にしている。 

ネットワーク、更にはデータを介して多様性を融合させるその延長に、今までとは根

本的に違う価値観がグローバル市場の文化として形成されるはずである。この意味で

IoTH は、市場構造や産業構造はもとより、政治、文化、イノベーションを含む人類社会

の多くの領域へ根源的な影響を与える。 
 


